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遠隔診療の有効性・安全性に関するエビデンスの飛躍的な創出を可能とする方
策に関する研究 

 
研究代表者 長谷川 高志  

特定非営利活動法人 日本遠隔医療協会 
研究分担者 
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利根中央病院、北海道家庭医療学センター、筑紫南が丘病院、岐阜大学、 
東北大学、国立保健医療科学院、姫路獨協大学、群馬大学 

研究協力者 
山野嘉久1、長谷川大輔1、加藤浩晃2、桵澤邦男3、杉山賢明3 

1聖マリアンナ医科大学、2京都府立医科大学、3東北大学 
                                             

 研究要旨  
遠隔診療の更なる発展には、エビデンス蓄積の推進が必須だが、日本の国として十分な研究戦略が整理され

ていない。2018年度よりオンライン診療料など、遠隔診療への社会保障上の評価が推進されたが、今後も発展
を継続するにはエビデンスを更に大きく蓄積することが欠かせない。本研究では遠隔診療の形態分析、先行研
究のサーベイと有望研究の発見、対象とすべき診療行為の網羅的調査、研究手法のモデル化、有望な研究対象
調査などを実施して、多くのフェースシートを作成した。これら成果を土台として、遠隔診療推進の研究ロー
ドマップ構築に進む。 

   
Ａ．研究目的        

１． 背景 
遠隔医療は、平成27年度の規制改革宣言、平成2

8年度の未来投資会議などで重要課題として取り
上げられ、推進の機運が高まっている。一方、遠
隔画像診断等の一部の分野では一定の広がりを見
せているが、安全性や有効性に関するエビデンス
が不足している診療領域については、遠隔医療の
普及が進まなかった。 
これまで遠隔診療の全体像を見通す研究は希で

あり、観点整理が進んでいない。また遠隔診療は
指導・管理手法であり、医薬品や診断・治療機器
の評価と異なる臨床研究手法が必須である。従来
からの研究手法が有効でないケースが多く、エビ
デンスも十分蓄積されてない。また従来は個別対
象に限られた研究が殆どで、全体像を見通す社会
医学上の研究が皆無だった。エビデンスも観点整
理も不足していたことから、遠隔診療の推進方策
がかたまらなかった。観点整理を進めて、推進方
策立案の基礎情報を収集する研究の価値は高く画
期的である. 
平成29年秋には中央社会保険医療協議会で遠隔

医療の一種、オンライン診療への評価が進み、オ
ンライン診療料やオンライン医学管理料が平成30
年度より保険収載された。その対象は生活習慣病
指導管理料（高血圧や糖尿病の管理）、特定疾患
療養管理料、小児科療養指導料、てんかん指導料、
難病外来指導管理料、糖尿病透析予防指導管理料、
地域包括診療料、認知症地域包括診療料などの患

者である。遠隔モニタリング加算として、新たに
睡眠時無呼吸症候群の持続式陽圧呼吸療法と在宅
酸素療法が加わり、心臓ペースメーカーのモニタ
リングと並ぶ新規の保険収載となった。 
医師法20条の解釈１を実務的内容とした「オンラ

イン診療の適切な実施に関する指針」も制定され
た２。これら施策により遠隔診療の発展が期待され
るが、適用対象は外来診療の一部であり、遠隔診
療全般の推進策の検討は引き続き重要な課題であ
る。ただし一連の新規施策によりエビデンス収集、
研究の対象が大きく変化したことを十分に考慮す
べきである。上記管理料で扱う治療手法のエビデ
ンスが十分揃ったとは考えにくいが、一方で従来
からの研究対象である高血圧や糖尿病、呼吸器疾
患など慢性疾患などが、この保険収載により研究
対象から外れたと考えるべきである。1997年12月
の厚生省健政局通知に始まる遠隔診療の制度確立、
研究推進の動きが大きな転換期を迎えた。 
改めて遠隔診療への観点の整理が欠かせなくな

ったが、本研究には直接に先行する厚生労働科学
研究や厚生労働行政推進調査３、４、５による遠隔診
療の実態、原理、評価尺度等の情報が蓄積されて
いる。これら成果を活用して、遠隔診療を考える
システマティックな観点を整理することを本研究
の目的とする。 
 

２． 研究目的 
遠隔診療の観点を整理して、親和性の高い診療

領域や社会条件を明確にすること、遠隔診療の有
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効性・安全性の評価の考え方を示すことを目的と
する。そのために下記を研究目標とする。 

 
① 各診療行為の遠隔医療に於ける状況を示すモ

デル開発 
② 有効性・安全性に関する既存のエビデンス、

すなわち先行する臨床研究の網羅的調査 
③ 遠隔医療適用可能性のある診療行為の網羅的

調査 
④ 遠隔診療の有効性・安全性を評価する臨床研

究デザイン手法の網羅的調査 
⑤ 臨床研究等のエビデンスは少ないが、将来有

望な対象の調査 
 
上記調査結果を取りまとめ、遠隔医療のエビデン
ス集積推進のロードマップを考案する。2017年度
は基礎的情報を蓄積した。2018年度に情報を補足、
整理して、ロードマップとする。 
 

３． 遠隔診療の定義 
本稿では、テレビ電話等を介して、医師が患者

を直接診察するDtoP形態だけでなく、広い対象を
遠隔診療と扱う。診療手法や治療手段として、人
に適用する手法（臨床課題や医学的課題の解決手
段）を全て対象とするため、テレラジオロジー（放
射線画像診断）など直接に患者を診療しないもの
も含め、DtoDtoP,DtoNtoPなどに該当する手法を
研究対象とする。一例として画像診断単体では診
療行為と捉えにくいが、脳卒中の遠隔救急医療（T
elestroke）で検討すれば、テレラジオロジーは重
要な要素になり、救命率や後遺症抑制の向上に寄
与する。 
情報連携・記録など管理技術、教育・研修手法、

デバイス・情報通信・センシングなど工学技術や
標準規格、プライバシー保護やセキュリティ技術
など、診療手法以外にも遠隔医療には広範な研究
対象があるが、本研究では臨床手法のみ扱う。な
お臨床評価や診療手法に関連深いので診療報酬制
度や医師法等の解釈なども研究対象に含める。 
遠隔診療について、情報通信を用いるピンポイ

ント評価と、診療プロセス全体の評価がある。ピ
ンポイントの行為では対面診療を越える診断能力
や治癒効果を発揮できない。一連の治療プロセス
として捉えれば、遠隔診療によりプロセスの価値
が高まることを評価できる。本研究の先行研究３，

４，５に限らず、ピンポイントの遠隔診療の評価を扱
った研究では、遠隔診療の価値の解明に苦しんだ。
テレラジオロジーも単なる画像診断と扱われ、診
療行為（遠隔診療）として評価できなかった。一
連の治療プロセスと扱えれば、治療効果等の評価
が可能となる。治療プロセスでは、状況によりピ
ンポイントの遠隔診療を用いないこともあり得る。
しかし遠隔診療があることで、治療プロセスの価
値が向上するものを広義に遠隔診療と考えて、有
効性などのエビデンスを捉える手法を検討する。 
 

Ｂ．研究方法 
１． 基本的手法 
文献調査、データ収集、訪問調査、有識者によ

る分析・検討で研究を進める。 

２． 遠隔診療形態の評価モデル開発 

先行研究４，５で得られたモデルや各種の遠隔診
療に関する調査報告を参考に遠隔診療の形態や特
性因子を抽出・分析して、遠隔診療の形態モデル
を開発する。 

３． 遠隔診療先行研究調査 

研究事例を国内外の文献データベースから収集
して、高いエビデンスレベルの研究等を分析する。 

４． 対象診療行為の調査 

厚生労働統計の社会医療診療行為別調査からの
診療項目を抽出し、遠隔診療の適用対象などを分析
する。またオープンデータベースなどから実施状況
も捉える。 

５． 研究手法のモデル作り 

遠隔診療のエビデンス収集では、多くの研究で苦
労と工夫の知見が集まりつつある。関連情報を得や
すい国内の科学研究費補助金等の研究情報（科研報
告書等）の収集と分析により、研究方法の手引き情
報を整理する。 

６． 新たな遠隔診療モデルの個別調査 

先行研究例の無い遠隔診療について、様々な対象
者へのヒヤリングより調査、提案する。遠隔診療も
モデルとして、各種文献データベースに存在しない
形態についても検討する。 

７． ロードマップ作り 

2018年度研究の中で方法を検討する。 
 
（倫理面への配慮）   
患者情報を扱わないので、倫理上の問題は無い。 
 
 Ｃ．研究結果 

１． 遠隔診療形態の評価モデル開発（分担
研究１） 

（1） 遠隔診療の形態 

社会的課題、医学的課題、提供者、対象者など
の18因子で表現するモデルを考案した（表1）。 

（2） 評価指標の項目 

 遠隔診療を評価するための指標、17項目を考案
した（表2）。 

（3） 研究分類の項目 

 研究を分類するための項目を検討した（表３）。
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日本遠隔医療学会雑誌の投稿時の研究分類表６を
活用した。 

２． 遠隔診療先行研究調査（分担研究２） 

検索対象となった論文は238編であった。対象と
する診療領域については、慢性期疾患に関する文献
は循環器系疾患や呼吸器疾患の領域に多く、急性期
疾患に関する文献は脳・神経系疾患、救急系の領域
に多く見られた。精神系は、認知症、PTSD、神経
心理検査、うつ病、認知行動療法、アルコール依存
症、自閉症等幅広い疾患を対象に遠隔診療研究が存
在した。また、疾病予防・重症化予防として肥満予
防や性感染症予防のほか、服薬指導や薬物中絶によ
って遠隔診療が用いられる研究事例も見られた。 
遠隔診療と親和性の高い診療領域を整理し、今

後どのような有効性・安全性に関するエビデンス
蓄積が必要か分析して、遠隔診療普及推進のため
のロードマップを策定するために、既存の有効
性・安全性に関するエビデンスの網羅的調査を行
った。研究の結果、有効性・安全性に関するエビ
デンスを一定程度整理して、フェースシート10編
にまとめた。その一覧を表５に示す。 
本研究を通じて、遠隔医療の有効性が対面診療

よりも優れていることをエビデンスレベルの高い
研究(RCT)で示すことができる領域は現時点では
限定的である可能性が示唆された。たとえば糖尿
病治療やCOPD等の慢性疾患においては臨床的有
効性を示すエビデンスレベルの高い研究成果が見
られた。学術論文ではランダム化比較試験等によ
る臨床的有効性についてはCONSORT声明,観察研
究についてはSTROBE声明に準拠することが推奨
されている。しかしながら本調査に該当する学術
論文の多くがこれらの声明に準拠しているとは言
えない論文が含まれているため学術論文の信頼性
としては十分とは言えない可能性がある。 
また、遠隔医療に対する医療経済評価について

は、公的保険サービスが充足している国では医療
の質が高く医療費が安価であるため、対面診療と
比べてもあまり変わらない可能性が指摘されてい
ることが文献調査から明らかとなった。これはわ
が国においても当てはまる可能性が高いため、費
用対効果評価についてはわが国で行われたエビデ
ンスを蓄積する必要がある。加えてICT技術は進歩
が速く関連費用が低減する可能性があるため、最
新の研究成果を確認する必要がある。 
遠隔診療の有効性・安全性が期待される技術や

疾患が存在するにもかかわらず、文献調査による
検索結果では非該当となった領域が生じた。その
理由には、①遠隔診療技術自体の有効性について
証明が困難である。②効果が間接的のため、Core 
Clinical Journal等に掲載される学術論文になり
にくい等の理由が考えられる。これらは遠隔診療
を「診療技術としての介入行為」あるいは「電子
カルテ等の診療基盤」のどちらとして定義するか
という論点に深く関連する。たとえばRemote Se
nsing Technology等の領域で用いられる医療機器

等については、臨床上の効果が間接的で比較対照
の設定が難しいために一定以上のエビデンスレベ
ルの研究報告を産み出すことが難しいと考えられ
る。 
遠隔診療を「診療技術としての介入行為」とし

て評価するのであれば、RCTに資する遠隔診療に
関するコホートデータベースの整備が求められる。
「電子カルテ等の診療基盤」として評価するので
あれば、遠隔診療を実施している地域住民等を母
集団とした後ろ向き研究デザインが求められる。
このように遠隔診療の位置づけによって遠隔診療
普及推進のためのロードマップは異なる可能性が
ある。本調査による諸外国における先行研究から
言えることは、遠隔診療を「診療技術としての介
入行為」として評価できる疾患領域は限定的であ
りその効果は通常診療より優れているとは言えな
いという点である。 
今後は遠隔診療の活用が期待される領域や診療

ニーズが高い可能性のある診療行為に限定したSy
tematic ReviewやMeta-analysisを実施する等、遠
隔診療技術の有効性に関するエビデンスを蓄積す
る文献研究が必要であると同時に、「電子カルテ
等の診療基盤」としての評価方法を検討するため
に、学術団体が発信している声明やガイドライン
等、遠隔診療に関する学術論文以外の資料を含め
て検索対象を拡張し、ハンドサーチ等の手法を用
いた調査が必要である。 

 

３． 対象診療行為の調査（分担研究３） 

社会医療診療行為別調査から抽出した既存診療
行為の中から遠隔医療と親和性の高い診療領域を
抽出し、一覧表を作成する。これを元に、診療行為
毎に有効性・安全性に関するエビデンスの必要項目
を分析して、フェースシートを作成する。そこには
DtoP、DtoNtoP、NtoPなどの想定形態などの情報
を加える。その一覧を表５に示す。 

 

４． 研究手法のモデル作り（分担研究４） 

国内の科学研究費補助金等の科研報告書等19件
（表６参照）より、下記の手法モデルを整理した。 
 
(1) DtoP 
① 対象：在宅医療受診患者・心不全・HOT・CP

AP 
② 研究手法：観察や介入による比較対照試験・ア

ンケート 
③ 診療形態：診療・モニタリング 
④ 対象技術：Skype等のTV電話・遠隔モニタリン

グ（体重・血圧・脈拍・PSG・CPAP）・等 
⑤ 有効指標：再入院率・移動時間 
⑥ 有効でない指標：患者QOL（SF36）・介護者Q

OL （BIC11）  
(2) D to N to P 
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① 対象：喘息・脳血管患者・がん患者・疾患特定
なし 

② 研究手法：介入や調査票による比較対照試験 
③ 診療形態：看護師による患者指導・遠隔診療併

用・看護師の在宅訪問時における医師の指導 
④ 対象技術：喘息テレメディスンシステム・遠隔

診療専用機器「医心伝信」「万事万端」・Sk
ype等のTV電話・携帯電話・等 

⑤ 有効指標：緊急受診回数・計画診療継続率・処
方箋発行 

⑥ 有効でない指標：入院回数・診断確定時間・画
像診療と電話診療の比較 

⑦ その他 ：対象部位撮影のルーチン化必要 
 
(3) N to P 
① 対象：HOT・地域住民 
② 研究手法：介入やアンケートによる比較対照試

験 
③ 診療形態：テレナーシングシステムによるデー

タのトリアージ・血圧モニタリング 
④ 対象技術：テレナーシングシステム・TV電話・

ホームドクターうらら・等 
⑤ 有効指標：急性増悪発症率・費用対効果比・血

圧値 
⑥ 有効でない指標：なし 
 
(4) 研究手法概況 
① 研究手法 
観察・介入・調査票による比較対照試験であっ

た。また、有効な評価指標は、緊急受診回数、計
画診療継続率、急性憎悪発症率、再入院率、処方
箋発行数であった。 
② 比較対照試験 
遠隔診療群と対照群を設定する比較的大規模な

調査方法であることから、倫理審査委員会を持た
ない診療所等においては計画しにくい研究と考え
られる。 
③ 大規模試験について 
小規模な診療所等で実施されることが多く、大

規模調査は難しいと考えられるので、今回の研究
結果で得られた有効評価指標を求める症例研究結
果を蓄積し、システマティックレビューのような
形でエビデンスを構築していく必要があるのでは
ないかと考えられた。 
④ 有効でない指標 

QOL、診断確定時間、画像診療と電話診療の比
較は有効指標ではなかったので、今後遠隔診療の
臨床研究計画に参考になると考えられた。さらに
今後、統一的、かつ、効率的な遠隔診療を行うた
めに、対象部位撮影のルーチンを決める等のガイ
ドラインを決める必要があると考えられた。 

 

５． 新たな遠隔診療モデルの個別調査（分
担研究５） 

(1) 調査結果 

下記25項目（表７）を調査した。 
 Telestroke （脳卒中救急遠隔医療 
 心臓血管外科救急 
 遠隔ICU 
 放射線科医師以外のテレラジオロジー 
 職域も連携した糖尿病治療 
 CPAPの地域との連携診療 
 重度慢性心不全の地域での治療 
 難病（一例としてHTLV-1関連脊髄症、HAM） 
 小児在宅医療、医療依存度の高い重症児の長

期ケア 
 派遣医指導 
 域外から退院患者フォローや在宅医療 
 軽度患者への喘息モニタリング 
 人工内耳の遠隔管理 
 家庭血圧のモニタリング 
 モニタリングセンターの検討 
 遠隔精神科医療 
 認知症の地域ケア 
 アプリによる慢性疾患診療 
 ヒポクラ 
 遠隔作業療法、高次脳機能リハビリ 
 遠隔服薬指導による残薬管理 
 不妊治療 
 データベースによる診療支援 
 データベースによる集団的診療 
 AIによる診断支援 
 
(2) 社会的課題 
各項は下記の社会的課題との関連で抽出した。 

① 医師の働き方改革 
② 医療的ケア児の在宅医療 
③ 難病患者の地域ケア 
④ 心不全患者の緩和ケア 
⑤ 医師の偏在緩和（専門医不足地域の支援） 

 
(3) 遠隔診療の発展に伴う課題 
実施規模の拡大が見込まれる遠隔診療があり、

発展に伴い大規模で高効率な運用体制が必要とな
る。それら検討も行った。 

 
(4) EHR、PHR,データベース、人工知能の活用 
大規模データの活用は、これまで遠隔診療で検討
されなかったので、幾つかの事例を通じて検討し
た。 
 

６． 補助的調査、オンライン診療に関する
アンケート 

オンライン診療について医師向けに行ったアンケ
ートの結果が2種類公開されたので、参考情報とし
て掲載する。 
(1) 会員制医療ニュースサイトのアンケート７ 
実施中・予定が勤務医（n=1114）で6.9%・開業医
（n=414）で7.5%、実施したいが勤務医34.2%・開
業医17.4%、実施したいと思わないが勤務医56.
5%・開業医73.4%だった。ニーズはへき地離島診
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療で勤務医63％・開業医62％、在宅医療が勤務医4
6％・開業医43％、生活習慣病の外来管理が勤務医
34％・開業医27％、それに続くのが難病、認知症
だった。 
 
(2) 医療ベンチャー協会（規制改革推進会議資料８） 
2018年3月前半にアンケートを実施して114名か
ら回答があった。対象となる診療科は、内科23％、
皮膚科10%、アレルギー科10％、精神科8％、小児
科6％と続いた。9割の施設でオンライン診療の割
合が5％未満だった。 
 

７． 考察 
(1) エビデンス評価の対象と狙い 
① 診療報酬が付与された診療手段 
オンライン医学管理料の対象のDtoP形態の遠隔

診療について、新規研究対象から外れたと考える
べきである。十分なエビデンスがない、診療ガイ
ドラインが無いなど不足は多いが、診療報酬の収
載とは評価の確定であり、効果測定を最優先に行
うべきである。効果が不明な診療手法について、
新規性の高い研究と扱えない。補助的調査の結果
によれば、取り組む医師が少なく、患者数も多く
ないと考えられる。いずれ実施施設や件数は増え
ると考えられるが、積極的推進策の対象とは考え
にくい。 

DtoP形態では高度な診療手法は多くない。 新
規性の高い研究対象となるには、対象を絞り込み、
社会的重要性の高い診療手段の研究課題を見いだ
す必要がある。 
② 診療報酬が付与されていない診療手段 
新規性の高い診療手段の研究ならば、研究補助

金などの対象もある。新規研究の対象とはなりに
くいが専門学会などが推進する診療手段もある。
研究対象とすべきものについて、本研究の検討対
象となる。 
③ 基礎研究 
診療手法の研究であれば、本研究がロードマッ

プで扱う対象となる。短期に実現可能なもの、長
期課題などあると考えられるが、本研究でも検討
したい。 
④ 法的ガイドラインの研究 
臨床評価以外に、法的ガイドライン２を更新する

ためのエビデンスも必要になる。そのためには社
会の容認の可否など、医学的な有効性評価と大き
く異なるエビデンスが求められ、臨床研究と全く
異なる研究手法が必要になる。臨床研究推進のス
キーム（例：科学研究補助など）と異なる方式が
必要になる。本研究の先行研究３，４，５を通じて、
各地域でヒヤリングした事柄を整理すると表８の
ような項目や観点が浮かび上がる。 
 
(2) DtoP形態の扱い 
前項で検討した通り、DtoP形態の単体の診療対

象は大きくない。また研究として、新規性が高い、
科学研究補助等の対象とは考えにくい。関連学会

での診療実態の追跡調査、質の改善、普及展開努
力などは重要だが、今以上の高度技術を要すると
は考えられない。またピンポイントの診療行為で
あるかぎり、遠隔診療としては高い評価が得にく
い。一般的な慢性疾患などを扱う先行研究が相当
して、新たなエビデンス収集対象となりにくい。
重症患者を対象とするか、地域ケア体制に有機的
に取り入れるなど、大きなレベルアップが無い限
り、ロードマップの中で重要な位置付けを得にく
い。今以上の報酬化は考えにくい。 
 
(3) 社会的エビデンスの重要性 
技術評価の向上により、診療行為の対象を拡大

するのが、臨床エビデンスの研究である。一方で、
地域社会のニーズおよび診療手法の地域への応用
検討も重要な課題である。社会エビデンス（対象
地域、対象患者の拡大のための社会的調査）が必
要となる。中には、「これまで医療の対象ではな
かったが、今後認めるべき」対象も含めることが
重要となる。一例として、保健の対象である「重
症化予防」が医療にも浸透してきた。不妊治療な
ど、「病気であるか？」「社会保障対象か（自由
診療）？」など従来は医療として扱いにかった事
柄が、遠隔診療による「医療へのアクセスの障壁
を低くする」ことで、検討対象に入ることを想定
すべきである。たとえば不妊治療などは、身体の
不調を軽減することと異なるが、精神的問題で苦
しむ人々を救い、出生率回復への一助となる。施
設までの距離以外の「医療アクセスの改善」への
論点を検討することが望まれる。 
これらは最先端医学の課題ではなく、各地域で

の検討が必要である。つまり科学研究補助等と異
なる推進スキームが必要である。しかしながら、
根源的課題に手がついていない。遠隔診療を地域
で活用する観点が整理されていない。本稿と同等
の議論が各地域で自然発生的に立ち上がることは
ない。地域医療計画について、基本的スキームさ
え各地域に任せることはできない。国がスキーム
を作り、各地域がそのスキームに沿って自分の地
域の課題を明かにする。遠隔診療についても、ま
ずスキームを各地域に示す必要がある。実施ガイ
ドライン２のような法的な許可事項・禁止事項を示
すだけでなく、「地域計画事項」を国から示すこ
とが望まれる。 
 
(4) DtoDの評価 
診療報酬の技術評価など高度な課題は、DtoPよ

りもDtoDの対象である。テレラジオロジーなどで
は画像診断管理加算などの評価がある。いきなりD
toDの評価を高めるのではなく、DtoDで何が負担
か、何が技術か、どうすれば持続的に実施できる
かなど、社会的・定量的評価を考えることが重要
となる。 
 
(5) 評価尺度について 
遠隔診療は治癒効果が高まるよりも、どの患者
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にも提供可能であることが重要な場合がある。こ
れは治癒率よりもQOLの評価に近い。「非劣性・
高い経済性」が遠隔診療の評価の基本の一つだが、
それを「高い展開性」などの評価に発展すること 
システマティックサーベイなども、社会的エビ

デンスへの適用方法の検討が必要になる。 
 
(6) 診療単体ではない評価（プロセス評価） 
遠隔診療のピンポイントの診断能や治療成績で

は、潜在的能力の一部しか評価しない。単体の遠
隔診療が対面診療を越える価値がピンポイントの
行為では示せない。複数の施設や医療者（多職種）
の行為が一体として運用される診療行為（地域ケ
ア等）は元々いずれの地域でも確立途上であり、
その要素として遠隔診療もICTも重要な基盤とな
る。つまり地域ケアのような連携体制による医療
を、バリューチェーンと考えて、連携体のパーフ
ォマンスの評価手法を確立することが今後の医療
で重要になる。Amazonや楽天市場と対比するなら
ば、商品データベース、検索エンジン、発注シス
テム、課金・決済システム、物流システム、広告
システムで一連のビジネスシステムが構築される。
検索エンジンなどの単体評価が、DtoPの遠隔診療
に限定したエビデンス収集と同等である。医療に
於けるバリューチェーンの評価方法は確立してい
ないので、今後の重要な検討課題である。 
ピンポイントの診療行為としての遠隔診療から、

地域の医療プロセスの強化手段に発展するとは、
地域医療計画に於ける遠隔診療の位置付けの検討
など、全く別の視点が必要と考えられる。 
 
(7) 遠隔診療の発展、大規模化への対応 
大きく発展した遠隔診療では、大規模対応が重

要課題となっている。テレラジオロジーでは既に1
5年以上以前から大規模化への体制を整えてきた。
ただし「遠隔診療」としての対応能力が低かった。
心臓ペースメーカーのモニタリングでは大学病院
クラスで患者数の増加に対して、業務負担が増加
している。指導管理の手作業（カルテの個別記入
等）が多く、患者数増加時にICT時代として異様な
「手作業オーバーフロー」が生じている。この課
題は睡眠時無呼吸症候群のCPAP療法の遠隔モニ
タリングでも近々発生すると懸念させる。モニタ
リング体制の非効率（分散）なども懸念させる。
成功する遠隔診療やICT活用では大規模化が必ず
生じる。生産性向上も重要課題である。 
 
(8) 人工知能やEHRやPHRの活用 
まだ問題意識が未確立で、観点整理が不足しす

ぎている。単なるピンポイントの診療行為に留ま
らず、データに基づく広範な診療手段構築の視点
が必要となる。 
 

８． まとめ 

2017年度は臨床的視点に立つ様々な情報を収集

できた。その結果として社会的視点の検討の不足が
明かとなり、2018年度の検討課題が示された。ロ
ードマップとして国／地域／臨床現場の役割と課
題や視点、実現に掛かるタイムスパンを示す。 
 
Ｄ.健康危険情報 
なし 
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考察 
[分担研究５]長谷川高志, 新たな遠隔診療、個別の対象調査
の研究 
 

Ｆ．知的財産権の出願・登録状況 
 1. 特許取得     無し（非対象） 
 2. 実用新案登録   無し（非対象） 
 3.その他       無し（非対象） 
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表１ 遠隔診療の形態モデル（形態因子一覧） 
因子
番号 

形態項目  

1 
社会的課
題 

医師不足 地域ケア拡充 医療効率化     

2 対象集団 集団（施設） 分散（地域） 個別 その他   
3 指導対象 技能向上 技能支援 ケア管理 個別   

4 医療課題 
救急・ICU 再入院抑制 専門診療 紹介・連携 一般診療 

重症化抑制 健康指導 生活機能維持 トリアージ 
医療提供の効率
化 

5 支援圏域 地域診療圏内 圏外       
6 疾患 慢性疾患 精神科疾患 急性疾患／外傷 救急 難病 

7 
支援者・診
療科 

医師（専門） 医師（主治医） 
モニタリングナ
ース等 

その他   

8 
被支援
者・診療科 

医師 看護師等 介護職者 家族等 無し 

9 診察対象 患者 無し(非同期、St
ore&Forward) 

      

10 
長期診療
記録利用 

レジストリ使用
（PHR等）によ
り、一人の患者
の長期間変化等
に対応する治療
の管理 

レジストリ使用
（EHR等）によ
り、複数患者の
同時期の動向等
に対応する治療
の管理 

レジストリ使用
（EHR等）の二
次利用（データ
ヘルスやAI等に
より、複数患者
の同時期の動向
等に対応する治
療の管理 

 その他 無し 

11 提供場所 
支援者施設（病
院等） 

所属施設以外の
医療機関 

提供者住居・出
張先 

その他   

12 実施場所 
医療施設 患者宅 

施設（生活実態
がある場所） 

公民館等、非医
療系公的施設 

患者の勤務先・
出先 

その他         

13 原理 

同同領域の技能
差による指導
（同科連携） 

異領域の専門知
識差による指導
（異科指導） 

権限の違い（医
師から看護師等
への指示） 

単発の観察・指
導 

周期的な観察・
指導（モニタリ
ング） 

データ収集と分
析 

その他    

14 設備 
画像コミュニケ
ーション 

モニタリング EHR/PHR その他   

15 
社会的重
要性 

患者数が多い 政策的推進対象 
ケア負担が大き
い疾患 

重症度・深刻
度・緊急度が高
い 

診療機会の確
保、アクセスの
改善 

その他     

16 
診療報酬
制度上の
位置づけ 

指導管理（管理
加算等） 

通院間隔伸長
（モニタリング
の指導料等） 

診療一般（診療
料） 

技術評価 
データ扱いの評
価 

その他     

17 実施動態 
DtoP単発支援
（対面診療との
セットは不問） 

DtoD単発支援 
定期的観察・介
入 

対面診療と組み
合わせて定期的
介入 

連携前後（トリ
アージ・フォロ
ー）, 

18 意義 

救急搬送時間の
短縮 および緊
急度の高いコン
サルテーション 

重度慢性疾患患
者の再入院抑制 

紹介前トリアー
ジ・紹介後フォ
ロー 

専門診療へのコ
ンサルテーショ
ン（当該地域で
受診不可能だっ
た診療） 

施設入居者の生
活維持 

地域在宅患者の
生活維持 

医療者の負担軽
減 
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表２ 評価指標一覧 
番
号 

分類 尺度 意味 意義 測定方法 比較対象 層別化 

1 
地域
評価 

実施件数 

遠隔医療により当
地で実施できた診
療行為の遠隔開始
前後の回数 

医師不足緩
和 

できれば二
次診療圏と
してのデー
タが望まし
い 

遠隔開始前
の実働数 

疾病や診療科等で患
者に必要な診療水準
を層別化して、当該地
域で提供可能か否か
を弁別する 

2 
施設
評価 

緊急呼出中、
遠隔から実
施の回数 

遠隔医療にて、緊急
時等に医師が施設
に赴かずとも、済ん
だ回数（および比
率） 

医療者負担
軽減 

全緊急案件
の記録、遠隔
医療実施も
記録する 

まず件数の
記録、エビデ
ンス蓄積し
たら対照群
と比較 

対象疾患種類別で
層別化 

3 
施設
評価 

遠隔医療対
象者数（当
月・月平均・
累積） 

当該施設の遠隔医
療動態 

施設実施動
態の把握 

診療記録 同上 
疾患・ステージ別
（疾患別のステー
ジ区分も必要）  

4 
施設
評価 

患者あたり
遠隔診察回
数 

医師あたりの遠隔
診療患者人数（看護
師別数値もあり） 

同上 同上 同上 同上 

5 
施設
評価 

平均遠隔診
療継続期間 

遠隔診療の継続期
間の平均値 

同上 同上 同上 同上 

6 
施設
評価 

医療者当た
り患者数 

  同上 同上 同上 同上 

7 
臨床
評価 

治療開始ま
での時間 

発見から病院での
治療開始までの時
間 

脳血管疾患や心
疾患では、発見か
ら治療開始まで
の時間が短いほ
ど、救命率が高
い。後遺症も少な
いと期待できる。
遠隔医療による
情報収集や時間
確保につながる
治療（脳梗塞のｔ
PA投与等） 

消防本部と
共同で記録
が必要 

同上 同上 

8 
臨床
評価 

医療者満足
度 

遠隔医療で個々の
診療が楽になるこ
と。例えば情報を得
ることで実施への
精神的負担が減る
こと 

医療者負担
軽減 

遠隔医療実
施時に、毎回
調査票起票 

対照診療行
為でも、調査
票起票 

要検討（診療科や
疾病等で異なる） 

9 
臨床
評価 

介入回数 

単位期間中に患者
への観察や指導の
介入を行った回数。
多いほど篤いケア
になる 

ケア密度向
上 

診療記録、で
きれば遠隔
診療記録票
を作る 

対照診療行
為でも、調査
票起票 

疾患・ステージ別
（疾患別のステー
ジ区分も必要） 

10 
臨床
評価 

通院間隔 

定期的観察・指導対
象の患者について、
診療効果を低下せ
ずに延ばせる通院
間隔 

重症化予防、
再入院抑制 

診療記録、モ
ニタリング
記録 

非遠隔群と
の比較 

同上 

11 
臨床
評価 

脱落率 
遠隔医療により、定
期的診療を継続す
ることを期待する。 

重症化予防、
再入院抑制 

診療記録、モ
ニタリング
記録 

非遠隔群と
の比較 

同上 

12 
臨床
評価 

有害事象発
生率 

遠隔医療により、医
療提供能力が高い
地域と同等の安全
性がえられる範囲
を評価する 

各種 診療記録 
非遠隔群と
の比較 

同上 

13 
臨床
評価 

再入院率 
高頻度介入による
改善効果 

再入院抑制 診療記録 
非遠隔群と
の比較 

同上 

14 
臨床
評価 

年間入院日
数 

同上 同上 同上 同上 同上 
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15 
臨床
評価 

定量化・高粒
度QOL(患
者） 

高頻度介入による
改善効果。亡くなる
時点までのQOL低
下を抑制できるか
評価する。 

生活機能維
持 

日常生活時
の測定、QOL
の積分が必
要 

非遠隔群と
の比較 

同上 

16 
臨床
評価 

指導回数 
当該診療項目内で、
専門支援が必要な
回数の比率 

当該地域で
受診不可能
だった医療
行為 

診療記録 
遠隔医療開
始前の実施
回数と比較 

同上 

17 
経済
評価 

コスト 

機器費、運用費、関
連人件費、各指標に
ついて、コスト比率
を検討する。 

 最終判断
材料 

  
非遠隔での
コスト  

同上 
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表３ 研究の分類一覧 
 項目 内容（選択肢） 

研究種別 

事例報告(症例、導入した情報システムなどの
事例) 

技術開発（情報通信、ロボット、計測技術な
どの研究） 

観察研究(介入の無い、経過をモニタリングす
ることを主とした研究) 

標準化 

診療ガイドライン 
社会・経済・政策・法（政策、経済、法規や
通知など） 

メタアナリシス その他 

比較試験(臨床効果等を群分けして評価した研
究） 

  

部位・疾病領
域 

 消化器 耳鼻咽喉 

神経 皮膚 

循環器 周産期 

腎臓 骨・関節・筋肉 

血液 小児 

呼吸器 高齢者 

アレルギー・膠原病 救急 

感染症 集中治療 

内分泌代謝 口腔・歯 

がん 精神・心理 

終末期 特定の部位や疾病の対象無し 

眼 その他 

実施者 医師 看護師・多職種 

研究対象 

画像・病理・診断 医療者教育 

治療・介入 (遠隔手術支援や放射線治療計画な
ども含む） 

人間工学、ヒューマンインターフェース 

患者指導・教育 安全・事故防止 

服薬管理 
機材・薬剤開発（手術器具、光学機材、医薬
品等） 

在宅医療 経営、施設管理・運営 

看護 
制度・社会保障（診療報酬、法規制、薬事審
査など） 

リハビリテーション 診療情報管理（ICD10などコーディング） 

栄養 情報セキュリティ 

予防・健康管理・モニタリング センシング技術(バイタル、画像計測など） 

介護 メカトロニクス技術（手術、介護ロボット等） 

福祉 情報通信技術 

チーム医療 特定の対象無し 

施設間連携／支援 その他 

適用地域 

医療不足地域（僻地・離島） 適用地域に限定無し 

都市部 その他 

国際支援   
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表４ 研究サーベイ一覧 

番号 対象 

1 遠隔診療はナーシングホーム入所者の入院や医療費を減らすか。 

2 電話を用いたコンサルテーションによる性感染症予防行動の評価 

3 遠隔皮膚治療が QoL に与える影響を検証する。 

4 
mHealth により、肥満症の改善効果があるかどうかをアクセスの良さ、実現性、
効能の観点から検証する。 

5 COPD を有する患者に対する Telemonitoring の効果検証 

6 
薬剤師の管理による自宅での血圧TeleMonitoringは通常診療と比べて血圧コン
トロールを改善するかどうか。 

7 AHRQ によるレビュー 

8 腹膜透析の遠隔診療はヘルスケア outcome を改善し、コストを削減するか？ 

9 tele-ICU、CHEST 

10 
遠隔診療の QOL と心理的アウトカムへの影響を PRO（Patient Reported 
Outcome）により評価した無作為化対照試験 
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表５ 診療行為フェースシート一覧 
 
 
  

番号 診療行為 

1 電話等再診料 

2 超急性期脳卒中加算 

3 特定集中治療室管理料１ 

4 特定薬剤治療管理料 

5 小児科療養指導料 

6 てんかん指導料 

7 難病外来指導管理料 

8 高度難聴指導管理料 

9 生活習慣病管理料 

10 
遠隔モニタリング加算（心臓ペースメーカ
ー） 

11 認知症地域包括診療料 

12 在宅時医学総合管理料 

13 在宅酸素療法指導管理料 

14 在宅持続陽圧呼吸療法指導管理料 

15 脳波検査判断料 

16 細隙燈顕微鏡検査（前眼部） 

17 遠隔画像診断による画像診断管理加算 

18 認知療法・認知行動療法 

19 下肢末梢動脈疾患指導管理 加算 

20 術中迅速病理組織標本作製 
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表６ 研究手法モデル一覧 

番号 対象 引用元 

1 
外来で在宅医
療を受けている

患者 

厚生労働科学研究費補助金「遠隔医療技術活用に関する諸外国 
と我が国の実態の比較調査研究」 

2 
長谷川高志、他、訪問診療における遠隔診療の効果に関する多施設前向き研究、日
本遠隔医療雑誌、8(2)、205-208、2013 

3 
長谷川高志、他、遠隔医療における多施設研究について、日本遠隔医療雑誌、
8(1)、29-33、2013 

4 
心不全 

野出孝一、慢性心不全の ICT による遠隔モニタリング（HOMES-HF)、循環制御、
33(2)、80-82、2012 

5 
Norihiko Kotooka, Home  telemonitoring study for Japanese patients with 
heart failure (HOMES-HF): protocol for a multicentre randomised 
controlled trial, BMJ Open , 2013, 3, e002972 

6 

在宅酸素
（HOT)と在宅持
続陽圧（CPAP) 

小賀徹、他、日本呼吸器学会認定施設・関連施設ならびに日本睡眠学会認定医療
機関における CPAP と HOT 診療に関するアンケートの集計結果報告、厚生労働科
学研究補助金（地域医療基盤開発推進研究事業）分担研究報告書、27-36、2017 

7 
平井豊博、遠隔モニタリングシステムを用いた在宅酸素療法、在宅持続陽圧療法の
対面診療間隔の検討厚生労働科学研究補助金（地域医療基盤開発推進研究事業）
分担研究報告書、43-45、2017 

8 
富井啓介、他、在宅酸素療法、在宅持続陽圧療法に対する遠隔医療の文献的考
察、厚生労働科学研究補助金（地域医療基盤開発推進研究事業）分担研究報告
書、107-111、2017 

9 
巽浩一郎、千葉大学附属病院における HOT および CPAP の実態調査アンケート、
厚生労働科学研究補助金（地域医療基盤開発推進研究事業）分担研究報告書、
107-111、2017 

10 
中等症以上の

喘息患者 
國分二三男他、喘息テレメディスンシステムのハイリスクグループに対する有用性の
検討、アレルギー48(7)、700-712,1999 

11 
D to N to P（脳
血管障害・がん

患者-1） 

森田浩之、他、在宅脳血管疾患・がん患者を対象とした遠隔診療 
−多施設後ろ向き症例対照研究−、日本遠隔医療学会雑誌、7(1)、39-44、2011 

12 
米澤麻子、遠隔診療のニーズに関する研究、日本遠隔医療学会雑誌、7(1)、
57-62、2011 

13 
長谷川高志、他、遠隔医療の研究動向の研究、日本遠隔医療学会雑誌、7(1)、
52-56、2011 

14 D to N to P（疾
患特定なし-1） 

長谷川高志、他、在宅患者のための遠隔診療、多施設前向き臨床試験のプロトコル
と試験、日本遠隔医療学会雑誌、13(1)、12-15、2017 

15 
長谷川高志、他、在宅患者のための遠隔診療、多施設前向き臨床試験、結果概況、
日本遠隔医療学会雑誌、13(2)、84-87、2017 

16 

N to P（テレナ
ーシング-1） 

亀井智子、慢性閉塞性肺疾患（COPD)で在宅酸素療法（HOT)を受ける患者に対す
るテレナーシング実践の費用対効果の検討、日本遠隔医療学会雑誌、6(2)、
133-135、20 

17 
山本由子、亀井智子、他、テレナーシング看護モニターセンターにおける在宅 HOT
患者のテレナーシング時間と内容の検証－ランダム化比較試験介入群 12 例の報告
からー、日本遠隔医療学会雑誌、6(2)、136-138、2010 

18 
亀井智子、他、COPD Ⅳ期の在宅酸素療法患者を対象としたテレナーシング実践
－トリガーポイントによる在宅モニタリングデータの検討－、日本遠隔医療学会雑誌、
7(2)、179-182、2010 

19 
N to P（健康モ

ニタリング） 

１．大坂英道、鎌田弘之、ユーザ属性と身体的心理的効果および経済的指標から見
たホームテレケアシステムの評価、岩手医誌 55(5)、323-331、2003 
２．大阪英道、鎌田弘之、他、ホームテレケアの効果とユーザー特性の関連の検討、
医療情報学、22(Suppul)、257-258、2002 
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表７ 個別調査一覧 

番号  題目 

救
急 
、 
急
性
期 

慢性
疾患
と地
域ケ
ア・
チー
ム医
療 

難
病 
、 
重
度
疾
患 

研
修 
・ 
地
域
支
援 

モニ
タリ
ング
とデ
バイ
ス治
療 

精神
科 

アプ
リ 

異科
支援 

他職
種の
遠隔
診療 

アク
セス
しに
くい
対象 

デー
タベ
ース
の活
用 

人工
知能 

１ 
Telestroke （脳卒中
救急遠隔医療 ◎                       

２ 心臓血管外科救急 ◎                       
３ 遠隔 ICU ◎                       

４ 
放射線科医師以外のテ
レラジオロジー（放射
線画像診断） 

◎                       

５ 
職域も連携した糖尿病
治療   ◎                 ○   

６ 
CPAP の地域との連携
診療   ◎     ○     ○         

７ 
重度慢性心不全の地域
での治療   ◎     ○     ○         

８ 
難病（一例として
HTLV-1 関連脊髄症、
HAM） 

    ◎               ○   

９ 
小児在宅医療、医療依
存度の高い重症児の長
期ケア 

    ◎   ○           ○   

１０ 派遣医指導 ○     ◎       ○         

１１ 
域外から退院患者フォ
ローや在宅医療 ○ ○   ◎       ○     ○   

１２ 
軽度患者への喘息モニ
タリング   ○     ◎               

１３ 人工内耳の遠隔管理         ◎               

１４ 
家庭血圧のモニタリン
グ   ○     ◎               

１５ 
モニタリングセンター
の検討   ○     ◎           ○   

１６ 遠隔精神科医療           ◎             
１７ 認知症の地域ケア   ○       ◎             
１８ 

アプリによる慢性疾患
診療             ◎         ○ 

１９ ヒポクラ         ○     ◎         
２０ 

遠隔作業療法、高次脳
機能リハビリ                 ◎       

２１ 
遠隔服薬指導による残
薬管理   ○             ◎       

２２ 不妊治療                   ◎     
２３ 

データベースによる診
療支援                     ◎   

２４ 
データベースによる集
団的診療       ○             ◎   

２５ AI による診断支援       ○               ◎ 
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表８ 地域要件 
番号 対象 項目 注記 

1 
域外からの実施
条件 

地域に主治医がいるか？  
地域でフォローできない遠隔医療は実
施すべきでない。 

2 
域外からの実施
条件 

地域に責任能力あるコメディカルがい
るか？ 

地域の主治医との連携・域外勤務時のフ
ォロー 

3 
域外からの実施
条件 

支援医師が当該地域に過去の勤務実績
や現在の非常勤勤務日等があるか？ 

  

4 
域外からの実施
条件 

支援担当医師は現地の主治医と連携し
ているか？ 

  

5 
域外からの実施
条件 

地域で支援体制を得られなかったか？ 
DtoD の場合、例えばヒフミルくんへの
地方皮膚科医の警戒感がある。課題整理
が必要 

6 
域外からの実施
条件 

域外医師と地域医師の連携手段がある
か？ 

  

7 
域外からの実施
条件 

実施施設は、担当医師の所属施設か？ 
両施設に連携関係はあるか？ 

所属施設でも、両施設間の連携関係が無
い場合はある。（アルバイト先等） 

8 
域外からの実施
条件 

施設外実施か？ （職場等？） 
実施して良い条件はあるか？（疾病、状
況等） 

9 地域条件 
医師会もしくは地域行政に遠隔医療の
対応組織があるか？ 

  

10 地域条件 長期レジストリを利用するか？ 
小児医療、難病等の長期診療記録を利用
する。 

11 地域条件 
対面診療が困難もしくは医療者負担が
非常に大きいか？ 

  

12 施設条件 
遠隔診療が、一連の診療の中に位置づけ
があるか？ 

対面診療との組み合わせ等 

13 
地域（施設間）条
件 

連携する施設で遠隔医療遂行への取り
決めを行っている。 

取り決めのひな形が必要 

14 
地域（施設間）条
件 

支援・被支援の双方の診療科で、用語・
支援内容の臨床的詰めを行ったか？ 

領域毎の支援内容のガイドラインが必
要。特に異科連携は、基本的な用語さえ
異なる。 

15 施設条件 

電話等再診、コンサルテーションで、管
理料（月一回請求）などの上限がないも
のについて、何らかの回数へのリスクヘ
ッジを行う。 

対象疾病や行為について、重症度、継続
率向上などの面での層別化が必要。遠隔
診療を必要とする層の実施に限られて
いるか、判定する。 

16 施設条件 
研修を受けた医師、看護師、スタッフが
担当している。 

実務者向け研修の準備、倫理、技術基礎、
手法、質管理などが必要 

17 施設条件 診療録レビュー、質管理を行っている 質管理手順 

18 施設条件 
実施中の遠隔診療について、実施条件を
患者に提示している。 

実施条件ひな形が必要 

19 施設条件 
実施中の遠隔診療について、実施概況を
患者に提示している。 

提示情報のひな形が必要 

20 施設条件 
遠隔医療を実施する上での体制を患者
に公開している 

同上 

21 施設条件 
対象者を層別化しているか？ 要な対
象者に実施しているか？ 

対象者の層別化が、GLに必要 

22 施設条件 
実施箇所は施設、患者宅か、それ以外の
場所か？ 

それ以外の場所では要件化が必須 
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遠隔診療の有効性・安全性の評価のための形態モデル開発に関する研究 

 
研究代表者 長谷川高志 

日本遠隔医療協会 
                                           

 研究要旨  
遠隔診療に関する先行研究、診療手法などの調査と分析には、共通の評価尺度や分析手法が欠かせ
ない。しかし遠隔診療の形態や評価に関する研究はほとんど存在しない。そこで本研究班に先立つ
研究班の研究成果を基にして、新たな形態モデルとして特徴・静態・動態を示すもの、評価尺度と
して基本情報、有効性や安全性を示す事柄を考案した。形態の項目として、社会的課題,対象集団,
指導対象,医療課題,支援圏域,疾患,支援者・診療科/被支援者・診療科,診察対象,長期診療記録利
用,提供場所,実施場所,原理,設備,社会的重要性,診療報酬制度上の位置づけ,実施動態,意義があ
る。また評価尺度の項目として、実施件数,緊急呼出中、遠隔から実施の回数,遠隔医療対象者数（当
月・月平均・累積）,患者あたり遠隔診察回数,平均遠隔診療継続期間,医療者当たり患者数,治療開
始までの時間,医療者満足度,介入回数,通院間隔,脱落率,有害事象発生率,再入院率,年間入院日
数,定量化・高粒度QOL(患者）,指導回数,コストがある。 

    
 Ａ．研究目的        
 
遠隔医療は、平成27年度の規制改革宣言、

平成28年度の未来投資会議などで重要課題
として取り上げられ、推進の機運が高まっ
ている。一方、遠隔画像診断等の一部の分
野では一定の広がりを見せているが、安全
性や有効性に関するエビデンスが不足して
いる診療領域については、遠隔医療の普及
が進まない。 
これまで遠隔医療の全体像を見通す研究

は希であり、観点整理は進んでいない。ま
た遠隔医療は指導・管理手法であり、医薬
品や診断・治療機器と異なる臨床研究手法
が必須で、扱いにくい点がある。そのため
遠隔医療の推進方策は一貫性が不足して、
場当たりに成りがちである。観点整理を進
めて、推進方策立案の基礎情報を収集する
研究の必要性は高い。 
本研究全体で下記４課題に取り組む。 
 

① 先行する臨床研究の網羅的調査 
② 適用可能性のある診療行為の網羅

的調査 
③ 臨床研究デザイン手法の網羅的調

査 
④ 臨床研究等のエビデンスは少ない

が、将来有望な対象の調査 
 
各々の研究課題で遠隔診療を捉えるための
評価尺度が必要となる。しかし遠隔診療に
ついて、評価尺度の研究事例は少なく、活

用可能な尺度が存在しない。本研究の中で
開発する必要がある。 
 
先行する厚生労働科学研究や厚生労働行政
推進調査１，２によれば、遠隔医療の実態、
原理、評価視点がいくつか示されている。
遠隔診療には多様な対象があるので、先行
研究成果より複数の尺度を開発する。また
定量的尺度には拘らず基本的概念作りを行
う。 
 
Ｂ．研究方法 

先行研究成果１，２の文献に豊富な遠隔診
療事例がある。国レベルの推進政策立案。
地域の医療行政との関係、臨床研究デザイ
ン、地域医療への導入など、他の研究事例
に無い様々な観点からの検討が行われた。
その結果から「遠隔診療を表現できるモデ
ル」としての「形態」を分析し、抽出する。
その形態の中から、遠隔診療に関する有効
性や安全性を表現できる尺度を見出す。 
臨床研究や薬品・機器の開発研究ではな

いので、文献からの情報収集、有識者の意
見などを元に机上での分析・検討により研
究を進める。 
 
（倫理面への配慮）   
患者情報は扱わない。 

   

Ｃ．研究結果 

1. 基本的視点 

特性を表現するモデルとして遠隔医療を
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概観する3視点を示す。 

① 形態：遠隔医療の特徴、静態・動
態 

② 評価尺度：遠隔医療の有効性や安
全性を評価する物差し 

 

形態として、18種類の因子を考案した。
各因子には2～9ほどの要素がある。ある遠
隔医療について、この因子の組み合わせで
特徴や評価視点を示し、有効性、安全性、
経済性等の評価や、地域要件・施設要件の
検討に用いる。地域医療システムの構築な
どに活用する。各項目の因子の組み合わせ
で、様々な形態が表現できる。ただし形態
を検討する場合、一般に分析の目的や目標
が限られるので、現実的には組み合わせは
多くないと考えられる。また分析目的によ
り、省略できる因子がある。通常は扱う形
態を限って扱うと便利である。このモデル
を診療項目や研究事例とのマッチング（サ
ーベイ）に用いたい。 

 

評価方法も検討が進んでいない課題であ
る。臨床研究から政策立案までの様々な評
価があり、その観点を検討する。評価の基
本として、地域、施設、臨床行為の３対象
がある。地域では、医療供給能力の拡大の
有無で評価すると良い。例えば、導入前に
は地域で受けにくかった診療行為が増える
か、指導回数が増えたかなどである。死亡
率や治癒率など身体的な評価は、遠隔医療
以外の因子の影響を大きく受けるので、純
粋に遠隔医療のみの影響を測る必要があり、
実施件数・所要時間等の因子が適切と考え
られる。現状、遠隔医療の実施状況（医療
提供上の動態）さえエビデンスの蓄積が十
分ではない。そのため、実施件数、その施
設の診療件数行為全体に占める割合等など
の規模、患者あたりの診療回数（継続状況
や回数分布等）や通院間隔、遠隔診療での
処方回数などのエビデンス収集が望まれる。 

測定しやすい効果はQOLとも言われてい
る。そこで定量化できるQOL指標（EQ5D
等）で、診療毎に測定すれば状態改善等の
評価が可能になる。QOLは粗い因子だが、
計測の粒度を高めれば、粗い計測のみ可能
な遠隔医療の評価に有益である。 

同じ疾病、同じ提供形態でも、患者の層
別化（重症度等）により、評価に差がある
と考えられる。慢性疾患モニタリングでも、
重症度により改善効果の持続期間が異なる
と考えられるので、各計測対象の層別化の

対象を検討する必要がある。それにより遠
隔医療が有効な対象以外に患者が分散して
いないか、適切性を評価できる。 

移動や情報伝達コストが下がり有利と言
われるが、経済性評価は一見シンプルに見
えて、意外と計測手段に未解明な事柄が多
く、測定も評価も難しいと考えられる。 

評価尺度として適さないものを明らかに
することも重要である。従来の臨床試験で
使いにくかった評価尺度も共有する必要が
ある。失敗事例は報告しにくいが、同種の
ピットフォールに陥ることを避けるために
重要である。 

 

2. 形態（静態・動態） 

(1) 社会的課題 

その対象（地域や施設、診療域）に対し
て遠隔医療で解決すべき「社会的課題」
を示す。下記の３因子がわかっている。 

① 医師不足：地域の医師数の不足、
専門医不足も含む。 

② 地域ケア拡充：在宅医療や重症化
予防など、地域のプライマリケア
の充実、地域包括ケアの支援（チ
ーム医療支援）など 

③ 医療効率化：医師不足とも通じる
が、医師の負担軽減など 

 

(2) 対象集団 

遠隔医療はICTの活用であり、患者個別
の適用だけでなく、施設や地域の集団を
対象にできる。 

① 集団：施設入居者や入院患者など、
集団で管理・指導すること 

② 分散：在宅医療など実施者は単一
だが、対象者は地域に分散する場
合 

③ 個別：個々の患者 

④ その他 

 

(3) 指導対象 

① 技能向上：同診療科での経験・技
能・知識差による指導。研修・研
鑽とも重なる。 

② 技能支援：異なる診療科間での専
門的支援 
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③ ケア管理：チーム医療、他職種の
管理や指導。医師が多職種に指示
すること。 

④ 個別：特定の対象無く、よろず支
援 

 

(4) 医療課題 

① 救急・ICU：超急性期での診断等
支援や二次搬送等の判断支援 

② 再入院抑制：重症化予防などによ
る再入院までの期間の伸長や再入
院期間の短縮 

③ 専門診療：専門域や技能の差によ
る診断等支援 

④ 紹介・連携：入退院などの連携へ
の遠隔医療による支援 

⑤ 一般診療：オンライン診療等 

⑥ 重症化抑制：遠隔モニタリングな
どによる慢性疾患の管理 

⑦ 健康指導：発症予防など保健活動
の課題 

⑧ 生活機能維持：在宅医療 

⑨ トリアージ：受診の要不要等を遠
隔から判断する。 

⑩ 医療提供の効率化,：働き方改革系
の課題 

 

(5) 支援圏域 

① 地域診療圏内：地域ケア支援など
域内の医師から看護師等への指
導・管理 

② 圏外：専門診療・難病等、域外の
施設から域内の医療者や患者への
指導等 

(6) 疾患 

① 慢性疾患：生活習慣病などで、重
症化や再入院抑制を狙う。 

② 精神科疾患：認知症と非認知症が
ある。認知症の場合は治療よりも
生活機能維持など在宅医療など地
域ケアとしての扱いが大きい。 

③ 急性疾患／外傷：急性期治療の指
導、紹介 

④ 救急：二次搬送のトリアージ、Te
lestrokeなど治療開始時間短縮等、

遠隔ICU 

⑤ 難病, 

(7) 提供・対象 

① 提供者および診療科：医師（専門）、
医師（主治医）、モニタリングナ
ース等、その他 

② 対象者および診療科：医師、看護
師等、介護職者、家族等、無し 

(8) 診察対象 

① 患者 

② 無し、報告書や検査レポート等(非
同期、Store&Forward形態で情報
を流通する), 

(9) 診療記録活用形態 

① レジストリ使用（PHR等）により、
一人の患者の長期間変化等に対応
する治療の管理 

② レジストリ使用（EHR等）により、
複数患者の同時期の動向等に対応
する治療の管理 

③ レジストリ使用（EHR等）の二次
利用（データヘルスやAI等により、
複数患者の同時期の動向等に対応
する治療の管理 

④ その他 

⑤ 無し, 

(10) 提供場所（患者所在地） 

① 支援者施設（病院等）：支援先病
院にいる患者などが対象 

② 所属施設以外の医療機関 

③ 提供者住居・出張先 

④ その他, 

(11) 実施場所 

① 医療施設 

② 患者宅 

③ 施設（生活実態がある場所） 

④ 公民館等 

⑤ 非医療系公的施設 

⑥ 患者の勤務先・出先 

⑦ その他 

(12) 原理 
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① 同領域の技能差による指導（同科
連携） 

② 異領域の専門知識差による指導
（異科指導） 

③ 権限の違い（医師から看護師等へ
の指示） 

④ 単発の観察・指導 

⑤ 周期的な観察・指導（モニタリン
グ） 

⑥ データ収集と分析 

(13) 設備 

① 画像コミュニケーション 

② モニタリング 

③ EHR/PHR等（何らかのデータベ
ース） 

④ その他 

(14) 社会的重要性 

① 患者数が多い 

② 政策的推進対象 

③ ケア負担が大きい疾患 

④ 重症度・深刻度・緊急度が高い 

⑤ 診療機会の確保、アクセスの改善 

⑥ その他 

(15) 診療報酬上の位置づけ 

① 指導管理（管理加算等） 

② 通院間隔伸長（モニタリングの指
導料等） 

③ 診療一般（診療料） 

④ 技術評価 

⑤ データ扱いの評価 

⑥ その他 

(16) 実施動態 

① DtoP単発支援（対面診療とのセッ
トは不問） 

② DtoD単発支援 

③ 定期的観察・介入 

④ 対面診療と組み合わせて定期的介
入 

⑤ 連携前後（トリアージ・フォロー）, 

(17) 意義 

① 救急搬送時間の短縮および緊急度
の高いコンサルテーション 

② 重度慢性疾患患者の再入院抑制 

③ 紹介前トリアージ・紹介後フォロ
ー 

④ 専門診療へのコンサルテーション
（当該地域で受診不可能だった診
療） 

⑤ 施設入居者の生活維持：在宅医療
や地域包括ケア（患者が集中） 

⑥ 地域在宅患者の生活（機能）維持：
在宅医療や地域包括ケア（患者が
分散） 

⑦ 医療者の負担軽減, 

 

3. 評価指標 

(1) 地域評価 

① 実施件数 

 意味 ： 遠隔医療により対象
地域で実施できた診療行為の
回数 

 意義 ： 医師不足や専門医偏
在の緩和 

 測定方法 ： カルテレビュー
か個票記録の分析 

 比較対象 ： 遠隔開始前の同
診療行為の対象地域での実施
件数 

 層別化 ： 疾病や診療科等で
患者に必要な診療水準を層別
化して、当該地域で提供可能か
否かを弁別することが重要 

② 緊急呼出時の遠隔から実施の回数 

 意味 ： 遠隔医療にて、緊急
時等に医師が施設に赴かずと
も、済んだ回数（および比率） 

 意義 ： 医療者負担軽減 

 測定方法 ： 全緊急案件の記
録、遠隔医療実施も記録する 

 比較対象 ： まず件数の記録、
エビデンス蓄積したら対照群
と比較 

 層別化 ： 対象疾患種類別で
層別化 

③ 遠隔医療対象者数（当月・月平均・
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累積） 

 意味 ： 当該施設の遠隔医療
動態 

 意義 ： 施設実施動態の把握 

 測定方法 ： 診療記録 

 比較対象 ： まず件数の記録、
エビデンス蓄積したら対照群
と比較 

 層別化 ： 疾患・ステージ別
（疾患別のステージ区分も必
要） 

不要な層へ
の実施回数も測定して、
過剰診療を捉えられる。 

④ 患者あたり遠隔診察回数 

 意味 ： 定期患者数、スポッ
ト患者数の比較 

 意義 ： 施設実施動態の把握 

 測定方法 ： 診療記録 

 比較対象 ： まず件数の記録、
エビデンス蓄積したら対照群
と比較 

 層別化 ： 疾患・ステージ別
（疾患別のステージ区分も必
要） 

不要な層へ
の実施回数も測定して、
過剰診療を捉えられる。 

⑤ 平均遠隔診療継続期間 

 意味 ： 遠隔診療の継続期間
の平均値 

 意義 ： 施設実施動態の把握 

 測定方法 ： 診療記録 

 比較対象 ： まず件数の記録、
エビデンス蓄積したら対照群
と比較 

 層別化 ： 疾患・ステージ別
（疾患別のステージ区分も必
要） 

不要な層へ
の実施回数も測定して、
過剰診療を捉えられる。 

⑥ 医療者当たり患者数 

 意味 ： 医師あたりの遠隔診
療患者人数（看護師別数値もあ

り） 

 意義 ： 施設実施動態の把握 

 測定方法 ： 診療記録 

 比較対象 ： まず件数の記録、
エビデンス蓄積したら対照群
と比較 

 層別化 ： 疾患・ステージ別
（疾患別のステージ区分も必
要） 

不要な層へ
の実施回数も測定して、
過剰診療を捉えられる。 

(2) 臨床評価 

① 治療開始までの時間 

 意味 ： 脳血管疾患や心疾患
では、発見から治療開始までの
時間が短いほど、救命率が高い。
あるいは後遺症が少ないこと
が期待できる。遠隔医療による
情報収集や時間確保につなが
る治療（脳梗塞のｔPA投与等） 

 意義 ： 救急搬送時間短縮 

 測定方法 ： 消防本部と共同
で記録が必要 

 比較対象 ： まず件数の記録、
エビデンス蓄積したら対照群
と比較 

 層別化 ： 疾患・ステージ別
（疾患別のステージ区分も必
要） 

不要な層へ
の実施回数も測定して、
過剰診療を捉えられる。 

 

② 医療者満足度 

 意味 ： 遠隔医療で個々の診
療が楽になること、例えば情報
を得ることで 

 意義 ： 医療者負担軽減 

 測定方法 ： 遠隔医療実施時
に、毎回調査票起票 

 比較対象 ： 対照診療行為で
も、調査票起票 

 層別化 ： 要検討（診療科や
疾病等で異なる） 
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③ 介入回数 

 意味 ： 単位期間中に患者へ
の観察や指導の介入を行った
回数。多いほど篤いケアになる 

 意義 ： ケア密度向上 

 測定方法 ： 診療記録、でき
れば遠隔診療記録票を作る。 

 比較対象 ： 対照診療行為で
も、調査票起票 

 層別化 ： 疾患・ステージ別
（疾患別のステージ区分も必
要） 

 

④ 通院間隔 

 意味 ： 定期的観察・指導対
象の患者について、診療効果を
低下せずに延ばせる通院間隔 

 意義 ： 重症化予防、再入院
抑制 

 測定方法 ： 診療記録、モニ
タリング記録 

 比較対象 ： 非遠隔群との比
較 

 層別化 ： 疾患・ステージ別
（疾患別のステージ区分も必
要） 

 

⑤ 脱落率 

 意味 ： 遠隔医療により、定
期的診療を継続することを期
待する。 

 意義 ： 重症化予防、再入院
抑制 

 測定方法 ： 診療記録、モニ
タリング記録 

 比較対象 ： 非遠隔群との比
較 

 層別化 ： 疾患・ステージ別
（疾患別のステージ区分も必
要） 

 

⑥ 有害事象発生率 

 意味 ： （安全性） 遠隔医

療により、医療提供能力が高い
地域と同等の安全性がえられ
る範囲を評価する（非劣性比較） 

 意義 ： 各種 

 測定方法 ： 診療記録 

 比較対象 ： 非遠隔群との比
較 

 層別化 ： 疾患・ステージ別
（疾患別のステージ区分も必
要） 

 

⑦ 再入院率 

 意味 ： 高頻度介入による改
善効果 

 意義 ： 再入院抑制 

 測定方法 ： 診療記録 

 比較対象 ： 非遠隔群との比
較 

 層別化 ： 疾患・ステージ別
（疾患別のステージ区分も必
要） 

  

⑧ 年間入院日数 

 意味 ： 高頻度介入による改
善効果、再入院率は上昇の可能
性がある。しかし入院時の重症
度の低下が期待できる。 

 意義 ： 再入院抑制 

 測定方法 ： 診療記録 

 比較対象 ： 非遠隔群との比
較 

 層別化 ： 疾患・ステージ別
（疾患別のステージ区分も必
要） 

 

⑨ 定量化・高粒度QOL(患者）、変化
値の平均 

 意味 ： 高頻度介入による改
善効果。亡くなる時点までのQ
OL低下を抑制できるか評価す
る。 

 意義 ： 生活機能維持 

 測定方法 ： 日常生活時の測
定、QOLの積分が必要 
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 比較対象 ： 非遠隔群との比
較 

 層別化 ： 疾患・ステージ別
（疾患別のステージ区分も必
要） 

 

⑩ 指導回数 

 意味 ： 当該診療項目内で、
専門支援が必要な回数の比率 

 意義 ： 当該地域で受診不可
能だった医療行為 

 測定方法 ： 診療記録 

 比較対象 ： 遠隔医療開始前
の実施回数と比較 

 層別化 ： 疾患・ステージ別
（疾患別のステージ区分も必
要） 

 

⑪ 治癒（治療効果）に関する指標も、
適用可能ならば使う。ただし遠隔
診療の方が高い治療効果を 

 

(3)  経済評価 

① コスト 

 意味 ： 機器費、運用費、関
連人件費、各指標について、コ
スト比率を検討する。 

 意義 ：  最終判断材料 

 測定方法 ：  

 比較対象 ： 非遠隔でのコス
ト 

 層別化 ： 疾患・ステージ別
（疾患別のステージ区分も必
要） 

 

(4) 有効でない可能性のある指標 

① 在宅医療の移動時間 

遠隔診療で短縮できることの評価
は、効率的移動（訪問）のスケジ
ューリングなどと比べて、明確に
示せなかった３。 

② 再入院までの時間間隔 

モニタリングにより、早期に悪化
の予兆を見いだし、予防的入院を

行うと、期間延長につながらない。 

 

4. 研究の分類項目 

(1) 研究種別 

事例報告(症例、導入した情報システム
などの事例)、 観察研究(介入の無い、 

経過をモニタリングすることを主とし
た研究)、 診療ガイドライン、 メタ
アナリシス、 

比較試験(臨床効果等を群分けして評価
した研究）、  

技術開発（情報通信、ロボット、計測技
術などの研究）、 標準化、  

社会・経済・政策・法（政策、経済、法
規や通知など）、 その他 

 

(2) 部位・疾病領域 

消化器、 神経、 循環器、 腎臓、 
血液、 呼吸器、 アレルギー・膠原病、
 感染症、内分泌代謝、 がん、 終末
期、 眼、 耳鼻咽喉、 皮膚、 周産
期、 骨・関節・筋肉、小児、 高齢者、
 救急、 集中治療、 口腔・歯、 精
神・心理、  

特定の部位や疾病の対象無し、 その他 

(3) 実施者 

医師、 看護師・多職種 

 

(4) 研究対象 

画像・病理診断、 治療・介入 (遠隔手
術支援や放射線治療計画なども含む）、
  

患者指導・教育、 服薬管理、 在宅医
療、 看護、 リハビリテーション、 
栄養、  

予防・健康管理・モニタリング、 介護、
 福祉、 チーム医療、 施設間連携／
支援、  

医療者教育、 人間工学、ヒューマンイ
ンターフェース、 安全・事故防止、  

機材・薬剤開発（手術器具、光学機材、
医薬品等）、 経営、施設管理・運営、
  

制度・社会保障（診療報酬、法規制、薬
事審査など）、  
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診療情報管理（ICD10などコーディン
グ）、 情報セキュリティ、  

センシング技術(バイタル、画像計測な
ど）、 メカトロニクス技術（手術、介
護ロボット等）、情報通信技術、 特定
の対象無し、 その他 

 

(5) 適用地域 

医療不足地域（僻地・離島）、 都市部、
 国際支援、 適用地域に限定無し、 
その他 

 

5. 考察 

形態の各因子に様々な事柄を当ては
め、その組み合わせから、従来検討さ
れなかった形態を発見できる可能性が
ある。今後の遠隔医療推進議論で取り
上げられる可能性がある項目の検討に
有用である。例えば、下記のような形
態を考案できる。 

 

(1) 域外専門医が病院・診療所にて看
護師介在で診察する。 

① 域内医師を介さないDtoNtoP
形態である。 

② 退院後フォローや薬処方のみ
で扱える難病患者等が考えら
れる。 

③ 域内医師を介したDtoDtoPも
考えられる（指導・管理）。 

 

(2) 健康診断会場の公民館等で慢性疾
患指導や日常生活機能維持の指導 

① 過疎・医療機関の少ない地域
なら域内医師でも遠隔でカバ
ーしないと負担が大きい等の
問題がある。 

② 看護師介在で対応できる疾病
を調査する必要あり（エビデ

ンスがないため）。 

 

(3) 複数の診療所からの慢性疾患のモ
ニタリングを一括センタ－で実施
する。 

① 慢性疾患のモニタリングでは、
多職種連携による実施が望ま
しいと言われる。 

② 看護師、頭蓋領域の技師や専
門職者（睡眠健康指導士、糖
尿病療養指導士他）によるモ
ニタリングセンター（監視と
指導・介入）を可能にするこ
とで、市中クリニック等でも
遠隔モニタリングによる慢性
疾患指導が可能になると。 

③ 訪問看護指導料に対比するよ
うな診療項目の創設の課題で
ある。 

 
 

Ｄ.健康危険情報 
なし 

 

Ｅ.参考文献 
[1] 遠隔医療の更なる普及・拡大方策の研究 

（ H25- 医療 - 指定 -009 ）研究年度  平成
26(2014)年度  研究代表者(所属機関) 酒巻 
哲夫(群馬大学)  

[2]  遠隔診療の有効性・安全性に関するエビデン
スの飛躍的な創出を可能とする方策に関する
研究（Ｈ29-医療-指定 019） 

[3] 遠隔医療技術活用に関する諸外国と我が国の
実態の比較調査研究 （H22-医療-指定-043） 
研究年度 平成23(2011)年度  
研究代表者(所属機関) 酒巻 哲夫(群馬大学
 医学部附属病院)   

 
Ｆ．知的財産権の出願・登録状況 
 1. 特許取得     無し（非対象） 
 2. 実用新案登録   無し（非対象） 
 3.その他       無し（非対象） 
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表１ 形態と因子一覧表 
因子
番号 

形態項目  

1 
社会的課
題 

医師不足 地域ケア拡充 医療効率化     

2 対象集団 集団（施設） 分散（地域） 個別 その他   
3 指導対象 技能向上 技能支援 ケア管理 個別   

4 医療課題 
救急・ICU 再入院抑制 専門診療 紹介・連携 一般診療 

重症化抑制 健康指導 生活機能維持 トリアージ 
医療提供の効率
化 

5 支援圏域 地域診療圏内 圏外       
6 疾患 慢性疾患 精神科疾患 急性疾患／外傷 救急 難病 

7 
支援者・診
療科 

医師（専門） 医師（主治医） 
モニタリングナ
ース等 

その他   

8 
被支援
者・診療科 

医師 看護師等 介護職者 家族等 無し 

9 診察対象 患者 
無し(非同期、St
ore&Forward) 

      

10 
長期診療
記録利用 

レジストリ使用
（PHR等）によ
り、一人の患者
の長期間変化等
に対応する治療
の管理 

レジストリ使用
（EHR等）によ
り、複数患者の
同時期の動向等
に対応する治療
の管理 

レジストリ使用
（EHR等）の二次
利用（データヘ
ルスやAI等によ
り、複数患者の
同時期の動向等
に対応する治療
の管理 

 その他 無し 

11 提供場所 
支援者施設（病
院等） 

所属施設以外の
医療機関 

提供者住居・出
張先 

その他   

12 実施場所 
医療施設 患者宅 

施設（生活実態
がある場所） 

公民館等、非医
療系公的施設 

患者の勤務先・
出先 

その他         

13 原理 

同同領域の技能
差による指導
（同科連携） 

異領域の専門知
識差による指導
（異科指導） 

権限の違い（医
師から看護師等
への指示） 

単発の観察・指
導 

周期的な観察・
指導（モニタリ
ング） 

データ収集と分
析 

その他    

14 設備 
画像コミュニケ
ーション 

モニタリング EHR/PHR その他   

15 
社会的重
要性 

患者数が多い 政策的推進対象 
ケア負担が大き
い疾患 

重症度・深刻
度・緊急度が高
い 

診療機会の確
保、アクセスの
改善 

その他     

16 
診療報酬
制度上の
位置づけ 

指導管理（管理
加算等） 

通院間隔伸長
（モニタリング
の指導料等） 

診療一般（診療
料） 

技術評価 
データ扱いの評
価 

その他     

17 実施動態 
DtoP単発支援
（対面診療との
セットは不問） 

DtoD単発支援 
定期的観察・介
入 

対面診療と組み
合わせて定期的
介入 

連携前後（トリ
アージ・フォロ
ー）, 

18 意義 

救急搬送時間の
短縮 および緊
急度の高いコン
サルテーション 

重度慢性疾患患
者の再入院抑制 

紹介前トリアー
ジ・紹介後フォ
ロー 

専門診療へのコ
ンサルテーショ
ン（当該地域で
受診不可能だっ
た診療） 

施設入居者の生
活維持 

地域在宅患者の
生活維持 

医療者の負担軽
減 
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表２ 評価指標一覧 
番
号 

分類 尺度 意味 意義 測定方法 比較対象 層別化 

1 
地域
評価 

実施件数 

遠隔医療により当
地で実施できた診
療行為の遠隔開始
前後の回数 

医師不足緩
和 

できれば二
次診療圏と
してのデー
タが望まし
い 

遠隔開始前
の実働数 

疾病や診療科等で患
者に必要な診療水準
を層別化して、当該地
域で提供可能か否か
を弁別する 

2 
施設
評価 

緊急呼出中、
遠隔から実
施の回数 

遠隔医療にて、緊急
時等に医師が施設
に赴かずとも、済ん
だ回数（および比
率） 

医療者負担
軽減 

全緊急案件
の記録、遠隔
医療実施も
記録する 

まず件数の
記録、エビデ
ンス蓄積し
たら対照群
と比較 

対象疾患種類別で
層別化 

3 
施設
評価 

遠隔医療対
象者数（当
月・月平均・
累積） 

当該施設の遠隔医
療動態 

施設実施動
態の把握 

診療記録 同上 
疾患・ステージ別
（疾患別のステー
ジ区分も必要）  

4 
施設
評価 

患者あたり
遠隔診察回
数 

医師あたりの遠隔
診療患者人数（看護
師別数値もあり） 

同上 同上 同上 同上 

5 
施設
評価 

平均遠隔診
療継続期間 

遠隔診療の継続期
間の平均値 

同上 同上 同上 同上 

6 
施設
評価 

医療者当た
り患者数 

  同上 同上 同上 同上 

7 
臨床
評価 

治療開始ま
での時間 

発見から病院での
治療開始までの時
間 

脳血管疾患や心
疾患では、発見か
ら治療開始まで
の時間が短いほ
ど、救命率が高
い。あるいは後遺
症が少ないこと
が期待できる。遠
隔医療による情
報収集や時間確
保につながる治
療（脳梗塞のｔPA
投与等） 

消防本部と
共同で記録
が必要 

同上 同上 

8 
臨床
評価 

医療者満足
度 

遠隔医療で個々の
診療が楽になるこ
と。例えば情報を得
ることで実施への
精神的負担が減る
こと 

医療者負担
軽減 

遠隔医療実
施時に、毎回
調査票起票 

対照診療行
為でも、調査
票起票 

要検討（診療科や
疾病等で異なる） 

9 
臨床
評価 

介入回数 

単位期間中に患者
への観察や指導の
介入を行った回数。
多いほど篤いケア
になる 

ケア密度向
上 

診療記録、で
きれば遠隔
診療記録票
を作る 

対照診療行
為でも、調査
票起票 

疾患・ステージ別
（疾患別のステー
ジ区分も必要） 

10 
臨床
評価 

通院間隔 

定期的観察・指導対
象の患者について、
診療効果を低下せ
ずに延ばせる通院
間隔 

重症化予防、
再入院抑制 

診療記録、モ
ニタリング
記録 

非遠隔群と
の比較 

同上 

11 
臨床
評価 

脱落率 
遠隔医療により、定
期的診療を継続す
ることを期待する。 

重症化予防、
再入院抑制 

診療記録、モ
ニタリング
記録 

非遠隔群と
の比較 

同上 
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12 
臨床
評価 

有害事象発
生率 

遠隔医療により、医
療提供能力が高い
地域と同等の安全
性がえられる範囲
を評価する 

各種 診療記録 
非遠隔群と
の比較 

同上 

13 
臨床
評価 

再入院率 
高頻度介入による
改善効果 

再入院抑制 診療記録 
非遠隔群と
の比較 

同上 

14 
臨床
評価 

年間入院日
数 

同上 同上 同上 同上 同上 

15 
臨床
評価 

定量化・高粒
度QOL(患者） 

高頻度介入による
改善効果。亡くなる
時点までのQOL低下
を抑制できるか評
価する。 

生活機能維
持 

日常生活時
の測定、QOL
の積分が必
要 

非遠隔群と
の比較 

同上 

16 
臨床
評価 

指導回数 
当該診療項目内で、
専門支援が必要な
回数の比率 

当該地域で
受診不可能
だった医療
行為 

診療記録 
遠隔医療開
始前の実施
回数と比較 

同上 

17 
経済
評価 

コスト 

機器費、運用費、関
連人件費、各指標に
ついて、コスト比率
を検討する。 

 最終判断
材料 

  
非遠隔での
コスト  

同上 
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表３ 研究の分類一覧 

 
 項目 内容（選択肢） 

研究種別 

事例報告(症例、導入した情報システムなどの
事例) 

技術開発（情報通信、ロボット、計測技術な
どの研究） 

観察研究(介入の無い、経過をモニタリングす
ることを主とした研究) 

標準化 

診療ガイドライン 
社会・経済・政策・法（政策、経済、法規や
通知など） 

メタアナリシス その他 

比較試験(臨床効果等を群分けして評価した
研究） 

  

部位・疾病領
域 

 消化器 耳鼻咽喉 

神経 皮膚 

循環器 周産期 

腎臓 骨・関節・筋肉 

血液 小児 

呼吸器 高齢者 

アレルギー・膠原病 救急 

感染症 集中治療 

内分泌代謝 口腔・歯 

がん 精神・心理 

終末期 特定の部位や疾病の対象無し 

眼 その他 

実施者 医師 看護師・多職種 

研究対象 

画像・病理・診断 医療者教育 

治療・介入 (遠隔手術支援や放射線治療計画
なども含む） 

人間工学、ヒューマンインターフェース 

患者指導・教育 安全・事故防止 

服薬管理 
機材・薬剤開発（手術器具、光学機材、医薬
品等） 

在宅医療 経営、施設管理・運営 

看護 
制度・社会保障（診療報酬、法規制、薬事審
査など） 

リハビリテーション 診療情報管理（ICD10などコーディング） 

栄養 情報セキュリティ 

予防・健康管理・モニタリング センシング技術(バイタル、画像計測など） 

介護 メカトロニクス技術（手術、介護ロボット等） 

福祉 情報通信技術 

チーム医療 特定の対象無し 

施設間連携／支援 その他 

適用地域 

医療不足地域（僻地・離島） 適用地域に限定無し 

都市部 その他 

国際支援   
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遠隔診療を用いた有効性・安全性に関するエビデンスの網羅的調査 
 

研究分担者 佐藤 大介 
国立保健医療科学院 医療・福祉サービス研究部 

 
                                           

 研究要旨 
本研究は、国内外の先行研究から「遠隔診療」に係るエビデンスレベルの高い先行研究

文献を調査し、わが国における遠隔診療の有効性・安全性に関するエビデンスの創出を
促進するために、遠隔診療に係る研究デザインおよび評価指標ならびに介入条件につい
て文献調査研究を実施した。 

Pubmedから抽出した英文論文238編を調査した結果、遠隔診療が慢性疾患や精神疾患
領域を対象とした疾病予防・重症化予防に対して有効であることを示した研究が見られた
が、遠隔診療が対面診療よりも優れていることを統計的優位に示した研究は少なかった。
また、遠隔診療の医療経済評価については患者のQoL値を改善する可能性はあるが経済
的に優れているとは言えない結果であった。この理由として公的保険サービスが充足して
いる国では医療の質が高く医療費が安価であるため、対面診療と比べてもあまり変わらな
い可能性が指摘されていることが明らかとなった。 

調査の結果、遠隔診療の効果は受診回数や夜間休日のケア等の治療密度が向上する
ことによる要因が大きいことが示唆された。いっぽう遠隔診療の効果が認められた領域が限
定的である理由には、①遠隔診療技術自体の有効性について証明が困難である。②効果
が間接的のため、Core Clinical Journal等に掲載される学術論文になりにくい等の理由が
考えられる。これらは遠隔診療を「診療技術としての介入行為」、「電子カルテ等の
診療基盤」のどちらとして定義するかという論点に深く関連する。 

今後は「診療技術としての介入行為」だけでなく「電子カルテ等の診療基盤」と
しての評価方法を検討するために、検索対象を学術団体による声明やガイドライン等、
遠隔診療に関する学術論文によるエビデンスから拡大し、諸外国における遠隔診療の動
向について網羅的に調査する必要がある。 

    

 Ａ．研究目的        

１．背景 

情報通信技術の発展に伴い、遠隔診療

の実臨床化が進み適用分野も急激に拡大

している。わが国においても平成30年度診

療報酬改定で遠隔診療の一部が評価され

るいっぽうでオンライン診療の適切な実施に

関する指針が策定された。遠隔診療のさら

なる推進が期待される中、遠隔診療の有効

性・安全性に関するエビデンスの必要性は

益々高まっている。 

しかしながら、遠隔診療の安全性や有効

性に関するエビデンスについては十分な整

理がされていない。そこで本研究は諸外国

における遠隔診療に関する学術論文を中

心に、遠隔診療のエビデンスの網羅的調査

を実施することを目的とする。 

 

２．研究概況  

遠隔医療を取り巻く医療制度および関連

研究においては、2015年における規制改革

推進会議 規制改革に関する第３次答申に

て、遠隔モニタリングの推進として睡眠時無

呼吸症候群、在宅酸素療法等、遠隔診療

の取り扱いの明確化がなされた。同年8月10

日の厚生労働省医政局事務連絡にて情報

通信機器を用いた診療（いわゆる「遠隔診

療」について）の通知が更新されている。こ
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れらの制度背景を受け、厚生労働科学研究

では「有効性と安全性を維持した在宅呼吸

管理の対面診療間隔決定と機器使用のアド

ヒランスの向上を目指した遠隔モニタリング

モデル構築を目指す検討」の遠隔診療に関

する研究も深化してきた。 

さらに2017年4月14日の日本経済再生本

部 第二回未来投資会議にて遠隔診療の

推進が取り上げられ、同年7月14日の厚生

労働省医政局事務連絡にて情報通信機器

を用いた診療（いわゆる「遠隔診療」につい

て）（医政発０７１４号第４号）が通知され、対

面診療が全く入らない遠隔禁煙治療等の可

能性が開かれた。ただし、この通知時点で

は法的扱いに関する解釈であり、保険適用

を示すものではなかった。 

遠隔診療に関する保険適用については

テレラジオロジー、（遠隔画像診断）、テレパ

ソロジー（遠隔病理診断）、心臓ペースメー

カーモニタリング等の研究成果によるエビデ

ンスを基にすでに保険収載が認められてい

る。平成30年度改定では、さらなる遠隔診

療に関する検討が行われ、医師が情報通

信機器を用いて患者から離れた場所から診

察を行う「オンライン診療」について有効性

や安全性等への配慮を含む一定の要件を

満たすことを条件に保険収載が認められ

た。同時に平成30年3月には厚生労働省に

よる「オンライン診療の適切な実施に関する

指針」が策定され、「オンライン診療」を実施

する上での基本的考え方が示された。この

指針では、オンライン診療の安全性や有効

性等に関する情報は、個々の医療機で保

有されるだけでなく、今後のオンライン診療

進展に向け、社会全体共有・分析されてい

くことが望ましいことからエビデンスの蓄積の

必要性について述べられている。 

 

３．目的 

本研究は、国内外の先行研究から今後ど

のようなエビデンスの蓄積が必要かを分析

し、遠隔診療と親和性の高い診療領域を整

理し、どのようなエビデンス蓄積が必要か分

析して遠隔診療普及推進のためのロードマ

ップを策定することである。わが国における

遠隔診療の有効性・安全性に関するエビデ

ンスの創出を促進するために、遠隔診療を

対象にした先行研究に基づきアウトカム評

価指標および介入条件となる遠隔診療行

為・技術ならびに研究デザインについて明

らかにするために、文献調査研究により網

羅的調査を行う。 

 

４．意義と期待成果 

遠隔診療の有効性・安全性に関する文献

調査により、諸外国の動向を把握するととも

に、わが国の遠隔診療を推進するためのエ

ビデンスを創出するために、求められる研究

デザイン等を明らかにすることができる。 

 

Ｂ．研究方法 

本研究では既存の有効性・安全性に関する

エビデンスの収集状況を調査するために、国

内外の先行研究から「遠隔診療」に係るエビデ

ンスレベルの高い文献を網羅的に調査する。 

1-1) 検索方法は、pubmedを用いる。 

1-2)検索語はMeSHに基づき、”telemedici

ne””telehealth”とする。 

1-3) 出版時期は最新5年以内とし、英文

雑誌はCore Clinical Journalsに属する学

術誌に限定する。 

1-4) 論文種別はエビデンスレベルの高いCl
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inical Trial 、RCT、Systematic Review・meta-

analysis、観察研究を対象とする。 

 

（倫理面への配慮）   

本研究は文献研究のため倫理審査対象外で

ある。 

Ｃ．研究結果 

１）結果 

検索対象となった論文は238編であっ

た。対象とする診療領域については、慢性

期疾患に関する文献は循環器系疾患や呼吸

器疾患の領域に多く、急性期疾患に関する

文献は脳・神経系疾患、救急系の領域に多

く見られた。精神系は、認知症、PTSD、神

経心理検査、うつ病、認知行動療法、アル

コール依存症、自閉症等幅広い疾患を対象

に遠隔診療研究が存在した。また、疾病予

防・重症化予防として肥満予防や性感染症

予防のほか、服薬指導や薬物中絶によって

遠隔診療が用いられる研究事例も見られ

た。 

遠隔診療の有効性を示す主な研究報告に

ついては以下を例示した。 

 

事例1) 薬剤師の管理による血圧の遠隔モ

ニタリングは通常診療と比べて血圧コント

ロールを改善するか。（多施設比較試験）

[1] 

対象患者は16施設の診療所の受診記録を持

つ14,692名からランダムに抽出した、血圧

がコントロールされていない成人患者450

名。除外基準はステージ4または5の腎疾患

尿アルブミン／クレアチニン比 ≥700 mg/g

 creatinine、急性冠症候群(ACS)、３ヶ月

以内に動脈血行再建術または脳梗塞となっ

た患者、経産婦、NYHAclass IIIまたは I

V、 LVEF <30%とした。介入技術は遠隔モ

ニタリングを用いた薬剤師による血圧管理

とした。比較対照技術は通常診療（モニタ

リングなし）とし、アウトカムは12ヶ月間

の治療期間とその後６ヶ月間の血圧<140/9

0mmHg （糖尿病・腎疾患は<130/80 mmH

g））の達成有無とした。解析の結果、遠

隔モニタリングを用いた薬剤師による血圧

管理は通常診療よりも血圧コントロールの

達成率が有意に高かったことが示唆され

た。 

 

事例2) 脳卒中患者に対する在宅遠隔リハ

ビリテーションの有効性に関する研究[2] 

慢性片麻痺脳卒中を有する患者につい

て、自宅での遠隔リハビリテーションプロ

グラムの有効性を評価するSingle Arm試験

である。対象患者は上腕に機能障害のある

脳卒中後3ヶ月から24カ月の患者336名で、

28日間、遠隔リハビリテーションプログラ

ムを自宅で実施した。プログラム内容は個

別運動、脳梗塞に関する教育を実施した。

介入技術は遠隔リハビリテーションを用

い、アウトカムはFIM変化ポイント、脳卒

中予防知識を評価尺度に用いた。その結

果、FIM変化ポイントは4.8±3.8ポイント

増加し、脳卒中予防知識も39％増加したこ

とから、遠隔リハビリテーションは教育や

再発予防の効果があり、モニタリングや健

康状態を改善する機会を提供できる可能性

があることが示唆された。 

 

事例3)英国における遠隔医療技術の費用対

効果評価研究[3, 4] 

遠隔医療による追加的支援は通常診療よ

りも費用対効果に優れるかどうかを検証す
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るために、政府が管理する臨床研究データ

ベースであるWSD (Whole Systems Demonst

rator) を用いた遠隔医療の試験ではCOPD,

糖尿病, 心疾患いずれかを有する18歳以上

の患者965名（ただし認知症は除く）に対

し、遠隔医療機器を用いたバイタルサイ

ン・徴候のモニタリングを対象に通常診療

を行った患者群と比較し、アウトカム尺度

であるQALY（質調整生存年 （EQ-5D））お

よび臨床効果尺度（ICECAP-O,Brief STAI,

CESD-10）と費用（遠隔医療機器費用、支

援費用）に基づき増分費用効果比（ICER）

を比較した。 

その結果、ΔQALY = 0.012（通常診療

費：遠隔医療費= £1390：£1596）とQoL尺

度はやや高かったが、増分費用効果比（IC

ER）は£92 000であった。英国の増分費用

効果比（ICER）の妥当性を示す閾値は£20,

000から£30,000であることから、遠隔モニ

タリングは費用対効果に優れているとはい

えなかった。その理由は、英国は米国と比

べて医療にアクセスしやすく通常診療の費

用も安価であることが指摘された。 

別の研究では、ScotlandにおけるWSDデ

ータベースを用いたCOPDの患者に対する遠

隔モニタリングの効果を検証するランダム

化比較試験では、COPDの患者422名（ただ

し開始前死亡、治験不同意、当初入院前死

亡は除く）に対し、遠隔医療機器を用いた

バイタルサイン・徴候のモニタリングが通

常診療と比べて、１年以内COPDによる入院

数数、１年後死亡数・増悪患者数、疾患特

異的指標の自己評価尺度(PROスコア)、SGR

Q（呼吸器）、HADS(不安)、SECD6（慢性疾

患）、LINQ（肺）、MARS（服薬アドヒアラ

ンス）を用いて評価した結果、COPDに対す

る遠隔モニタリングは通常診療と比べてSG

RQスコアや他のPROスコアに有意差はな

く、入院に至る期間を遅らせる効果は示さ

れなかった。 

これらの結果から疾患や研究デザインに

よって遠隔医療に対する有効性や経済性の

評価は異なる結論となる可能性があること

が示唆された。 

 

事例4)うつ・不安症に対するcomputerized

認知行動療法（CCBT）とInternet support

 group(ISG)を組み合わせたOnline Collab

orative Careの有効性評価（ランダム化比

較試験）[5] 

704名の母集団（18歳〜75歳）を10分間

の紹介と50分間の双方向セッションを毎週

または隔週で実施,補助教材を自宅学習す

るCCBTと、PCまたはスマートフォンで利用

するディスカッションボードやセラピスト

へのホットライン機能を有するソフトウェ

アであるISGを組み合わせた群をそれぞれ

通常診療群と比較し、3ヶ月間、6ヶ月間、

12ヶ月間のHRQoL(SF-12)および疾患特異的

尺度（PROMIS）をアウトカム尺度として評

価した結果、CCBT群は通常診療群と比べて

６ヶ月後のHRQoLおよび疾患特異的尺度の

スコアが改善し、CCBT+ISG群はCCBT群と比

べて６ヶ月後のHRQoLと疾患特異的尺度の

スコアが同等であった。 

 

事例5）未熟児網膜症に対する遠隔スクリ

ーニング[6] 

未熟児網膜症のスクリーニングとして15

年ほど前から確立されているReferral-war

ranted ROP(RW-ROP)を対象にした多施設研

究では、訓練をうけた医師以外の専門職に
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よる遠隔のROPスクリーニングの臨床利用

が妥当であると評価された。 

しかしながら2年以内に遠隔のROPスクリ

ーニングを中止した医療機関が母集団の2

0%存在した。その理由は契約上の理由、信

頼性の不確実性、保険償還価格の不十分

さ、費用、訓練を受けた信頼できる眼科医

の不足が挙げられていた。特に地方におい

てはスクリーニングができる十分な眼科医

が必要であった。 

安全性については、30%の回答者が遠隔

のROPスクリーニングが安全であると回答

し、15%の回答者が訓練を受けた医師以外

の医療者はRW-ROPを用いて意思決定ができ

るだろうと回答した。 

しかしながら本論文はアメリカの事例で

あり他の国でも同様の結果になるとは言え

ないことが限界点として述べられている。 

Quinn GE, Ying GS, Daniel E, et al; e-

ROP Cooperative Group. Validity of a t

elemedicine system for the evaluation 

of acute-phase retinopathy of prematur

ity. JAMA Ophthalmol. 2014;132(10):117

8–1184 

 

事例6)米国心臓協会による循環器および脳

血管疾患に対するTeleHealthの実現に向け

た政策提言[7] 

米国心臓協会は遠隔診療（TeleHealth）

が循環器疾患や脳梗塞の医療費や受診頻度

を抑える重要な機会であり、患者中心によ

る質の高い医療サービスを提供するための

新たな方法として期待されている。特に、

TeleHealthは、低所得者層や地方の患者に

対して医療サービスにアクセスできる新た

な手段であり、リアルタイムデータを継続

的にモニタリングすることで、患者の安全

性を向上させることで患者の関わりが強化

される効果があると述べられている。VA病

院では在宅におけるtelehealthにより入院

率を抑える意思決定モデル研究を例に挙

げ、不必要なサービスや重複診療を減ら

す、服薬アドヒアランスを向上させる、医

療サービス提供者間のコミュニケーション

を促進する、看護師による患者の服薬、食

事指導、運動等のサポートを得ることがで

きる等の具体的事例を挙げている。また、

急性心不全を発症した救急患者における遠

隔モニタリングが通常診療と比べて死亡率

や入院割合を改善させた研究について３つ

の大規模臨床試験を含む研究成果を報告し

ている。特に、遠隔モニタリングに対する

心臓デバイスについてFDAの承認が得られ

ているデバイスがある等、Telestrokeはこ

こ二十年で急速に成長し適用したエビデン

スがあり受け入れられた専門的な脳梗塞治

療方法であると紹介されている。 

しかしながらTelethealthは高い患者満

足度が得られているいっぽうで、臨床的な

便益が証明されている疾患は限定的である

ことが指摘されている。 

そのほか、遠隔診療の普及を阻害する課

題として、Telehealthに対する償還対象(M

edicare)、州をまたぐ際の制約、プライバ

シーの制約、州によるライセンスや証明の

要件、が挙げられている。 

 

事例7) 非急性頭痛に対する遠隔コンサル

テーションの長期的有効性・安全性の評価

[8] 

非急性頭痛に対する遠隔コンサルテーシ

ョンの長期的有効性・安全性の評価を遠隔
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医療群200名、通常診療群202名の無作為臨

床試験では、Headache Impact Test–6 (HI

T-6)およびvisual analogue pain scale 

(VAS)スコア尺度を用いて、３ヶ月後と１

２ヶ月後のそれぞれの時点で評価した結

果、両者に統計的有意差は見られなかった

が、機会費用等の観点から遠隔コンサルテ

ーションが有益であることが示された。 

 

事例8)糖尿病治療における遠隔医療の有効

性に関するMeta-analysis[9] 

プライマリアウトカムをHbA1c、セカンダ

リアウトカムをQoL、死亡率で評価した研

究を対象にした111のRCT研究を基にMeta-a

nalysisを実施した結果、通常診療と比べ

て遠隔医療を追加することで、HbA1cの改

善には有効であることが示唆されたが、他

のアウトカム尺度について関係は見られな

かった。 

 

D.考察 

本研究では遠隔診療と親和性の高い診療

領域を整理し、今後どのような有効性・安

全性に関するエビデンス蓄積が必要か分析

して、遠隔診療普及推進のためのロードマ

ップを策定するために、既存の有効性・安

全性に関するエビデンスの網羅的調査を行

った。研究の結果、有効性・安全性に関す

るエビデンスを一定程度整理することが出

来た。 

本研究を通じて、遠隔医療の有効性が対

面診療よりも優れていることをエビデンス

レベルの高い研究(RCT)で示すことができ

る領域は現時点では限定的である可能性が

示唆された。たとえば糖尿病治療やCOPD等

の慢性疾患においては臨床的有効性を示す

エビデンスレベルの高い研究成果が見られ

た。また、注意すべき点として、臨床的有

効性について遠隔診療が通常診療よりも劣

ってなかったことを示すために、非劣性マ

ージンを設定した研究デザインである「非

劣性試験」による文献は該当しなかった。

論文の多くでは、「有効性がない結果」か

ら「効果が同等である」という誤った解釈

を述べている論文もあり、我が国における

エビデンスを収集する上でも十分に注意す

る必要がある。学術論文ではランダム化比

較試験等による臨床的有効性についてはCO

NSORT声明,観察研究についてはSTROBE声明

に準拠することが推奨されている。しかし

ながら本調査に該当する学術論文の多くが

これらの声明に準拠しているとは言えない

論文が含まれているため学術論文の信頼性

としては十分とは言えない可能性がある。 

また、遠隔医療に対する医療経済評価に

ついては、公的保険サービスが充足してい

る国では医療の質が高く医療費が安価であ

るため、対面診療と比べてもあまり変わら

ない可能性が指摘されていることが文献調

査から明らかとなった。これはわが国にお

いても当てはまる可能性が高いため、費用

対効果評価についてはわが国で行われたエ

ビデンスを蓄積する必要がある。加えてIC

T技術は進歩が速く関連費用が低減する可

能性があるため、最新の研究成果を確認す

る必要がある。 

遠隔診療の有効性・安全性が期待される

技術や疾患が存在するにもかかわらず、文

献調査による検索結果では非該当となった

領域が生じた。その理由には、①遠隔診療

技術自体の有効性について証明が困難であ

る。②効果が間接的のため、Core Clinical Jo
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urnal等に掲載される学術論文になりにくい等

の理由が考えられる。これらは遠隔診療を

「診療技術としての介入行為」あるいは

「電子カルテ等の診療基盤」のどちらとし

て定義するかという論点に深く関連する。

たとえばRemote Sensing Technology等の

領域で用いられる医療機器等については、

臨床上の効果が間接的で比較対照の設定が

難しいために一定以上のエビデンスレベル

の研究報告を産み出すことが難しいと考え

られる。 

遠隔診療を「診療技術としての介入行

為」として評価するのであれば、RCTに資

する遠隔診療に関するコホートデータベー

スの整備が求められる。「電子カルテ等の

診療基盤」として評価するのであれば、遠

隔診療を実施している地域住民等を母集団

とした後ろ向き研究デザインが求められ

る。このように遠隔診療の位置づけによっ

て遠隔診療普及推進のためのロードマップ

は異なる可能性がある。本調査による諸外

国における先行研究から言えることは、遠

隔診療を「診療技術としての介入行為」と

して評価できる疾患領域は限定的でありそ

の効果は通常診療より優れているとは言え

ないという点である。 

今後は遠隔診療の活用が期待される領域

や診療ニーズが高い可能性のある診療行為

に限定したSytematic ReviewやMeta-analy

sisを実施する等、遠隔診療技術の有効性

に関するエビデンスを蓄積する文献研究が

必要であると同時に、「電子カルテ等の診

療基盤」としての評価方法を検討するため

に、学術団体が発信している声明やガイド

ライン等、遠隔診療に関する学術論文以外

の資料を含めて検索対象を拡張し、ハンド

サーチ等の手法を用いた調査が必要であ

る。 
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研究⼿法フェースシート Use of telemedicine can reduce hospitalizations of nursing home 

residents and generate savings for medicare 

項目 内容 
研究対象 

（疾病、診療手法他） 
遠隔診療はナーシングホーム入所者の入院や医療費を減らすか。 

 
 
 
遠隔医 

遠隔からの指導（蓄積通信）  
遠隔からの指導（カンファレンス）  

遠隔から医師の指導と診察  
遠隔から看護師の指導と診察  

療形態 
遠隔からの診察 ○ 

遠隔モニタリング（通院間隔伸張）  
他  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

研究概 

事例報告・介⼿・観察・アンケート 観察研究 
 

前向き・後ろ向き・他 
 

後ろ向き 

対象者・⼿対象者 ナーシングホーム⼊所者 
⼿較対照有無 

（例：対⼿患者・既存技術） 
通常診療 

対象技術 時間外や週末に遠隔地からビデオカンファレンスや高解像度カメラによる創傷ケア 

要 エンドポイント ⼊所者の⼊院数 
 
 
 

結果（概要） 

⼊院割合はコントロール群が 5.7%現象したのに対し対象群は 9.7%減少した。 

ただし統計的有意差についての検証はしなかった。 

遠隔診療をナーシングホームに活用することで年間平均$151.000 の Medicare 

にかかる医療費が抑えられた。遠隔診療にかかる費用は１施設あたり$30,000 

であり、通常診療に⽐べて１施設あたり約$120,000 の費用が抑えられた。 
倫理審査  

その他  

研究組織  

研究時期  

研究資金  

その他  

 
作成者 佐藤大介 

作成日 

時 
2017/11/7 
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項目 内容 

研究対象 

（疾病、診療手法他） 
電話を用いたコンサルテーションによる性感染症予防行動の評価 

 
 
 
 
遠隔医 

療形態 

遠隔からの指導（蓄積通信）  
遠隔からの指導（カンファレンス）  

遠隔から医師の指導と診察 ○ 
遠隔から看護師の指導と診察  

遠隔からの診察  
遠隔モニタリング（通院間隔伸張）  

他  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
研究概 

要 

事例報告・介⼿・観察・アンケート RCT 
 

前向き・後ろ向き・他 
 

前向き：36 ヶ月間の評価 

 
対象者・⼿対象者 

 
Atlanta 州および Georgia 州における 3 施設のクリニックを受診
し ている 701 名のアフリカ系アメリカ人の 14 歳〜２０歳の女
性 

⼿較対照有無 

（例：対⼿患者・既存技術） 

 

HORIZONS 治療を受けた 359 名 

対象技術 エビデンスに基づいた STI/HIV 治療    (HORIZONS)かつ電話によるコンタクト
を 

エンドポイント 避妊具の実施割合、６ヶ月後の薬物・アルコール服用の性行為実施数 
結果（概要） 電話を用いたコンサルテーションによる長期的な STI/HIV 予防が達成された。 

倫理審査  

その他  

研究組織  

研究時期 2014 年 

 
 

研究資金 

grants 5R01 MH070537 from the National Institute of Mental Health and 

P30 AI050409 from the Center for AIDS Research, Emory University and by 

the Office of Behavioral and Social Science Research, National Institutes of 

Health. 

その他  

研究⼿法フェー
スシート 

Efficacy of a telephone-delivered sexually transmitted infectio
n/human immunodeficiency virus prevention maintenance 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

作成者 佐藤大介 

作成日 

時 
2017/11/7 
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研究⼿法フェー
スシート 

Effect of store and forward teledermatology on quality of life: a 

randomized controlled trial 

項目 内容 
 

研究対象（疾病、診療手法 

他） 

 
遠隔皮膚治療が QoL に与える影響を検証する。 

 

 
 
 
遠隔医 

療形態 

遠隔からの指導（蓄積通信） ○ 
遠隔からの指導（カンファレンス）  

遠隔から医師の指導と診察  
遠隔から看護師の指導と診察  

遠隔からの診察 ○ 
遠隔モニタリング（通院間隔伸張）  

他  

 事例報告・介⼿・観察・アンケート ランダム化⽐較試験 
 

前向き・後ろ向き・他 前向き 

 
対象者・⼿対象者 

 

皮膚疾患（Rash・Growth）を有する患者 392 名 除外基準：参加拒否、複数の

皮膚疾患、皮膚状態の増悪、脱落等 

⼿較対照有無 

（例：対⼿患者・既存技術） 
conventional  process（通常診療） 

対象技術 
２施設間を通信で接続したカルテ情報、家族歴、既往歴、高解像度の写真を加えた 
診療情報を伝送し診断 

エンドポイント Skindex-16  scores（皮膚疾患特異的指標）、  SF-12（患者満足度指標） 

結果（概要） 3 か月間、9 か月間と もに対照群と ⽐較群と の間に Skindex-16 スコアの有意
差 

はなかった。 倫理審査 clinicaltrials.gov Identifier: NCT00488293 
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研究概 

要 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

その他 

 

研究組織  

研究時期 2013 年 

 
 

研究資金 

grant K24 AR052667 from the National Institute of Arthritis and 

Musculoskeletal and Skin Disease, National Institutes of Health. This study was 

supported by grant HSR&D IIR 05-278 from the US Department of Veterans 

Affairs Health Services Research and Development Service. 

その他  

 
作成者 佐藤大介 

作成日 

時 
2017/11/7 
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Mobile health messages help sustain recent weight loss 

項目 内容 

研究対象（疾病、診療手法 
 

mHealth により、肥満症の改善効果があるかどうかをアクセスの 
他） 良さ、実現性、効能の観点から検証する。 

 
 
 
遠隔医 

遠隔からの指導（蓄積通信） ○ 
遠隔からの指導（カンファレンス）  

遠隔から医師の指導と診察  
遠隔から看護師の指導と診察  

療形態 
遠隔からの診察  

遠隔モニタリング（通院間隔伸張）  
他  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
研究概 

事例報告・介⼿・観察・アンケート 混合研究法を用いた探索的ランダム化⽐較試験 
 

前向き・後ろ向き・他 
 

記載なし 

 
 

対象者・⼿対象者 

Duke Diet and Fitness Center (DFC)利用者から 120 名を 3 つの群に割付 

・promotion-framed 

・prevention-framed 

・general health message (control group) 

⼿較対照有無 

（例：対⼿患者・既存技術） 
general health message (control group) 

要 
対象技術 

30 日間、毎朝 8 時に運動や低カロリーの健康的な食事に関するテキストメッセージ
を 
配信 エンドポイント 持続的な体重減少 

 
 

結果（概要） 

3 群ともに３ヶ月後の平均体重は有意に減少した。 

ほとんどの参加者がテキストメッセージをすぐに読み、頻度は適切との回答。 

prevention    groupは control 群に⽐べて有意に体 重減少の平 均 値 に差がみら
れ、 カイ二乗検定の効果量計算(cohen    w)の結果、臨床的有意差がみられた。 

倫理審査  

その他  

研究組織  

研究時期 2013 年 

研究資金 Duke University Health System Information Technology Fellowship, (NIH) 

 

 

研究⼿法フェースシート 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

作成者 佐藤大介 

作成日 

時 
2017/11/7 
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項目 内容 

 

研究対象（疾病、診療手法 

他） 

 
COPD を有する患者に対する Telemonitoring の効果検証 

 
 
 
 

遠隔医 

療形態 

遠隔からの指導（蓄積通信）  
遠隔からの指導（カンファレンス）  

遠隔から医師の指導と診察  
遠隔から看護師の指導と診察  

遠隔からの診察  
遠隔モニタリング（通院間隔伸張） ⚪ 

他  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

研究概 

要 

事例報告・介⼿・観察・アンケート RCT 
 

前向き・後ろ向き・他 前向き １２ヶ月間 

 
対象者・⼿対象者 

COPD 患者 422 名 between 21 May 2009 and 28 March 2011 in UK 

Scottland 除外基準：開始前死亡、治験不同意、当初

⼊院前死亡 

⼿較対照有無 

（例：対⼿患者・既存技術） 
usual care 

対象技術 telemonitoring 
 
 

エンドポイント 

１年以内 COPD による⼊院数および 全 体 ⼊院数・１年 後死亡数・増悪患 

者数 疾患特異指標の自己評価：SGRQ（呼吸器）、HADS(不安)、SECD6

（慢 性疾患）、LINQ（肺）、MARS（服薬アドヒアランス） 

 
 

結果（概要） 

COPD を持つ患者の telemonitoringは⼊院に至る期間を遅 らせるこ と に
影 

響を与えない。 先行研究では monitoringよりも診療サービスの基盤を

強化することの方 が、⼊院に至る期間を遅 らせるこ と に影響を与え

倫理審査  
その他  

研究組織  

研究時期  

研究資金  

その他  

 
 
研究⼿法フェースシート 

Effectiveness of telemonitoring integrated into existing clini

cal 

services on hospital admission for exacerbation of chro

nic obstructive pulmonary disease: researcher blind,mu

lticentre, randomised controlled trial 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

作成者 佐藤大介 

作成日 

時 
2017/11/7 
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研究⼿法フェースシート Effect of Home Blood Pressure Telemonitoring and Pharmacist Management 

on Blood Pressure Control A Cluster Randomized Clinical Trial 

項目 内容 
 

研究対象（疾病、診療手法 

他） 

 
薬剤師の管理による自宅での血圧 TeleMonitoringは通常診療と
比 べて血圧コントロールを改善するかどうか。 

 
 
 
遠隔医 

遠隔からの指導（蓄積通信）  
遠隔からの指導（カンファレンス）  

遠隔から医師の指導と診察  
遠隔から看護師の指導と診察  

療形態 
遠隔からの診察  

遠隔モニタリング（通院間隔伸張） ⚪ 
他  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
研究概 

事例報告・介⼿・観察・アンケート ⽐較試験 
 

前向き・後ろ向き・他 前向き：12 ヶ月間の介⼊と その後６ヶ月間のフォローアップ 

GLM（logit） 

 
 
 

対象者・⼿対象者 

母集団：16 施設のクリニックの受診記録を持つ 14,692 名からランダムに抽 

出した血圧がコントロールされていない 450 名の成人患者 

 
除外基準：ステージ 4 または 5 の腎疾患尿アルブミン／クレアチニン⽐     
≥700 mg/g creatinine;急性冠症候群(ACS), ３ヶ月以内に動脈血行再建術または脳 
梗塞となった患者、経産婦、NYHAclass III または IV、 LVEF <30% 

要 ⼿較対照有無 

（例：対⼿患者・既存技術） 
通常診療群：ランダムに割付た 8施設から 220 名 

対象技術 遠隔診療群：ランダムに割付た 8 施設から 228 名 

エンドポイント 血圧が <140/90mmHg （糖尿病・腎疾患は<130/80 mmHg）にコントロー 

ル 

結果（概要） 薬剤師の管理による血圧 TeleMonitoringは通常診療よりも 12 ヶ月間およびそ 

の後６ヶ月間の血圧コントロールを改善した。 
倫理審査  
その他  

研究組織  
研究時期  
研究資金  
その他 https://jama.jamanetwork.com/data/journals/jama/927228/joi130010.pdf 

 
作成者 佐藤大介 

作成日 

時 
2017/11/7 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



厚生労働行政推進調査事業（地域医療基盤開発推進研究事業） 
平成29年度総括研究報告書 

61 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 



厚生労働行政推進調査事業（地域医療基盤開発推進研究事業） 
平成29年度総括研究報告書 

62 
 

項目 内容 
研究対象 

（疾病、診療手法他） 
AHRQ によるレビュー 

 
 
 
遠隔医 

遠隔からの指導（蓄積通信） ○ 
遠隔からの指導（カンファレンス）  

遠隔から医師の指導と診察 ○ 
遠隔から看護師の指導と診察  療形態 

遠隔からの診察  
遠隔モニタリング（通院間隔伸張） ○ 

他  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
研究概 

事例報告・介⼿・観察・アンケート ⽂献 レビュー 
前向き・後ろ向き・他 アンケート調査（between 1 November 2011 and 31 July 2012） 

対象者・⼿対象者 眼科：7、耳 鼻 咽喉科：２、産婦人科：３、消化器 ：２、循環器 ：２の⽂献  
⼿較対照有無 

（例：対⼿患者・既存技術） 
対面診療 

対象技術 
home-based monitoring 
非同期による蓄積通信型の telemedicine ビデオカンファレンス等を用いた同
期的な telemedicine（office/hospital       based） 

エンドポイント 期待するアウトカムの回答者数 
 

 
 
 

結果（概要） 

AHRQ は３原則を提案する。 

1.  合同性：telemedicine の結果と対面の結果が 

2.  忠実性：telemedicine で送信した情報のレベルが対面で観察された情報と近しいこと。伝送路に標 

準規格を用いて対面診療で得られる情報と同等のレベルを提供すること。 

3.信頼性：提供された情報に矛盾がないこと。特に映像、高解像度の画像、データセット、波形デー 

タ等を伝送する際、通信制限等で圧縮したり室を落としたりするときに trade-offになることがある。 

要 その結果臨床上の意思決定に影響を与えないこと。 
倫理審査  

 
 
 
 
 
 
 

その他 

telemedicine は代替治療がない場合の保証されるかもしれないが、多くの分野で telemedicine の使用 
を正当化する十分なエビデンスはな い 。また、厳密な 研究 が少な く ⽐較できる gold  standard がな
い。 検査精度が役⽴ つ と い う 最新の知見がな い 。そのため対面で実施した試験の結果を遠隔で伝え 同意を 

得る方法が標準的な遠隔診療となっている。telemedicine の同等性は示せても優位性は示していな 

い。多くの検査・処方・診察が対面で行われているので遠隔診療の精度に対する信頼性が低い。 
ビデオカンファレンスによるアセスメントが行われることで、アクセスや地方からの移動負担が改善 

 されたエビデンスが弱い。 
口頭での対話が重要な要素である精神系や神経系の専門医では telemedicine のエビデンスが最も良 

い。 

その他の診療科における telemedicine の便益は不均一。眼科は特定の領域に限られる。皮膚科につい 

ては多様な変数があり研究の難しさがある。 

したがって telemedicine は対面診療の補完としての提供が best かもしれない。 
研究組織 National Institutes of Health Intramural Research Program. 

研究時期 23-Apr-12 

研究資金  
その他  

研究⼿法フェースシート To examine the costs and cost effectiveness of telehealth in addition to standard su

pport and treatment, compared with standard support and treatment 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

作成者 佐藤大介 

作成日 

時 
2017/11/7 
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研究⼿法フェー
スシート 

Are patients prepared to use telemedicine in home peritoneal dialysi

s 

programs? 

項目 内容 
 

研究対象（疾病、診療手法 

他） 

 
腹膜透析の遠隔診療はヘルスケア outcome を改善し、コストを削 
減するか？ 

 

 
 
 
遠隔医 

療形態 

遠隔からの指導（蓄積通信）  
遠隔からの指導（カンファレンス）  

遠隔から医師の指導と診察 ○ 
遠隔から看護師の指導と診察  

遠隔からの診察  
遠隔モニタリング（通院間隔伸張） ○ 

他  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
研究概 

要 

事例報告・介⼿・観察・アンケート パイロットスタディ 
 

前向き・後ろ向き・他 アンケート調査（between 1 November 2011 and 31 July 2012） 

 
対象者・⼿対象者 

 
腹膜透析の患者のうちインターネット端末所有者 52 名 

⼿較対照有無 

（例：対⼿患者・既存技術） 
 

対象技術  
エンドポイント 期待するアウトカムの回答者数 

 
結果（概要） 

回答者は adherence and outcomes が改善するのではないか。診療回数が減る 

のではないか。合併症が減るのではないか。トータル費用が安くなるのではな い

か、と期待していた。 

倫理審査  
その他  

研究組織  

研究時期  

研究資金  

その他  

 
作成者 佐藤大介 

作成日 

時 
2017/11/7 
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研究⼿法フェースシート To examine the costs and cost effectiveness of telehealth in additio

n to 

standard support and treatment, compared with standard support and 

項目 内容 
 

研究対象（疾病、診療手法 

他） 

 
tele-ICU 
CHEST 

 
 
 
遠隔医 

遠隔からの指導（蓄積通信）  
遠隔からの指導（カンファレンス）  

遠隔から医師の指導と診察 ○ 
遠隔から看護師の指導と診察  

療形態 
遠隔からの診察  

遠隔モニタリング（通院間隔伸張） ○ 
他  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
研究概 

事例報告・介⼿・観察・アンケート a systematic review of studies published 
 

前向き・後ろ向き・他 後ろ向き、between January 1, 1990, and July 1, 2011 

 
対象者・⼿対象者 

対象者： COPD, diabetes, or heart failure 

１８歳以上の 965 patients (534 receiving telehealth; 431 usual care). 

⾮対象 者：認知症 

⼿較対照有無 通常診療：観察期間中に telehealth を行わない。 
（例：対⼿患者・既存技術） パーソナルアラームや喫煙アラームモニタリングを行わない。 

対象技術 telehealth によるバイタルサイン・徴候・自己管理行動のモニタリング 
 

エンドポイント 
QALY：質調整生存年 by EQ-5D 

臨床効果： ICECAP-O,Brief STAI,CESD-10 

費用：Telehealth equipment costs, Telehealth support costs 

要 

 
 

結果（概要） 

地 域に基づ い た遠隔診療の介⼊は費用 対効果に優れているとはいえない。 

12 か月後時点に得られた QALY は＋0.012 であった。 

総医療費は通常診療が£1390 に対し、遠隔診療は£1596 であった。 

その結果、増分費用 効果⽐（ICER）は£92    000 であり、英国の経済評価の基
準 倫理審査 Liverpool NHS research ethics committee (reference 08/H1005/4). 

 
その他 

受診頻度を考慮していないため対象患者の割付が不均質の可能性がある。 

他の先 行研究 は⽶ 国を対象 にした研究 が多い が、英国の場 合は GPへアクセス 

しやすいため二次医療機関へのコストが安くなる可能性がある。 

研究組織  

研究時期 May 2008 and December 2009. 

研究資金 the Policy Research Programme in the Department of Health. 

その他 http://www.bmj.com/content/bmj/346/bmj.f1035.full.pdf 

 
作成者 佐藤大介 

作成日 

時 
2017/11/7 
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研究⼿法フェー
スシート 

Effectiveness of telemonitoring integrated into existing clinical servic

es on hospital admission for exacerbation of chronic obstructive pulmona

ry disease: researcher blind,multicentre, randomised controlled trial 
 

項目 内容 

研究対象（疾病、診療手法 

他） 

遠隔診療の QOLと心理的アウトカムへの影響を PRO（Patient    Reported 

Outcome）により評価した無作為化対照試験 
 
 
 
 
遠隔医 

療形態 

遠隔からの指導（蓄積通信）  
遠隔からの指導（カンファレンス）  

遠隔から医師の指導と診察 ○ 
遠隔から看護師の指導と診察 ○ 

遠隔からの診察  
遠隔モニタリング（通院間隔伸張） ○ 

他  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
研究概 

要 

事例報告・介⼿・観察・アンケート WSD telehealth/telecare questionnaire study 
 

前向き・後ろ向き・他  ４ヶ月から１２ヶ月の前向きコホート マルコフ連鎖モンテカルロ法による多

重代⼊法 
 

対象者・⼿対象者 対象者：COPD, diabetes, or heart failure 

⾮対象 者：認知症 

 
⼿較対照有無 

（例：対⼿患者・既存技術） 

通常診療：観察期間中に telecare 装置を用いない、または telehealth を行わな 

い。 

パーソナルアラームや喫煙アラームモニタリングを行わない。 

対象技術 telehealth によるバイタルサイン・徴候・自己管理行動のモニタリング 
エンドポイント SF-12,  EQ-5D,STAI63(不安),  CESD-10(うつ状態) 

結果（概要） 通常診療と ⽐べて telehealth は、COPD,糖尿病、心疾患を有する患者の 

HRQoL、不安、うつ状態に影響を与えなかった。 
 

倫理審査 
Trial Registration ISRCTN43002091. 

患者への事前説明と同意を得て実施。 

その他  

研究組織 Whole Systems Demonstrator 

研究時期 May 2008 and December 2009. 

研究資金 WSD Evaluation:UK governmentʼs response 
 

その他 Bmj 346 (Feb 26 2013): f653. 

 
作成者 佐藤大介 

作成日 

時 
2017/11/7 

 
 
 
 
 



厚生労働行政推進調査事業（地域医療基盤開発推進研究事業） 
平成29年度総括研究報告書 

67 
 

 



厚生労働行政推進調査事業（地域医療基盤開発推進研究事業） 
平成29年度総括研究報告書 

68 
 

 
 
 
 
 



厚生労働行政推進調査事業（地域医療基盤開発推進研究事業） 
平成29年度総括研究報告書 

69 
 

遠隔診療に関する診療行為の網羅的調査 
 

研究分担者 清水隆明 
姫路獨協大学 

 
                                           

 研究要旨  

本研究では、遠隔診療に関する診療行為リストを作成し、網羅的な遠隔診療に調和
性の高い診療行為を明らかにする。ＮＤＢオープンデータ等や社会医療診療行為別調
査等を活用し、診療行為の網羅的なリストを作成。収集したリストを分析し、網羅的
な遠隔診療に調和性の高い診療行為を関係職種等の特性情報等を調査する。診療行為
ごとに診療形態と適応状況を調査し、網羅的な遠隔診療関連診療行為のリストを作成
した。網羅的な遠隔診療行為リスト作成したことで、遠隔診療が適応されている診療
行為については、診療形態別の実施件数の把握が可能である。また、今後遠隔診療に
適応可能性がある診療行為については、診療形態別に今後の遠隔診療普及発展のため
の検討項目として把握することが可能である。 

    

 Ａ．研究目的      

近年の情報通信技術の発達に伴い遠隔画

像診断等の一部の分野については一定の広

がりを見せているが、未だ安全性や有効性

に関するエビデンスが不足している診療領

域については、遠隔医療がほとんど普及し

ていない。そこで、遠隔診療に関する診療

行為リストを作成し、網羅的な遠隔診療

に調和性の高い診療行為を明らかにする

ことで遠隔医療の発展と普及を促すことが

ねらいである。 

既存診療行為の中から遠隔医療と親和性

の高い診療領域を抽出し、今後どのような

有効性・安全性に関するエビデンス蓄積が

必要か分析して、遠隔医療普及推進のロー

ドマップを策定する。各診療行為の遠隔医

療に於ける状況を評価するモデル開発およ

び各診療行為の遠隔医療適用可能性の網羅

的調査を行い対象となる診療行為はNDBや

社会医療診療行為別調査などから網羅的に

抽出し、実施状況（件数）も併せて評価を

行うことを目的としている。 

 

 

Ｂ．研究方法 

ＮＤＢオープンデータ等と社会医療診

療行為別調査等を活用し、診療行為の網

羅的なリストを作成。収集したリストを

分析し、網羅的な遠隔診療に調和性の高

い診療行為を関係職種等の特性情報等を

調査する。  

先行研究で得られたモデルや特性情報を

元にして、各診療行為の評価に適用できる

遠隔医療形態を調査する。 特性情報は、

Do to P (Doctor to patient)、D to N t

o P (Doctor to Nurse to Patient)、N t

o P (Nurse to Patient)である。次にフ

ェースシートを作成し、遠隔診療の代表

的診療行為について、平成29年度の診療

報酬の診療行為一覧から算定内容を調査

してシート項目に記述した。都道府県別

診療行為件数は、厚生労働省が公開し

ている第２回ＮＤＢオープンデータの

データを使用し、集計期間は、平成２７

年４月から平成２８年３月診療分を集計

している。 
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Ｃ．研究結果 

1．遠隔診療に関わる診療行為の一覧 

表１の遠隔診療に関わる診療行為の一

覧は、社会保険診療報酬支払基金医科診

療行為の全件マスターの2018年２月21日

更新（http://www.ssk.or.jp/seikyushih

arai/tensuhyo/kihonmasta/h28/kihonma

sta_01.html）を元に遠隔診療関係する可

能性がある診療行為を選び一覧にした表

である。7191項目の診療行為より181を選

択した。選出基準は、これまでの日本遠

隔医療学会の調査にて実施報告や研究報

告がある事例を参考にしながら本研究班

のワーキンググループで分析を行い遠隔

医療に関連する可能性があると判断した

項目を採用した。表の構成は、１レコー

ドごとに医科診療行為マスタの診療行為

コードと区分番号と診療行為の名称を示

し、それぞれ診療行為が遠隔診療どの診療

形態に該当するか、DtoD、DtoDtoP、DtoNt

oP、DtoP、他に分け該当する欄○が付与さ

れている。備考欄では表３の診療行為名フ

ェースシートが作成している診療行為につ

いては、フェースシート番号が記載されて

いる。 

 

2．診療行為名フェースシート 

表２は、診療行為名フェースシートの

見本となっている。各項目は、診療行為

名の内容欄には診療行為の名称を記載、

記号の内容欄には診療行為の記号番号を

記載、施設基準の内容欄には主な施設基

準の内容文を記載、類似診療行為の内容

欄には今回選出した診療行為と算定方法

や算定内容が近い診療行為をできる限り

記載、注記の内容欄にはDtoD、DtoDtoP、D

toNtoP、DtoPのどのタイプの診療行為であ

るかを記載する欄である。表２下部分には、

遠隔診療の実施例と研究例があるものにつ

いて内容と形態の記入欄である。 

 表３の１～２０の診療行為名フェース

シートは、表２の診療行為より、20の主

な診療行為を選び各診療行為ごと１枚の

フェースシートとなっている。遠隔診療

の実施例と研究例は、表４の診療行為フェ

ースシート参考文献等を参考にした。 

 

3．都道府県別診療行為件数の例 

図１はA001再診料の年間算定回数を都

道府県別に示したグラフである。A001再

診料には、電話再診や同一日の２回目の

再診料も含まれている。このグラフから

再診料の内訳をとA001再診療は通常の再

診料でほぼ占められており、また都道府

県別で算定回数が違いがみられるなど全

国の算定状況が確認できる。遠隔診療に

よるオンライン診療の算定が2018年度か

ら算定が開始され、再診の一部がオンラ

イン診療によって代替されると予想され

る。オンライン診療料の都道府県別の回

数を再診療料の算定回数と合わせてみる

ことで全国のオンライン診療料の実施状

況をみることで遠隔診療の普及状況をみ

ることが可能である。 

図２は、B001-3生活習慣病管理料の年

回算定回数を都道府県別に示したグラフ

である。B001-3生活習慣病管理料には、

自院での処方せん交付の有無と糖尿病・

高血圧症・糖質異常症の生活習慣病別に

算定が分かれている。このグラフからB00

1-3生活習慣病管理料では、高血圧症を主
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病とし自院で処方せんを交付する算定が

どの都道府県も半数以上占められており、

また都道府県別で算定回数の違いがみら

れるなど全国の算定状況が確認できる。 

遠隔診療による生活習慣病管理料の算定

が2018年度から算定が開始され、これま

での生活習慣病管理料の一部がオンライ

ン診療によって代替されると予想される。

遠隔診療による生活習慣病管理料の都道

府県別の回数をこれまでの生活習慣病管

理料の算定回数と合わせてみることで全

国のオンライン診療料の実施状況をみる

ことで遠隔診療の普及状況をみることが

可能である。 

 

Ｄ．考察 

診療行為ごとに診療形態と適応状況を

調査し、網羅的な遠隔診療関連診療行為

のリストを作成した。網羅的な遠隔診療

行為リスト作成したことで、遠隔診療が

適応されている診療行為については、診

療形態別の実施件数の把握が可能である。

また、今後遠隔診療に適応可能性がある

診療行為については、診療形態別に今後

の遠隔診療普及発展のための検討項目と

して把握することが可能である。 

遠隔診療に関する診療行為の網羅的な

リストを作成したことで、すでに遠隔医

療として認められている項目については、

ＮＤＢオープンデータを使うことで都道

府県別に実施状況をある程度把握するこ

とができ、地域や年度ごとに実施状況を

みることができる。 

遠隔診療の対象になる可能性のある算

定行為については、現状の件数から遠隔

診療に置き換わった場合の影響の規模予

測と遠隔診療従事者が算定し易い算定条

件の検討を行うことができる。実施件数

から遠隔診療の普及状況を把握する場合、

算定していることが前提であるため、行

為によっては正確に把握するとこが難し

いという課題が挙げられる。これから遠

隔診療の実態と算定条件がうまく適応し

ていない場合件数なしとして報告さるた

め実態と算定件数が遠隔診療従事者から

みて実感とずれが生じる算定項目につい

ては、実態調査と合わせて詳細な分析が

必要であると考える。また既存の算定項

目にない遠隔診療について発展と普及の

ための算定項目と内容を検討する必要が

ある。 

今後 DtoD、DtoDtoP の遠隔による指導

管理が増えることが予想されるが、指導

内容の濃淡や指導技術などをどのように

診療報酬上で評価を行うかが課題となる。

また、新しいタイプの指導管理について、

例えばデバイス治療を使った新しい指導

管理など、デバイスを用いて患者の状態

をモニタリングし介入するいわゆるデバ

イス治療については、議論になっておら

ず今後どう評価すべきかが課題となる。 

オンライン診療について、これまでど

のようにオンライン診療に点数をつけ遠

隔診療の普及を促すかが課題であったが

次の診療報酬改定によって、オンライン

診療の算定項目が新設されたことで、今

後は、どのように安全の担保しながら遠

隔診療を行っていくかに、焦点が移行す

ることになる。 
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表１ 遠隔診療の対象候補の診療行為一覧 

 

No 診療行為コード
コード区
分番号

名称 DtoD DtoDtoP DtoNtoP DtoP 他 備考

1 111000110 A000 初診料 ○

2 112007410 A001
再診料（一般病床２００床以上の病院を

除く）
○ ○ ○

3 112007950 A001
電話等再診（一般病床２００床以上の病

院を除く）
○ ○ ○ 診療行為名フェースシート1

4 112011310 A002 外来診療料 ○ ○ ○

5 190117170 A204
基幹型臨床研修病院入院診療加算（入

院初日）
○ ○

6 190126810 A205 超急性期脳卒中加算（入院初日） ○ 診療行為名フェースシート2

7 190126910 A205 妊産婦緊急搬送入院加算（入院初日） ○ ○

8 190171910 A205 救急医療管理加算１（１日につき） ○ ○

9 190101770 A210 難病患者等入院診療加算（１日につき） ○ ○

10 190147470 A234 感染防止対策地域連携加算 ○

11 190192310 A246
退院支援加算１（一般病棟入院基本料

等の場合）（退院時１回）
○

12 190024310 A300 救命救急入院料２（３日以内） ○ ○

13 190024510 A300 救命救急入院料１（３日以内） ○ ○

14 190138110 A300
救命救急入院料３（救命救急入院料）

（３日以内）
○ ○

15 190138710 A300
救命救急入院料４（救命救急入院料）

（３日以内）
○ ○

16 193000310 A300
救命救急入院料１（３日以内）（特定機

能病院）
○ ○

17 190120810 A301
脳卒中ケアユニット入院医療管理料（１

日につき）
○ ○

18 190149910 A301 小児特定集中治療室管理料（７日以内） ○ ○

19 190174410 A301 特定集中治療室管理料１（７日以内） ○ ○ ○ 診療行為名フェースシート3

20 190175010 A301
ハイケアユニット入院医療管理料１（１日

につき）
○ ○

21 193010010 A301
特定集中治療室管理料１（７日以内）

（特定機能病院）
○ ○

22 190024710 A302 新生児特定集中治療室管理料１ ○ ○

23 113001810 B000 特定疾患療養管理料（診療所） ○

24 113000410 B001 特定薬剤治療管理料 ○ ○ ○ 診療行為名フェースシート4

25 113000670 B001
特定薬剤治療管理加算（臓器移植月を

含め３月限り）
○ ○

26 113000810 B001
小児特定疾患カウンセリング料（月の１

回目）
○

27 113000910 B001 皮膚科特定疾患指導管理料（１） ○ ○ ○

28 113002210 B001 小児科療養指導料 ○ ○ ○ 診療行為名フェースシート5

29 113002510 B001 慢性維持透析患者外来医学管理料 ○

30 113002850 B001 てんかん指導料 ○ ○ ○ ○ 診療行為名フェースシート6

31 113002910 B001 難病外来指導管理料 ○ ○ ○ ○ 診療行為名フェースシート7

32 113003010 B001 高度難聴指導管理料（術後３月以内） ○ ○ ○ 診療行為名フェースシート8

33 113003510 B001 小児科外来診療料（保険薬局において調剤を受ける
ために処方せんを交付する場合）初診時（１日につき） ○

34 113003910 B001
生活習慣病管理料（処方せんを交付）

（高血圧症を主病とする場合）
○

35 113004010 B001
生活習慣病管理料（処方せんを交付し

ない）（高血圧症を主病とする場合）
○

36 113005710 B001 喘息治療管理料１（１月目） ○

37 113005810 B001
生活習慣病管理料（処方せんを交付）

（脂質異常症を主病とする場合）
○

38 113005910 B001
生活習慣病管理料（処方せんを交付）

（糖尿病を主病とする場合）
○

39 113006010 B001
生活習慣病管理料（処方せんを交付し
ない）（脂質異常症を主病とする場合）

○

40 113006110 B001
生活習慣病管理料（処方せんを交付し

ない）（糖尿病を主病とする場合）
○ ○ ○ 診療行為名フェースシート9

41 113006610 B001 小児悪性腫瘍患者指導管理料 ○ ○
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41 113006610 B001 小児悪性腫瘍患者指導管理料 ○ ○

42 113006710 B001 地域連携小児夜間・休日診療料１ ○ ○

43 113006910 B001 肺血栓塞栓症予防管理料 ○

44 113008310 B001 ニコチン依存症管理料（初回） ○

45 113010010 B001 糖尿病合併症管理料 ○ ○

46 113010110 B001 耳鼻咽喉科特定疾患指導管理料 ○ ○

47 113012810 B001 がん性疼痛緩和指導管理料
（緩和ケアに係る研修を受けた保険医による場合）

○ ○

48 113013210 B001
移植後患者指導管理料（臓器移植後の

場合）
○ ○

49 113013310 B001
移植後患者指導管理料（造血幹細胞移

植後の場合）
○ ○

50 113013610 B001 糖尿病透析予防指導管理料 ○ ○

51 113013810 B001 夜間休日救急搬送医学管理料 ○

52 113015310 B001 がん患者指導管理料（医師又は看護師が心理
的不安を軽減するための面接を行った場合）

○ ○

53 113015810 B001 地域包括診療料（月１回） ○

54 113018070 B001 遠隔モニタリング加算 ○ ○ 診療行為名フェースシート10

55 113018410 B001 認知症地域包括診療料（月１回） ○ ○ ○ 診療行為名フェースシート11

56 113008610 B004
退院時共同指導料１（在宅療養支援診

療所の場合）
○

57 113008710 B004 退院時共同指導料１（１以外の場合） ○

58 113008910 B005 退院時共同指導料２ ○

59 113011710 B005 介護支援連携指導料 ○

60 113012010 B005 がん治療連携計画策定料１ ○

61 113002610 B006 救急救命管理料 ○

62 190056910 B006 退院時リハビリテーション指導料 ○

63 190030310 B007 退院前訪問指導料 ○

64 180016110 B009 診療情報提供料（１） ○ ○ ○

65 114030710 C002
在宅時医学総合管理料（在宅療養支援診療所等（厚生
労働大臣の定めるもの））（病床有・別に定める状態・月

２回以上・１人）
○ ○ 診療行為名フェースシート12

66 114030810 C002
在宅時医学総合管理料（在宅療養支援診療所等（厚生
労働大臣の定めるもの））（病床有・別に定める状態・月

２回以上・２人以上９人以下）
○ ○ ○

67 114030910 C002
在宅時医学総合管理料（在宅療養支援診療所等（厚生
労働大臣の定めるもの））（病床有・別に定める状態・月

２回以上・１０人以上）
○ ○ ○

68 114031010 C002
在宅時医学総合管理料（在宅療養支援診療所等（厚生
労働大臣の定めるもの））（病床有・月２回以上・１人） ○ ○ ○

69 114031110 C002
在宅時医学総合管理料（在宅療養支援診療所等（厚生
労働大臣の定めるもの））（病床有・月２回以上・２人以

上９人以下）
○ ○ ○

70 114031210 C002
在宅時医学総合管理料（在宅療養支援診療所等（厚生
労働大臣の定めるもの））（病床有・月２回以上・１０人以

上）
○ ○ ○

71 114031310 C002 在宅時医学総合管理料（在宅療養支援診療所等（厚生
労働大臣の定めるもの））（病床有・月１回・１人） ○ ○ ○

72 114031410 C002
在宅時医学総合管理料（在宅療養支援診療所等（厚生
労働大臣の定めるもの））（病床有・月１回・２人以上９人

以下）
○ ○ ○

73 114031510 C002 在宅時医学総合管理料（在宅療養支援診療所等（厚生
労働大臣の定めるもの））（病床有・月１回・１０人以上） ○ ○ ○

74 114031610 C002
在宅時医学総合管理料（在宅療養支援診療所（厚生労
働大臣の定めるもの））（病床無・別に定める状態・月２

回以上・１人）
○ ○ ○

75 114031710 C002
在宅時医学総合管理料（在宅療養支援診療所（厚生労
働大臣の定めるもの））（病床無・別に定める状態・月２

回以上・２人以上９人以下）
○ ○ ○

76 114031810 C002
在宅時医学総合管理料（在宅療養支援診療所（厚生労
働大臣の定めるもの））（病床無・別に定める状態・月２

回以上・１０人以上）
○ ○ ○

77 114031910 C002 在宅時医学総合管理料（在宅療養支援診療所（厚生労
働大臣の定めるもの））（病床無・月２回以上・１人） ○ ○ ○

78 114032010 C002
在宅時医学総合管理料（在宅療養支援診療所（厚生労
働大臣の定めるもの））（病床無・月２回以上・２人以上９

人以下）
○ ○ ○

79 114032110 C002
在宅時医学総合管理料（在宅療養支援診療所（厚生労
働大臣の定めるもの））（病床無・月２回以上・１０人以

上）
○ ○ ○

80 114032210 C002 在宅時医学総合管理料（在宅療養支援診療所（厚生労
働大臣の定めるもの））（病床無・月１回・１人） ○ ○ ○
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81 114032310 C002
在宅時医学総合管理料（在宅療養支援診療所（厚生労
働大臣の定めるもの））（病床無・月１回・２人以上９人以

下）
○ ○ ○

82 114032410 C002
在宅時医学総合管理料（在宅療養支援診療所（厚生労

働大臣の定めるもの））（病床無・月１回・１０人以上） ○ ○ ○

83 114032510 C002
在宅時医学総合管理料（在宅療養支援診療所等（１に
規定するものを除く））（別に定める状態・月２回以上・１

人）
○ ○ ○

84 114032610 C002
在宅時医学総合管理料（在宅療養支援診療所等（１に
規定するものを除く））（別に定める状態・月２回以上・２

人以上９人以下）
○ ○ ○

85 114032710 C002
在宅時医学総合管理料（在宅療養支援診療所等（１に
規定するものを除く））（別に定める状態・月２回以上・１

０人以上）
○ ○ ○

86 114032810 C002 在宅時医学総合管理料（在宅療養支援診療所等（１に
規定するものを除く））（月２回以上・１人） ○ ○ ○

87 114032910 C002 在宅時医学総合管理料（在宅療養支援診療所等（１に
規定するものを除く））（月２回以上・２人以上９人以下） ○ ○ ○

88 114033010 C002 在宅時医学総合管理料（在宅療養支援診療所等（１に
規定するものを除く））（月２回以上・１０人以上） ○ ○ ○

89 114033110 C002
在宅時医学総合管理料（在宅療養支援診療所等（１に

規定するものを除く））（月１回・１人） ○ ○ ○

90 114033210 C002 在宅時医学総合管理料（在宅療養支援診療所等（１に
規定するものを除く））（月１回・２人以上９人以下） ○ ○ ○

91 114033310 C002 在宅時医学総合管理料（在宅療養支援診療所等（１に
規定するものを除く））（月１回・１０人以上） ○ ○ ○

92 114033410 C002 在宅時医学総合管理料（１及び２に掲げるもの以外の
場合）（別に定める状態・月２回以上・１人） ○ ○ ○

93 114033510 C002
在宅時医学総合管理料（１及び２に掲げるもの以外の
場合）（別に定める状態・月２回以上・２人以上９人以

下）
○ ○ ○

94 114033610 C002 在宅時医学総合管理料（１及び２に掲げるもの以外の
場合）（別に定める状態・月２回以上・１０人以上） ○ ○ ○

95 114033710 C002
在宅時医学総合管理料（１及び２に掲げるもの以外の

場合）（月２回以上・１人） ○ ○ ○

96 114033810 C002 在宅時医学総合管理料（１及び２に掲げるもの以外の
場合）（月２回以上・２人以上９人以下） ○ ○ ○

97 114033910 C002 在宅時医学総合管理料（１及び２に掲げるもの以外の
場合）（月２回以上・１０人以上） ○ ○ ○

98 114034010 C002 在宅時医学総合管理料（１及び２に掲げるもの以外の
場合）（月１回・１人） ○ ○ ○

99 114034110 C002 在宅時医学総合管理料（１及び２に掲げるもの以外の
場合）（月１回・２人以上９人以下） ○ ○ ○

100 114034210 C002 在宅時医学総合管理料（１及び２に掲げるもの以外の
場合）（月１回・１０人以上） ○ ○ ○

101 114003010 C004 救急搬送診療料 ○

102 114004510 C005 在宅患者訪問看護・指導料（１日につき）（保
健師、助産師又は看護師による場合）（週３日目まで）

○

103 114011410 C005
在宅患者訪問点滴注射管理指導料（１

週につき）
○

104 114013670 C005 在宅患者緊急時等カンファレンス加算 ○

105 114014670 C005
同一建物居住者緊急時等カンファレン

ス加算
○

106 114026810 C005 同一建物居住者訪問看護・指導料（１日につ
き）（保健師、助産師又は看護師）（１日２人）（週３日目まで）

○

107 114006410 C006
在宅患者訪問リハビリテーション指導管
理料（同一建物居住者以外の場合）（１単位）

○

108 114020910 C007 介護職員等喀痰吸引等指示料 ○

109 114007810 C008
在宅患者訪問薬剤管理指導料（同一建

物居住者以外の場合）
○

110 114015310 C010 在宅患者連携指導料 ○ ○

111 114015410 C011 在宅患者緊急時等カンファレンス料 ○ ○

112 114027610 C012 在宅患者共同診療料（往診の場合） ○

113 114028010 C013 在宅患者訪問褥瘡管理指導料 ○ ○

114 114007310 C100 退院前在宅療養指導管理料 ○ ○

115 114021010 C101
在宅自己注射指導管理料（複雑な場

合）
○ ○

116 114003510 C102 在宅自己腹膜灌流指導管理料 ○ ○

117 114003610 C102
在宅自己連続携行式腹膜灌流頻回指

導管理
○ ○

118 114009310 C102 在宅血液透析指導管理料 ○ ○

119 114003710 C103
在宅酸素療法指導管理料（その他の場

合）
○ ○ ○ 診療行為名フェースシート13

120 114004110 C103
在宅酸素療法指導管理料（チアノーゼ

型先天性心疾患の場合）
○ ○
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121 114004210 C104 在宅中心静脈栄養法指導管理料 ○ ○

122 114004310 C105 在宅成分栄養経管栄養法指導管理料 ○ ○

123 114021210 C105 在宅小児経管栄養法指導管理料 ○ ○

124 114005410 C107 在宅人工呼吸指導管理料 ○ ○

125 114040710 C107 在宅持続陽圧呼吸療法指導管理料１ ○ ○

126 114005610 C108 在宅悪性腫瘍等患者指導管理料 ○ ○

127 114021310 C108 在宅悪性腫瘍患者共同指導管理料 ○ ○

128 114005810 C109 在宅寝たきり患者処置指導管理料 ○

129 114007010 C110 在宅自己疼痛管理指導管理料 ○ ○

130 114010410 C111 在宅肺高血圧症患者指導管理料 ○ ○

131 114017210 C114 在宅難治性皮膚疾患処置指導管理料 ○ ○

132 114021910 C116
在宅植込型補助人工心臓（非拍動流

型）指導管理料
○ ○

133 114005910 C150 血糖自己測定器加算（月２０回以上測定
する場合）（１型糖尿病の患者を除く）

○

134 114005510 C164 人工呼吸器加算（陰圧式人工呼吸器） ○ ○

135 114006810 C164 人工呼吸器加算（陽圧式人工呼吸器） ○ ○

136 114009610 C164 人工呼吸器加算（人工呼吸器） ○ ○

137 114041210 C165
在宅持続陽圧呼吸療法用治療器加算

（ＡＳＶを使用した場合）
○ 診療行為名フェースシート14

138 114041310 C165
在宅持続陽圧呼吸療法用治療器加算

（ＣＰＡＰを使用した場合）
○ ○

139 160073510 D220
呼吸心拍監視（１時間以内又は１時間

につき）
○ ○

140 160073750 D220
カルジオスコープ（ハートスコープ）（１時

間以内又は１時間につき）
○

141 160075310 D235 脳波検査（８誘導以上） ○

142 160119410 D237
終夜睡眠ポリグラフィー（携帯用装置を

使用した場合）

143 160207710 D238
脳波検査判断料１（遠隔脳波診断を

行った場合）
○ 診療行為名フェースシート15

144 160081010 D255 精密眼底検査（片側） ○ ○

145 160171110 D255 汎網膜硝子体検査（片側） ○ ○

146 160203710 D256 眼底カメラ撮影（アナログ撮影） ○ ○

147 160084510 D273 細隙燈顕微鏡検査（前眼部） ○ ○ 診療行為名フェースシート16

148 160179610 D282 ダーモスコピー ○ ○

149 160092050 D295 内視鏡写真診断（他医療機関撮影） ○

150 160148670 D295 超音波内視鏡検査加算 ○

151 170024910 E000
遠隔画像診断による画像診断管理加算

１
○ 診療行為名フェースシート17

152 170025010 E000
遠隔画像診断による画像診断管理加算

２
○

153 170025810 E000
遠隔画像診断による画像診断管理加算

１（写真診断）
○

154 170025910 E000
遠隔画像診断による画像診断管理加算

１（基本的エックス線診断）
○

155 170026010 E000
遠隔画像診断による画像診断管理加算

１（核医学診断）
○

156 170026110 E000
遠隔画像診断による画像診断管理加算

１（コンピューター断層診断）
○

157 170026210 E000
遠隔画像診断による画像診断管理加算

２（核医学診断）
○

158 170026310 E000
遠隔画像診断による画像診断管理加算

２（コンピューター断層診断）
○

159 170019950 E203
他医療機関撮影のコンピューター断層

診断
○

160 120002710 F400 処方せん料（７種類以上の内服薬の投薬）（臨時投薬２
週間以内を除く）（地域包括診療加算を除く） ○ ○
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No 診療行為コード
コード区
分番号

名称 DtoD DtoDtoP DtoNtoP DtoP 他 備考

161 120002910 F400 処方せん料（その他） ○ ○

162 120003710 F400 処方せん料（３種類以上の抗不安薬・３種類以上の睡眠薬・３種類以上の
抗うつ薬又は３種類以上の抗精神病薬の投薬）（臨時投薬等を除く） ○ ○

163 180012210 I002
通院精神療法（１回につき）（３０分以

上）
○ ○

164 180020570 I002 通院・在宅精神療法（２０歳未満）加算 ○ ○

165 180031410 I002
精神科継続外来支援・指導料（１日につ

き）
○ ○

166 180035870 I002
特定薬剤副作用評価加算（精神科継続

外来支援・指導料）
○ ○

167 180039710 I002
在宅精神療法（初診時精神科救急体制
の精神保健指定医等による場合）（１回

○ ○

168 180039810 I002
在宅精神療法（１回につき）（３０分以

上）
○ ○

169 180047270 I002
児童思春期精神科専門管理加算（１６歳未満の

患者に通院・在宅精神療法を行った場合） ○ ○

170 180050230 I002
精神科継続外来支援・指導料（３種類以上の抗うつ薬等を投与
し厚生労働大臣の要件を満たさない場合）（注２の規定を除く）（１日につ

き）
○ ○

171 180033210 I003
認知療法・認知行動療法（１以外の医師

による場合）（１日につき）
○ ○

172 180035910 I003 認知療法・認知行動療法（精神科救急体
制の精神保健指定医）（１日につき）

○ ○

173 180047810 I003 認知療法・認知行動療法（精神科救急体制を確保するために協力等を
行っている精神保健指定医と看護師が共同して行う場合）（１日につき） ○ ○ ○ 診療行為名フェースシート18

174 180008110 I012 精神科訪問看護・指導料（１）（保健師、看護師、作業療法士又は精神保
健福祉士による場合・週３日目まで３０分以上の場合） ○ ○

175 140036710 J038
人工腎臓（慢性維持透析を行った場合）

（４時間未満）（１日につき）
○ ○

176 140055970 J038 下肢末梢動脈疾患指導管理加算 ○ ○ 診療行為名フェースシート19

177 113001110 M000
放射線治療管理料（分布図の作成１回

につき）（１門照射を行った場合）
○

178 160171470 N003
術中迅速病理組織標本作製（テレパソ

ロジー）
○ 診療行為名フェースシート20

179 160185110 N003 術中迅速細胞診（テレパソロジー） ○

180 160190270 N006
病理診断管理加算１（組織診断を行った

場合）
○

181 160190370 N006
病理診断管理加算１（細胞診断を行った

場合）
○
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表２ 診療行為名フェースシート見本 

 
  

項目

診療行為名

記号
（診療行為項

目名）

内容
（点数も記載）

施設基準等

類似診療行為

注記

遠隔からの
指導（蓄積
通信）

遠隔からの
指導（カン
ファレンス）

遠隔からの
医師の指導
と診察

遠隔から看
護師の指導
と診察

遠隔からの
診察

遠隔モニタ
リング（通院
間隔伸張）

他

遠隔診療
実施例

研究例

区分 内容

形態

診療行為名フェースシート
No.

内容
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表３－１ 電話等再診 

 
 
 

項目

診療行為名

記号
（診療行為項

目名）

内容
（点数も記載）

施設基準等

類似診療行為

注記

遠隔からの
指導（蓄積
通信）

遠隔からの
指導（カン
ファレンス）

遠隔からの
医師の指導
と診察

遠隔から看
護師の指導
と診察

遠隔からの
診察

遠隔モニタ
リング（通院
間隔伸張）

他

遠隔診療
実施例 ○ ○

研究例 ○ ○ ○

区分 内容

形態

多くの施設で実施されてい
るオンライン診療

内容

電話等再診料

A001　電話等再診料

電話テレビ画像等を通じた再診　72点

一般病床２００床以上の病院を除く

厚生労行政推進調査事業
（遠隔診療の有効性・安全
性の定量的評価に関する
研究、H27-医療-指定-

017、研究代表者　酒巻哲
夫）

診療行為名フェースシート
No.1

同日電話等再診72点　電話等再診（複再）36点　電話等再診（再妥減）53点
　同日電話等再診53点　電話等再診（複再）（再妥減）26点

遠隔類型： DtoDtoP DtoNtoP DtoP
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表３－２ 超急性期脳卒中加算 

 
 
 

項目

診療行為名

記号
（診療行為項

目名）

内容
（点数も記載）

施設基準等

類似診療行為

注記

遠隔からの
指導（蓄積
通信）

遠隔からの
指導（カン
ファレンス）

遠隔からの
医師の指導
と診察

遠隔から看
護師の指導
と診察

遠隔からの
診察

遠隔モニタ
リング（通院
間隔伸張）

他

遠隔診療
実施例 ○

研究例 ○

区分 内容

形態

山口大学医学部附属病院
～山口県内一次救急施

設、徳島大学医学部附属
病院～徳島県立海部病院
など（診療報酬請求の可

否は不明）

内容

超急性期脳卒中加算

A205-2　超急性期脳卒中加算

発症後4.5時間以内に組織プラスミノーゲン活性化因子を投与　入院初日に算定　1200点

救急医療機関である等

米国、ドイツなどで研究事
例多数

診療行為名フェースシート
No.2

乳幼児加算400点 妊産婦緊急搬送入院加算7000点 小児加算200点

遠隔類型： DtoDtoP
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表３－３ 特定集中治療管理料１ 

 
 
 

項目

診療行為名

記号
（診療行為項

目名）

内容
（点数も記載）

施設基準等

類似診療行為

注記

遠隔からの
指導（蓄積
通信）

遠隔からの
指導（カン
ファレンス）

遠隔からの
医師の指導
と診察

遠隔から看
護師の指導
と診察

遠隔からの
診察

遠隔モニタ
リング（通院
間隔伸張）

他

遠隔診療
実施例 ○ ○ ○

研究例 ○ ○

区分 内容

形態

米国等に実施例多数

内容

特定集中治療室管理料１

A301　特定集中治療室管理料１

１日につき算定　7日以内の期間13650点　8日以上14日以内の期間12126点

必要医師数看護師数の基準　看護必要度の基準を満たす患者８割など

横浜市立大学、昭和大学
等（日本集中治療医学会
遠隔集中治療委員会発

足）、医政局医事課と情報
交換あり

診療行為名フェースシート
No.3

特定集中治療室管理料2・3・4（7日以内・8日から14日）

遠隔類型：DtoD DtoDtoP DtoNtoP
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表３－４ 特定薬剤治療管理料 

 
 
 

項目

診療行為名

記号
（診療行為項

目名）

内容
（点数も記載）

施設基準等

類似診療行為

注記

遠隔からの
指導（蓄積
通信）

遠隔からの
指導（カン
ファレンス）

遠隔からの
医師の指導
と診察

遠隔から看
護師の指導
と診察

遠隔からの
診察

遠隔モニタ
リング（通院
間隔伸張）

他

遠隔診療
実施例

研究例 ○ ○ ○

区分 内容

形態

内容

特定薬剤治療管理料

B001　特定薬剤治療管理料

対象の薬剤を投与している対象の患者等に対して、薬物血中濃度を測定して計画的な治
療管理を行った場合　470点

特定薬剤治療管理料は、特定の条件もの対して投与薬剤の血中濃度を測定し、
その結果に基づき投与薬剤の投与量を綿密に管理した場合、月１回に限り算定する。

実施例の有無、不明
在宅ではなく、DtoD、他院

の指導管理となる。

診療行為名フェースシート
No.4

特定薬剤治療管理料：第4月目以降235点　ジギタリス製剤の急性飽和740点　抗てんか
ん剤注射精密管理740点

加算：臓器移植月を含め３月限り2740点、臓器移植後の患者以外第１回目280点

遠隔類型：DtoD DtoDtoP DtoNtoP
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表３－５ 小児科療養指導管理料 

 
 
 

項目

診療行為名

記号
（診療行為項

目名）

内容
（点数も記載）

施設基準等

類似診療行為

注記

遠隔からの
指導（蓄積
通信）

遠隔からの
指導（カン
ファレンス）

遠隔からの
医師の指導
と診察

遠隔から看
護師の指導
と診察

遠隔からの
診察

遠隔モニタ
リング（通院
間隔伸張）

他

遠隔診療
実施例

研究例 ○ ○ ○

区分 内容

形態

内容

小児科療養指導料

B001　小児科療養指導料

小児科を担当とする医師が、慢性疾患であった指導の必要のある15歳未満の患者で
あって入院中以外の患者に必要な指導を行った場合に月１回に限り算定。270点

当該保険医療機関の屋内において喫煙が禁止されていることなど

信州大学等

診療行為名フェースシート
No.5

てんかん指導料250点
難病外来指導管理料270点

皮膚科特定疾患指導管理料250点

遠隔類型： DtoDtoP DtoNtoP DtoP
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表３－６ てんかん指導料 

 
 
 

項目

診療行為名

記号
（診療行為項

目名）

内容
（点数も記載）

施設基準等

類似診療行為

注記

遠隔からの
指導（蓄積
通信）

遠隔からの
指導（カン
ファレンス）

遠隔からの
医師の指導
と診察

遠隔から看
護師の指導
と診察

遠隔からの
診察

遠隔モニタ
リング（通院
間隔伸張）

他

遠隔診療
実施例

研究例 ○ ○ ○ ○

区分 内容

形態

内容

てんかん指導料

B001　てんかん指導料

該当科を標榜する診療科を担当する医師が、てんかんの患者であって入院中以外のも
のに対して、治療計画に基づき療養上必要な指導を行った場合に、月１回に限り算定す

る。250点

第１回目のてんかん指導料は、初診の日又は退院した日から１か月を経過した日以降に
算定できる。

電話等によって指導が行われた場合は、てんかん指導料は算定できない。

東北大学、気仙沼市民病
院等

診療行為名フェースシート
No.6

小児科療養指導料270点　難病外来指導管理料270点　皮膚科特定疾患指導管理料250
点

遠隔類型：DtoD DtoDtoP DtoNtoP DtoP
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表３－７ 難病外来指導管理料 

 
 
 

項目

診療行為名

記号
（診療行為項

目名）

内容
（点数も記載）

施設基準等

類似診療行為

注記

遠隔からの
指導（蓄積
通信）

遠隔からの
指導（カン
ファレンス）

遠隔からの
医師の指導
と診察

遠隔から看
護師の指導
と診察

遠隔からの
診察

遠隔モニタ
リング（通院
間隔伸張）

他

遠隔診療
実施例

研究例 ○ ○ ○ ○

区分 内容

形態

内容

難病外来指導管理料

B001　難病外来指導管理料

指定の疾患を主病とするものに対して、計画的な医学管理を継続して行い、かつ、治療
計画に基づき療養上必要な指導を行った場合に、月１回に限り算定する。270点

対象疾患：難病の患者に対する医療等に関する法律第５条に規定する指定難病

信州大学（神経難病）

診療行為名フェースシート
No.7

小児科療養指導料270点　てんかん指導料270点　皮膚科特定疾患指導管理料250点

遠隔類型：DtoD DtoDtoP DtoNtoP DtoP
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表３－８ 高度難聴指導管理料 

 
 
 

項目

診療行為名

記号
（診療行為項

目名）

内容
（点数も記載）

施設基準等

類似診療行為

注記

遠隔からの
指導（蓄積
通信）

遠隔からの
指導（カン
ファレンス）

遠隔からの
医師の指導
と診察

遠隔から看
護師の指導
と診察

遠隔からの
診察

遠隔モニタ
リング（通院
間隔伸張）

他

遠隔診療
実施例 ○

研究例 ○

区分 内容

形態

オーストラリア（コクレア社
など）

内容

高度難聴指導管理料（術後３月以内）

B001　高度難聴指導管理料（術後３月以内）

高度難聴の患者に対して必要な療養上の指導を行った場合に算定する。区分番号Ｋ３２
８に掲げる人工内耳植込術を行った患者については月１回に 限り、その他の患者につい

ては１回に限り算定する。500点

人工内耳埋込術の施設基準を満たしていること。5年以上の耳鼻咽喉科の診療経験を有
する常勤の医師が耳鼻咽喉科に配置されていること。

札幌医科大学、氷見徹夫

診療行為名フェースシート
No.8

高度難聴指導管理料（術後３月以内以外の場合）

遠隔類型：DtoD  DtoNtoP DtoP
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表３－９ 生活習慣管理料 

 
 
 

項目

診療行為名

記号
（診療行為項

目名）

内容
（点数も記載）

施設基準等

類似診療行為

注記

遠隔からの
指導（蓄積
通信）

遠隔からの
指導（カン
ファレンス）

遠隔からの
医師の指導
と診察

遠隔から看
護師の指導
と診察

遠隔からの
診察

遠隔モニタ
リング（通院
間隔伸張）

他

遠隔診療
実施例

研究例 ○ ○

区分 内容

形態

オンライン医学管理料の
実績待ち

内容

生活習慣病管理料（処方せんを交付しない）（糖尿病を主病とする場合）

B001-3　生活習慣病管理料（処方せんを交付しない）（糖尿病を主病とする場合）

該当の疾患を主病とする患者に対して、患者の同意を得て治療計画を作成し、該当治療
計画に基づき、生活習慣に関する総合的な治療管理を行った場合に月１回に限り算定す

る。1280点

当該保険医療機関の屋内において喫煙が禁止されていること
許可病床200床未満の病院又は診療所に限る。

埼玉医大（中元秀友）、自
治医大（苅尾七臣）

診療行為名フェースシート
No.9

生活習慣病管理料（処方せんを交付）：脂質異常1175点、高血圧症1035点
生活習慣病管理料（処方せんを交付）：脂質異常650点、高血圧症700点、糖尿病800点

遠隔類型： DtoDtoP DtoNtoP DtoP
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表３－１０ 遠隔医療モニタリング加算 

 
 
 

項目

診療行為名

記号
（診療行為項

目名）

内容
（点数も記載）

施設基準等

類似診療行為

注記

遠隔からの
指導（蓄積
通信）

遠隔からの
指導（カン
ファレンス）

遠隔からの
医師の指導
と診察

遠隔から看
護師の指導
と診察

遠隔からの
診察

遠隔モニタ
リング（通院
間隔伸張）

他

遠隔診療
実施例 ○

研究例

区分 内容

形態

南口 仁（大阪大学）他多
数

内容

遠隔モニタリング加算

B001　遠隔モニタリング加算

心臓ペースメーカー管理料を算定する患者について、前回受診から翌月から今回受診月
までの期間、遠隔モニタリングを用いて療養上の必要な指導を行った場合。60点

遠隔モニタリングに対応した体内植込式ペースメーカー等を使用している患者、入院中以
外のもの、状況等において来院等を促す体制が整っている場合に算定できる。11か月を

限度。

不整脈学会等で多数

診療行為名フェースシート
No.10

　

遠隔類型：  DtoNtoP DtoP
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表３－１１ 認知症地域包括診療料 

 
 
 

項目

診療行為名

記号
（診療行為項

目名）

内容
（点数も記載）

施設基準等

類似診療行為

注記

遠隔からの
指導（蓄積
通信）

遠隔からの
指導（カン
ファレンス）

遠隔からの
医師の指導
と診察

遠隔から看
護師の指導
と診察

遠隔からの
診察

遠隔モニタ
リング（通院
間隔伸張）

他

遠隔診療
実施例 ○ ○ ○

研究例

区分 内容

形態

いのうえ内科クリニック（東
京都町田市）

内容

認知症地域包括診療料

B001-2-10　認知症地域包括診療料

１ 処方につき５種類を超える内服薬の投薬を行った場合及び１処方につき抗うつ薬、抗精神病薬、抗
不安薬又は睡眠薬を合わせて３種類を超えて投薬を行った場合 のいずれにも該当しないものに限

る。）に対して、患者又はその家族等の同意を 得て、療養上必要な指導及び診療を行った場合（初診
の日を除く。）に、患者１ 人につき月１回に限り算定する。1515点

許可病床数が200 床未満の病院又は診療所に限る。

診療行為名フェースシート
No.11

地域包括診療料　小児かかりつけ診療料

遠隔類型： DtoDtoP DtoNtoP DtoP
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表３－１２ 在宅時医学総合管理料 

 
 
 

項目

診療行為名

記号
（診療行為項

目名）

内容
（点数も記載）

施設基準等

類似診療行為

注記

遠隔からの
指導（蓄積
通信）

遠隔からの
指導（カン
ファレンス）

遠隔からの
医師の指導
と診察

遠隔から看
護師の指導
と診察

遠隔からの
診察

遠隔モニタ
リング（通院
間隔伸張）

他

遠隔診療
実施例 ○

研究例 ○

区分 内容

形態

オンライン在宅医学管理
料

内容

在宅時医学総合管理料

C002　在宅時医学総合管理料

月１回算定
点数：510点～5400点(条件によって36通りの組み合わせ)

在宅療養支援診療所又在宅療養支援病院＋別の告示条件を満たす施設
診療点数早見表（2017年4月現在）　Ｐ281、282、276、286

診療報酬はやわかりマニュアル　2016年4月改定版　Ｐ15～20

岡山県新見市（太田病院
他）、岐阜県岐阜市（小笠

原内科）他

診療行為名フェースシート
No.12

Ｃ002-2　施設入居時医学総合管理料

遠隔類型： DtoDtoP  DtoP
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表３－１３ 在宅酸素療法指導管理料 

 
 
 

項目

診療行為名

記号
（診療行為項

目名）

内容
（点数も記載）

施設基準等

類似診療行為

注記

遠隔からの
指導（蓄積
通信）

遠隔からの
指導（カン
ファレンス）

遠隔からの
医師の指導
と診察

遠隔から看
護師の指導
と診察

遠隔からの
診察

遠隔モニタ
リング（通院
間隔伸張）

他

遠隔診療
実施例 ○

研究例 ○ ○
（NtoP)

区分 内容

形態

内容

在宅酸素療法指導管理料

C103　在宅酸素療法指導管理料

在宅酸素療法を行っている入院中の患者以外の患者に対して、在宅酸素療法に関する
指導管理を行った場合に算定する。2400点

在宅酸素療法を実施する保険医療機関又は緊急時に入院するための施設は、次の機械
及 び器具を備えなければならない。酸素吸入設備、気管内挿管又は気管切開の器具、
レスピレーター、気道内分泌物吸引装置、動脈血ガス分析装置、スパイロメトリー用装

置、胸部エックス線撮影装置

鳥取大学　鰤岡教授、聖
路加国際大学　亀井教授

診療行為名フェースシート
No.13

C100～C116までの在宅療養指導管理料

遠隔類型：  DtoNtoP DtoP NtoP
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表３－１４ 在宅持続陽圧呼吸療法用治療器加算 

 
 
 

項目

診療行為名

記号
（診療行為項

目名）

内容
（点数も記載）

施設基準等

類似診療行為

注記

遠隔からの
指導（蓄積
通信）

遠隔からの
指導（カン
ファレンス）

遠隔からの
医師の指導
と診察

遠隔から看
護師の指導
と診察

遠隔からの
診察

遠隔モニタ
リング（通院
間隔伸張）

他

遠隔診療
実施例 ○ ○

研究例 ○

区分 内容

形態

電話等再診との組み合わ
せ事例あり

内容

在宅持続陽圧呼吸療法用治療器加算（ＡＳＶを使用した場合）

C165　在宅持続陽圧呼吸療法用治療器加算（ＡＳＶを使用した場合）

要件に該当する患者に対して保険医療機関が患者に貸与する持続陽圧 呼吸療法装置
のうち、ASVを使用して治療を行った場合に、３月に３回に限り算定できる。3750点

診療報酬明細書の摘要欄に、算定の根拠となった要件（在宅持 続陽圧呼吸療法指導管
理料２のア又はイ）を記載する。なお、イの要件を根拠に算定をす る場合は、当該患者に

対するASV療法の実施開始日も併せて記載すること。

京都大学　陳和夫研究班
（長崎市井上病院、川崎市
太田睡眠医療センターな

ど）

診療行為名フェースシート
No.14

在宅持続陽圧呼吸療法用治療器加算（ＣＰＡＰを使用した場合）　1100点

遠隔類型：  DtoNtoP
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表３－１５ 脳波検査判断料 

 
 
 

項目

診療行為名

記号
（診療行為項

目名）

内容
（点数も記載）

施設基準等

類似診療行為

注記

遠隔からの
指導（蓄積
通信）

遠隔からの
指導（カン
ファレンス）

遠隔からの
医師の指導
と診察

遠隔から看
護師の指導
と診察

遠隔からの
診察

遠隔モニタ
リング（通院
間隔伸張）

他

遠隔診療
実施例

研究例 ○

区分 内容

形態

内容

脳波検査判断料１（遠隔脳波診断を行った場合）

D238　脳波検査判断料１（遠隔脳波診断を行った場合）

脳波検査等の種類又は回数にかかわらず月１回に限り算定するものとする。350点
遠隔脳波診断を行った場合は、送信側の保険医療機関において区分番号「Ｄ２３５」脳

波検査及び本区分の脳波検査判断料１を算定できる。

小児科、神経内科、脳神経外科、精神科、神経科又は心療内科の標榜指定、ＭＲＩ装置、
医師及び臨床検査技師の経験人数、地域連携診療計画書に登録、研修、連携の拠点、
関係学会の認定、他の施設に脳波診断の委託をしていない、データの送受信時のガイド

ラインの尊守など

太田睡眠医療センター（千
葉伸太郎）

診療行為名フェースシート
No.15

脳波検査判断料２　180点

遠隔類型： DtoDtoP
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表３－１６ 細隙燈顕微鏡検査 

 
 
 

項目

診療行為名

記号
（診療行為項

目名）

内容
（点数も記載）

施設基準等

類似診療行為

注記

遠隔からの
指導（蓄積
通信）

遠隔からの
指導（カン
ファレンス）

遠隔からの
医師の指導
と診察

遠隔から看
護師の指導
と診察

遠隔からの
診察

遠隔モニタ
リング（通院
間隔伸張）

他

遠隔診療
実施例 ○ ○

研究例

区分 内容

形態

旭川医科大学（医工連携
総研講座）～道北部の各

病院

内容

細隙燈顕微鏡検査（前眼部）

D273　細隙燈顕微鏡検査（前眼部）

細隙燈顕微鏡検査（前眼部）とは、細隙燈顕微鏡を用いて行う前眼部及び透光体の検
査。48点

　

診療行為名フェースシート
No.16

Ｄ２５７ 細隙燈顕微鏡検査（前眼部及び後眼部）　112点

遠隔類型：DtoD DtoDtoP
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表３－１７ 遠隔画像診断による画像診断管理加算 

 
 
 

項目

診療行為名

記号
（診療行為項

目名）

内容
（点数も記載）

施設基準等

類似診療行為

注記

遠隔からの
指導（蓄積
通信）

遠隔からの
指導（カン
ファレンス）

遠隔からの
医師の指導
と診察

遠隔から看
護師の指導
と診察

遠隔からの
診察

遠隔モニタ
リング（通院
間隔伸張）

他

遠隔診療
実施例 ○

研究例

区分 内容

形態

画像診断管理加算の算定
施設（放射線科が主だが、
救急での利用もあり（救急
では主として外科医が読
影するが請求不可？）

内容

遠隔画像診断による画像診断管理加算１

E000　遠隔画像診断による画像診断管理加算１

画像診断の専門医の配置等による充実した読影・診断体制を評価。当該医師が画像診
断の結果を文書により報告した場合に、 写真診断、基本的エックス線診断料、核医学診

断、コンピューター断層診断に加算。70点

放射線科を標榜している保険医療機関であること。当該保険医療機関内に画像診断を専
ら担当する常勤の医師が配置されていること。他の施設に委託をしていない、データの送

受信時のガイドラインの尊守など

診療行為名フェースシート
No.17

遠隔画像診断による画像診断管理加算１：（写真診断・基本的エックス線診断・核医学診
断・コンピューター断層診断）70点

遠隔画像診断による画像診断管理加算2：（写真診断・基本的エックス線診断・核医学診
断・コンピューター断層診断）180点

遠隔類型：DtoD
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表３－１８ 認知療法・認知行動療法 

 
 
 

項目

診療行為名

記号
（診療行為項

目名）

内容
（点数も記載）

施設基準等

類似診療行為

注記

遠隔からの
指導（蓄積
通信）

遠隔からの
指導（カン
ファレンス）

遠隔からの
医師の指導
と診察

遠隔から看
護師の指導
と診察

遠隔からの
診察

遠隔モニタ
リング（通院
間隔伸張）

他

遠隔診療
実施例

研究例 ○ ○ ○

区分 内容

形態

内容

認知療法・認知行動療法（精神科救急体制を確保するために協力等を行っている精神保
健指定医と看護師が共同して行う場合）（１日につき）

I003　認知療法・認知行動療法（精神科救急体制を確保するために協力等を行っている
精神保健指定医と看護師が共同して行う場合）（１日につき）

認知療法・認知行動療法は、一連の治療計画を策定し、患者に対して詳細な説明を行っ た上で、当
該療法に関する研修を受講するなど当該療法に習熟した医師によって30分を超 えて治療が行われ

た場合において、看護師により30分を超える面接が行われ、その後当該療法に習熟した医師により５
分以上の面接が行われた場合を含む場合に算定する。

入院中の患者以外のうつ 病等の気分障害の患者に対して、地域の精神科救急医療体
制の確保に協力等を行っている 精神保健指定医の要件を満たした上で治療を行うに当

たり、治療に係る面接の一部を専任の看護師が実施した場合など

慶應義塾大学精神科　岸
本講師（AMED研究）

診療行為名フェースシート
No.18

認知療法・認知行動療法（精神科救急体制の精神保健指定医）（１日につき）　500点

遠隔類型： DtoDtoP DtoNtoP DtoP
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表３－１９ 下肢末梢動脈疾患指導管理加算 

 
 
 

項目

診療行為名

記号
（診療行為項

目名）

内容
（点数も記載）

施設基準等

類似診療行為

注記

遠隔からの
指導（蓄積
通信）

遠隔からの
指導（カン
ファレンス）

遠隔からの
医師の指導
と診察

遠隔から看
護師の指導
と診察

遠隔からの
診察

遠隔モニタ
リング（通院
間隔伸張）

他

遠隔診療
実施例

研究例 ○ ○

区分 内容

形態

内容

下肢末梢動脈疾患指導管理加算

J038　下肢末梢動脈疾患指導管理加算

人工腎臓を実施している患者に係る下肢末梢動脈疾患の重症度等を評価し、療養上必
要な指導管理を行っている場合算定。月１回100点

ABI検査0.7以下又はSPP検査40mmHg以下の患者については、患者や家族に説明を行
い、同意を得た上で、専門的な治療体制を有してい. る医療機関へ紹介を行っているこ

と。 連携を行う専門的な治療体制を有している医療機関を定め、地方厚生局に届け出て
いること

事例無し

診療行為名フェースシート
No.19

　

遠隔類型： DtoDtoP  DtoP
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表３－２０ 術中迅速病理組織標本作製 

 
 
 

項目

診療行為名

記号
（診療行為項

目名）

内容
（点数も記載）

施設基準等

類似診療行為

注記

遠隔からの
指導（蓄積
通信）

遠隔からの
指導（カン
ファレンス）

遠隔からの
医師の指導
と診察

遠隔から看
護師の指導
と診察

遠隔からの
診察

遠隔モニタ
リング（通院
間隔伸張）

他

遠隔診療
実施例 ○

研究例

区分 内容

形態

実施施設多数（東北大学
病院、岩手県立中央病院

他）

内容

術中迅速病理組織標本作製（テレパソロジー）

N003　術中迅速病理組織標本作製（テレパソロジー）

術中迅速病理組織標本作製 術中迅速病理組織標本作製は、手術の途中において迅速凍結切片等
による標本作製及び鏡検を完了した場合において、１手術につき１回算定する。1990点 なお、摘出し
た臓器について、術後に再確認のため精密な病理組織標本作製を行った場合は、区分番号「Ｎ０００」

病理組織標本作製の所定点数を別に算定する。１臓器につき860点

テレパソロジーによる算定を行った場合は、送信側の保険医療機関において算定する。
病理診断管理加算については、受診側の保健医療機関が、当該加算の施設基準に適合

しているものとするなど。

診療行為名フェースシート
No.20

病理組織標本作製（1臓器につき）860点　術中迅速細胞診（１手術につき）450点

遠隔類型：DtoD
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表４ 診療行為フェースシート参考文献 

参
照
番
号 

発
行
年 

題目 著者 収載誌 
 医学中央雑誌

の投稿分類 

1 
201
4 

徳島県立海部病院の徳島大学病
院による遠隔診断支援システム
について 

田畑 良(徳島大学 大学院ヘルスバ
イオサイエンス研究部総合診療医
学分野), 中西 嘉憲, 河南 真吾, 
湯浅 志乃, 清水 伸彦, 山口 治
隆, 河野 光宏, 谷 憲治, 山田 博
胤, 西尾 進, 井口 明子, 小幡 史
明, 坂東 弘康, 佐田 政隆 

四国医学雑誌(0037
-3699)69巻5-6 Pag
e298(2013.12) 

会議録   

2 
201
4 

地域中核病院でのスマートデバ
イスを用いた救急遠隔医療シス
テム(K-support)の実践 

小幡 史明(徳島県立海部病院), 浦
岡 秀行, 三橋 乃梨子, 田畑 良, 
濱口 隼人, 森 敬子, 坂東 弘康, 
岡 博文, 影治 照輝 

日本臨床救急医学
会雑誌(1345-0581)
17巻2号 Page254(2
014.04) 

会議録   

3 
201
4 

スマートデバイスを用いた遠隔
画像診断システム(k-support)の
有用性の検討 

小幡 史明(徳島県立海部病院 総合
診療科), 田畑 良, 森 敬子, 影治
 照喜, 岡 博文, 坂東 弘康 

日本内科学会雑誌
(0021-5384)103巻S
uppl. Page175(201
4.02) 

会議録   

4 
201
4 

当院における救急遠隔診療支援
システム(k-support)30例の解析 

小幡 史明(徳島県立海部病院 総合
診療科), 田畑 良, 影治 照喜 

日本遠隔医療学会
雑誌(1880-800X)9
巻2号 Page214-217
(2013.10) 

原著論
文 

  

5 
201
5 

医療過疎地域における循環器領
域での遠隔診療支援システムの
有用性 

小幡 史明(徳島県立海部病院 総合
診療科), 田畑 良, 影治 照喜 

日本遠隔医療学会
雑誌(1880-800X)10
巻2号 Page169-172
(2014.09) 

解説   

6 
201
4 

救急隊への海部病院遠隔診療支
援システム(k-support)の導入 
救命率向上を目指して 

小幡 史明(徳島県立海部病院 総合
診療科), 森 敬子, 坂東 弘康, 坂
本 菜穂子, 原田 賢一, 森 雄一, 
長谷 行恭, 田畑 良, 谷 憲治, 岡
 博文, 影治 照喜 

四国医学雑誌(0037
-3699)70巻1-2 Pag
e37-38(2014.04) 

会議録   

7 
201
5 

遠隔画像診断治療補助システム
(k-support)を用いてrt-PAを投
与した急性期脳梗塞の1例 ドク
ターヘリ搬送によるdrip and sh
ip"法の試み" 

小幡 史明(徳島県立海部病院 総合
診療科), 影治 照喜, 湯浅 志乃, 
田畑 良, 森 敬子, 谷 憲治, 坂東
 弘康 

救急医学(0385-816
2)38巻9号 Page111
1-1114(2014.09) 

原著論
文/症
例報告 

  

8 
201
5 

医療過疎地域における急性期脳
梗塞患者に対するrt-PA静注療法 

小幡 史明(徳島県立海部病院 総合
診療科), 影治 照喜, 田畑 良, 長
瀬 紗季, 生田 奈央, 森 敬子, 谷
 憲治, 坂東 弘康 

日本プライマリ・ケ
ア連合学会誌(2185
-2928)38巻1号 Pag
e18-22(2015.03) 

原著論
文 

  

9 
201
4 

スマートフォンとインターネッ
トを用いた徳島県立海部病院遠
隔診療支援システム(k-support)
 急性期脳卒中に対する早期診
断・治療への貢献 

影治 照喜(徳島大学病院 地域脳神
経外科診療部), 小幡 史明, 田畑 
良 

日本遠隔医療学会
雑誌(1880-800X)9
巻2号 Page218-221
(2013.10) 

原著論
文 

  

10 
201
5 

スマートデバイスとインターネ
ットを用いた医療過疎地域での
脳卒中支援システムの導入 

影治 照喜(徳島大学病院 地域脳神
経外科診療部), 岡 博文, 永廣 信
治, 里見 淳一郎, 溝渕 佳史, 谷 
憲治, 坂東 弘康, 小幡 史明, 三
橋 乃梨子 

脳卒中(0912-0726)
37巻2号 Page89-95
(2015.03) 

原著論
文 

  

11 
201
4 

スマートフォンとインターネッ
トを用いた徳島県立海部病院遠
隔医療支援システム(k-support)
の導入 

影治 照喜(徳島大学病院 地域脳神
経外科診療部), 岡 博文, 永廣 信
治, 里見 淳一郎, 溝渕 佳史, 谷 
憲治, 河野 光宏, 湯浅 志乃, 田
畑 良, 坂東 弘康, 森 敬子, 小幡
 史明, 三橋 乃梨子, 浦岡 秀行, 
濱口 隼人 

四国医学雑誌(0037
-3699)69巻5-6 Pag
e243-250(2013.12) 

原著論
文 

  

12 
201
4 

スマートフォンとインターネッ
トを用いた海部病院遠隔医療支
援システム(k-support)の導入 

影治 照喜(徳島大学病院 地域脳神
経外科診療部), 岡 博文, 永廣 信
治, 里見 淳一郎, 溝渕 佳史, 谷 

四国医学雑誌(0037
-3699)69巻5-6 Pag
e297-298(2013.12) 

会議録   
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憲治, 河野 光宏, 湯浅 志乃, 田
畑 良, 坂東 弘康, 高橋 幸志, 森
 敬子, 小幡 史明, 三橋 乃梨子, 
浦岡 秀行, 濱口 隼人 

13 
201
4 

在宅難病患者家族への総合在宅
遠隔医療システムの開発 

滝沢 正臣(信州大学医学部附属病
院), 中村 昭則, 武井 洋一, 大原
 慎司 

日本遠隔医療学会
雑誌(1880-800X)9
巻2号 Page74-78(2
013.10) 

原著論
文 

  

14 
201
4 

神経難病患者におけるモバイル
端末を用いた在宅チームケアシ
ステムの有用性 

日根野 晃代(信州大学 医学部脳神
経内科リウマチ・膠原病内科), 中
村 昭則, 宮崎 大吾, 滝沢 正臣 

日本遠隔医療学会
雑誌(1880-800X)9
巻2号 Page145-147
(2013.10) 

原著論
文 

  

15 
201
4 

【神経難病とリハビリテーショ
ン】 神経難病に対する診断,治
療,および在宅療養支援 

中村 昭則(信州大学医学部附属病
院 難病診療センター), 吉田 邦広 

総合リハビリテー
ション(0386-9822)
42巻6号 Page497-5
05(2014.06) 

解説/
特集 

  

16 
201
2 

退院患者の遠隔フォローアップ
システムの研究 

亀山 大希(旭川医科大学 眼科学教
室), 守屋 潔, 三上 大季, 石子 
智士, 木ノ内 玲子, 花田 一臣, 
吉田 晃敏 

日本遠隔医療学会
雑誌(1880-800X)7
巻2号 Page191-194
(2011.10) 

原著論
文 

  

17 
201
2 

眼疾患における遠隔医療システ
ムの有用性 

山口 亨(旭川医科大学), 守屋 潔,
 石子 智士, 木ノ内 玲子, 花田 
一臣, 吉田 晃敏 

日本遠隔医療学会
雑誌(1880-800X)7
巻2号 Page216-218
(2011.10) 

原著論
文 

  

18 
201
4 

遠隔医療システムを活用した眼
科術後管理の有用性 

山口 亨(旭川医科大学 眼科学講
座), 石子 智士, 木ノ内 玲子, 花
田 一臣, 守屋 潔, 吉田 晃敏 

日本遠隔医療学会
雑誌(1880-800X)9
巻1号 Page33-38(2
013.05) 

原著論
文 

  

19 
201
4 

遠隔医療支援システムを活用し
た眼科遠隔医療の運用実績 

花田 一臣(旭川医科大学 医工連携
総研講座), 石子 智士, 守屋 潔, 
木ノ内 玲子, 三上 大季, 山口 
亨, 吉田 晃敏 

日本遠隔医療学会
雑誌(1880-800X)9
巻2号 Page125-128
(2013.10) 

原著論
文 

  

54 
201
4 

【遠隔医療を推進する旭川医科
大学の取り組み】 遠隔相談シス
テムを活用した医療支援 

花田 一臣(旭川医科大学 医工連携
総研講座), 石子 智士, 守屋 潔, 
木ノ内 玲子, 林 弘樹, 三上 大
季, 山口 亨, 吉田 晃敏 

日本遠隔医療学会
雑誌(1880-800X)10
巻1号 Page8-11(20
14.05) 

解説/
特集 

  

20 
201
4 

【遠隔医療を推進する旭川医科
大学の取り組み】 術後退院患者
の遠隔フォローアップシステム 

山口 亨(旭川医科大学 眼科学講
座), 石子 智士, 木ノ内 玲子, 花
田 一臣, 守屋 潔, 林 弘樹, 三上
 大季, 吉田 晃敏 

日本遠隔医療学会
雑誌(1880-800X)10
巻1号 Page12-15(2
014.05) 

解説/
特集 

  

21 
201
5 

旭川医科大学が行う眼疾患に対
する緊急遠隔医療支援 

花田 一臣(旭川医科大学 医工連携
総研講座), 石子 智士, 守屋 潔, 
木ノ内 玲子, 三上 大季, 山口 
亨, 吉田 晃敏 

日本遠隔医療学会
雑誌(1880-800X)10
巻2号 Page145-148
(2014.09) 

原著論
文 

  

22 
201
3 

テレビ会議システムを用いた遠
隔てんかん専門外来の試み(第一
報) 

神 一敬(東北大学 大学院てんかん
学分野), 成田 徳雄, 板橋 尚, 加
藤 量広, 岩崎 真樹, 中里 信和 

てんかん研究(0912
-0890)30巻2号 Pag
e408(2012.09) 

会議録
/症例
報告 

  

23 
201
3 

テレビ会議システムで東日本大
震災の被災地を結んだ遠隔てん
かん外来 

中里 信和(東北大学 大学院てんか
ん学分野), 神 一敬, 成田 徳雄 

日本遠隔医療学会
雑誌(1880-800X)8
巻2号 Page137-138
(2012.09) 

原著論
文 

  

24 
201
4 

テレビ会議システムによる遠隔
てんかん外来 

成澤 あゆみ(気仙沼市立病院 脳神
経外科), 成田 徳雄, 冨永 悌二, 
岩崎 真樹, 神 一敬, 中里 信和 

脳神経外科ジャー
ナル(0917-950X)23
巻2号 Page136-141
(2014.02) 

原著論
文 

  

25 
201
3 

テレビ会議システムを用いた遠
隔てんかん専門外来の試み(第一
報) 

神 一敬(東北大学 大学院てんかん
学分野), 成田 徳雄, 板橋 尚, 加
藤 量広, 岩崎 真樹, 中里 信和 

てんかん研究(0912
-0890)30巻2号 Pag
e408(2012.09) 

会議録
/症例
報告 

  

26 
201
3 

テレビ会議システムで東日本大
震災の被災地を結んだ遠隔てん
かん外来 

中里 信和(東北大学 大学院てんか
ん学分野), 神 一敬, 成田 徳雄 

日本遠隔医療学会
雑誌(1880-800X)8
巻2号 Page137-138
(2012.09) 

原著論
文 
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27 
201
4 

テレビ会議システムによる遠隔
てんかん外来 

成澤 あゆみ(気仙沼市立病院 脳神
経外科), 成田 徳雄, 冨永 悌二, 
岩崎 真樹, 神 一敬, 中里 信和 

脳神経外科ジャー
ナル(0917-950X)23
巻2号 Page136-141
(2014.02) 

原著論
文 

  

28 
201
2 

COPD HOT患者の在宅モニタリン
グに基づくテレナーシングの急
性増悪とQOL改善効果 ランダム
化比較試験 

亀井 智子(聖路加看護大学), 山本
 由子, 中山 優季, 蝶名林 直彦, 
西村 直樹, 辻 洋介 

日本呼吸ケア・リハ
ビリテーション学
会誌(1881-7319)21
巻Suppl. Page224s
(2011.10) 

会議録   

29 
201
5 

COPD在宅酸素療法患者を対象と
したテレナーシングとガイドラ
イン開発 

亀井 智子(聖路加看護大学), 山本
 由子, 中山 優季, 蝶名林 直彦 

日本呼吸ケア・リハ
ビリテーション学
会誌(1881-7319)24
巻3号 Page362(201
4.12) 

会議録   

30 
201
4 

COPD HOT患者のためのテレナー
シング実践ガイドラインの開発 

亀井 智子(聖路加看護大学), 山本
 由子, 中山 優季 

日本呼吸ケア・リハ
ビリテーション学
会誌(1881-7319)23
巻Suppl. Page130s
(2013.09) 

会議録   

40 
201
1 

慢性閉塞性肺疾患(COPD)で在宅
酸素療法(HOT)を受ける患者に対
するテレナーシング実践の費用
対効果の検討 

亀井 智子(聖路加看護大学), 山本
 由子, 梶井 文子, 中山 優季, 亀
井 延明, 辻 洋介, 穴田 幸雄, 相
羽 大輔, 昼間 国夫 

日本遠隔医療学会
雑誌(1880-800X)6
巻2号 Page133-135
(2010.09) 

原著論
文/ラ
ンダム
化比較
試験 

比較研
究 

41 
201
2 

COPD IV期の在宅酸素療法患者を
対象としたテレナーシング実践
 トリガーポイントによる在宅
モニタリングデータの検討 

亀井 智子(聖路加看護大学), 山本
 由子, 梶井 文子, 中山 優季, 亀
井 延明, 穴田 幸雄, 辻 洋介, 相
羽 大輔 

日本遠隔医療学会
雑誌(1880-800X)7
巻2号 Page179-182
(2011.10) 

原著論
文/比
較研究 

比較研
究 

42 
201
1 

COPD在宅酸素療法実施者への在
宅モニタリングに基づくテレナ
ーシング実践の急性増悪および
再入院予防効果 ランダム化比
較試験による看護技術評価 

亀井 智子(聖路加看護大学), 山本
 由子, 梶井 文子, 中山 優季, 亀
井 延明 

日本看護科学会誌
(0287-5330)31巻2
号 Page24-33(201
1.06) 

原著論
文/ラ
ンダム
化比較
試験 

比較研
究 

43 
201
3 

ICTを活用した地域連携 在宅慢
性呼吸不全患者のためのテレナ
ーシングの実践的導入とガイド
ライン作成 

亀井 智子(聖路加看護大学) 

日本医療マネジメ
ント学会雑誌(1881
-2503)14巻Suppl. 
Page158(2013.06) 

会議録   

44 
201
3 

老年学における新たな展開 注
目される最近の動き 高齢者看護
の新たな展開 高齢在宅療養者
へのテレナーシングの活用と効
果 

亀井 智子(聖路加看護大学) 

日本老年医学会雑
誌(0300-9173)50巻
Suppl. Page5(201
3.05) 

会議録   

45 
201
5 

慢性閉塞性肺疾患患者のテレホ
ーム・モニタリングによるテレナ
ーシングに関する研究のシステ
マティック・レビューとメタ分析
(Systematic review and meta-a
nalysis of studies involving 
telehome monitoring-based tel
enursing for patients with ch
ronic obstructive pulmonary d
isease)(英語) 

Kamei Tomoko(St Luke's College 
of Nursing, Gerontological Nurs
ing), Yamamoto Yuko, Kajii Fumi
ko, Nakayama Yuki, Kawakami Chi
haru 

Japan Journal of 
Nursing Science(1
742-7932)10巻2号 
Page180-192(2013.
12) 

原著論
文/メ
タアナ
リシス 

  

46 
201
5 

将来の在宅ケアのための情報・通
信技術(Information and commun
ication technology for home c
are in the future)(英語) 

Kamei Tomoko(St Luke's College 
of Nursing, Gerontological Nurs
ing) 

Japan Journal of 
Nursing Science(1
742-7932)10巻2号 
Page154-161(2013.
12) 

総説   
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図1 A001 再診料 

 
 
図2 B001-3 生活習慣病管理料 
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遠隔診療の研究手法についての文献考察 
 

研究分担者 鈴木亮二 
東北大学病院臨床研究推進センター 

 
                                           

 研究要旨  
遠隔診療を普及していくためにはエビデンスを蓄積していく必要があるが、何をどのように評価
して蓄積していったらよいか指標がなく、研究者の手探りといった状況にある。今回は、先行研
究における研究手法についてまとめ、遠隔診療を評価する指標について考察することを目的とし
た。先行研究を調査した結果、遠隔診療の研究手法は観察・介入・調査票による比較対照試験で
あった。また、有効な評価指標は、緊急受診回数、計画診療継続率、急性憎悪発症率、再入院
率、処方箋発行数であった。遠隔診療は小規模な診療所等で実施されることが多く、今回の研究
結果で得られた有効評価指標を求める症例研究結果を蓄積し、システマティックレビューのよう
な形でエビデンスを構築していく必要があるのではないかと考えられた。 

    

 Ａ．研究目的        
１．背景 
  遠隔診療を普及していくためにはエビデンス
を蓄積していく必要があるが、何をどのように
評価して蓄積していったらよいか指標がなく、
研究者の手探りといった状況にある。 

 
２．研究概況  
  1997年12月24日の厚生労働省通知「情報通信
機器を用いた診療（いわゆる「遠隔診療」につ
いて」が出される以前は、喘息患者を対象とし
た喘息テレメディスンシステムや、地域住民を
対象とした自動血圧計を用いた科研費によらな
い研究が試みられた。 

  2000年代に入り、厚生労働省科研費による脳
血管患者、がん患者や在宅酸素療法（HOT）に
よる研究が行われるようになった。 

  また、2011年3月31日の厚生労働省通知「情
報通信機器を用いた診療（いわゆる「遠隔診
療」について（1997年）」の再改定が出されて
から、在宅患者、心不全、在宅持続陽圧療法
（CPAP)、疾患を特定しない患者で厚生労働省
科研費による研究が行われた。 

 
３．目的 
  今回は、厚生労働省科研費等による先行研究
における研究手法についてまとめ、遠隔診療を
評価する指標について考察することを目的とし
た。 

 
４．意義と期待成果 
  先行の遠隔診療の研究手法をまとめることに
よって、有効指標と有効でない指標を求めるこ
とができ、今後のエビデンスを蓄積する際の評
価指標の参考にすることができる。 

 
 

Ｂ．研究方法 
１．平成29年度の研究項目と手法 
 遠隔診療形態、研究概要等を抽出する研究手法
フェースシート（附表1）を作成し、厚生労働科
学研究費等による遠隔診療の代表的研究につい
て、文献を調査してシート項目に記述した。 
次にシートをDo to P (Doctor to patient)、D

 to N to P (Doctor to Nurse to Patient)、N t
o P (Nurse to Patient)に分類し、それぞれの領
域における研究手法をまとめた。 
 
（倫理面への配慮）   
 文献考察なので、倫理面への配慮は必要としな
い。 

 
Ｃ．研究結果 
１．Do to P 
 

表１ Do to Pの研究手法 
項目 内容 

対象 在宅医療受診患者・心不全・HO
T・CPAP 

研究手法 観察や介入による比較対照試
験・アンケート 

診療形態 診療・モニタリング 
対象技術 Skype等のTV電話・遠隔モニタリ

ング（体重・血圧・脈拍・PSG・
CPAP）・等 

有効指標 再入院率・移動時間 
有効でな
い指標 

患者QOL（SF36）・介護者QOL  
（BIC11）  
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２．D to N to P 
 

表2  D to N to Pの研究手法 
項目 内容 

対象 喘息・脳血管患者・がん患者・
疾患特定なし 

研究手法 介入や調査票による比較対照試
験 

診療形態 看護師による患者指導・遠隔診
療併用・看護師の在宅訪問時に
おける医師の指導 

対象技術 喘息テレメディスンシステム・
遠隔診療専用機器「医心伝信」
「万事万端」・Skype等のTV電
話・携帯電話・等 

有効指標 緊急受診回数・計画診療継続
率・処方箋発行 

有効でな
い指標 

入院回数・診断確定時間・画像
診療と電話診療の比較 

その他 対象部位撮影のルーチン化必要 
 
３．N to P 
 

表3 N to Pの研究手法 
項目 内容 

対象 HOT・地域住民 
研究手法 介入やアンケートによる比較対

照試験 
診療形態 テレナーシングシステムによる

データのトリアージ・血圧モニ
タリング 

対象技術 テレナーシングシステム・TV電
話・ホームドクターうらら・等 

有効指標 急性増悪発症率・費用対効果
比・血圧値 

有効でな
い指標 

なし 

 
4.考察 
先行研究を調査した結果、遠隔診療の研究手法

は観察・介入・調査票による比較対照試験であっ
た。また、有効な評価指標は、緊急受診回数、計
画診療継続率、急性憎悪発症率、再入院率、処方
箋発行数であった。 
比較対照試験は、遠隔診療群と対照群を設定す

る比較的大規模な調査方法であることから、倫理
審査委員会を持たない診療所等においては計画し
にくい研究と考えられる。 
遠隔診療は小規模な診療所等で実施されること

が多く、大規模調査は難しいと考えられるので、
今回の研究結果で得られた有効評価指標を求める
症例研究結果を蓄積し、システマティックレビュ
ーのような形でエビデンスを構築していく必要が
あるのではないかと考えられた。 
また、QOL、診断確定時間、画像診療と電話診

療の比較は有効指標ではなかったので、今後遠隔
診療の臨床研究計画に参考になると考えられた。
さらに今後、統一的、かつ、効率的な遠隔診療を
行うために、対象部位撮影のルーチンを決める等
のガイドラインを決める必要があると考えられ
た。 

 
Ｄ.健康危険情報 
 文献考察なので、健康に危険を及ぼすことはな
い。 
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附表 1 研究手法フェースシート 
項目 内容 

研究対象 
（疾病、診療手法他） 

  

遠隔
医療
形態 

遠隔からの指導 
（蓄積通信） 

  

遠隔からの指導 
（カンファレンス） 

  

遠隔から医師の 
指導と診察 

  

遠隔から看護師の指
導と診察 

  

遠隔からの診察   

遠隔モニタリング
（通院間隔伸張） 

  

他   

研究
概要 

事例報告・介入・ 
観察・アンケート 

  

前向き・後ろ向き・
他 

  

対象者・非対象者   
比較対照有無 
（例：対面患者・ 
既存技術） 

  

対象技術   
エンドポイント   
結果（概要）   

倫理審査   

その他   

研究組織   

研究時期   

研究資金   

その他   
引用   
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附表 2 D to P（2010 年多施設研究-1） 

項目 内容 
研究対象 
（疾病、診療手法他） 

外来で在宅医療を受けている患者 

遠隔 
医療 
形態 

遠隔からの指導 
（蓄積通信） 

－ 

遠隔からの指導 
（カンファレンス） 

－ 

遠隔から医師の 
指導と診察 

遠隔診療 

遠隔から看護師の指導
と診察 

－ 

遠隔からの診察 － 

遠隔モニタリング 
（通院間隔伸張） 

－ 

他 － 

研究 
概要 

事例報告・介入・観
察・アンケート 

観察 

前向き・後ろ向き・他 前向き 

対象者・非対象者 

対象者：1）20 歳以上の患者、2）外来で在宅医療を受けている患者、3）本試験
の参加に関して同意が文書で得られた患者 
非対象者：1）遠隔診療が不能な症例、2）開始時に 3 カ月以内に訪問診療が終了
予定の症例 
遠隔群（遠隔診療＋対面診療）60 例、対照群（対面診療）68 例 

比較対照有無 
（例：対面患者・ 
既存技術） 

2群比較試験 

対象技術 
iPhone4、iPad、パーソナルコンピューター、通信ソフトとして skype、Viewsend 
online 

エンドポイント 

・プライマリ：1 回の診療における実診療時間の割合の平均値（実診療時間／
（実診療時間＋ 1件当たりの移動時間））とした。1 件当たりの移動時間は、そ
の日の訪問診療に費やした全移動時間を訪問件数で除した値 
・セカンダリ：患者自己記入式のQOL 調査（SF-36）の総得点、患者家族記入式の
QOL 調査（BIC-11）の総得点、イベント発症率、入院率、死亡率 

結果（概要） 

遠隔群 417 件（対面 252 件、遠隔 165 件）、対照群 230 件。実診療時間は、遠隔
群は診療 8.4 ± 5.2 分、対面診療 12.6 ± 8.9 分、対照群 10.8 ± 9.9 分で、
遠隔診療時間が両群の対面診療時間より有意に短かった。1 件あたりの移動時間
は遠隔群の対面診療が 10.9 ± 0.6 分、対面群が 11.9 ± 6.8 分で統計学的に有
意差を認めなかった。1 回の遠隔診療で平均 10.9 分の移動時間が軽減。患者 QOL
（SF-36）の 3 ヶ月間の総得点の変化、患者家族 QOL（BIC-11）の 3 ヶ月間の総得
点の変化は両群間で統計学的に有意差を認めなかった。イベント発生数は遠隔群
109 回、対面群 76 回で、イベント発症率は遠隔群 20.4％、対面群 21.9％で統計
学的に有意差を認めなかった。入院率は遠隔群 8.3％、対面群 7.5％で統計学的に
有意差を認めなかった。また、死亡率は遠隔群 1.6％、対面群 0％で統計学的に有
意差を認めなかった 

倫理審査 群馬大学医学部で一括申請 

その他 － 

研究組織 
利根中央病院、群馬大学医学部、香川大学医学部、岐阜大学大学院、兵庫県立大
学大学院、小笠原内科、太田病院 

研究時期 2011 年 1月～2012 年 3月 

研究資金 
厚生労働科学研究費補助金「遠隔医療技術活用に関する諸外国 
と我が国の実態の比較調査研究」 



厚生労働行政推進調査事業（地域医療基盤開発推進研究事業） 
平成29年度総括研究報告書 

108 
 

その他 

訪問診療患者は病状が固定している慢性疾患患者や癌末期患者のことが多く、訪
問診療導入時に全身状態が把握されているため、遠隔診療の併用による弊害は少
ないと思われた。しかし本研究では、データ記載を現場の訪問診療医に依頼した
ことと、記載方法が複雑であったことより、解析時に欠損データを多数認めた。
加えて、すでに遠隔診療を行っている施設があり、本研究のために遠隔診療を中
止することは臨床上好ましくないことより、遠隔群と対面群の振り分けを現場に
依頼した。その結果遠隔群で総訪問回数が多いなどのバイアスが入り信頼性の低
い検討結果となってしまった。 

引用 
郡隆之、他、訪問診療における遠隔診療の事象発生、移動時間、QOL に関する症
例比較多施設前向き研究、日本遠隔医療雑誌、9(2)、110-113、2013 
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附表 3 D to P（2010 年多施設研究-2） 

項目 内容 

研究対象 
（疾病、診療手法他） 

外来で在宅医療を受けている患者 

遠
隔 
医
療 
形
態 
 

遠隔からの指導 
（蓄積通信） 

－ 

遠隔からの指導 
（カンファレンス） 

－ 

遠隔から医師の指導 
と診察 

遠隔診療 

遠隔から看護師の指導
と診察 

－ 

遠隔からの診察 － 

遠隔モニタリング 
（通院間隔伸張） 

－ 

他 － 

研
究
概
要 

事例報告・介入・観察・
アンケート 

観察 

前向き・後ろ向き・他 前向き 

対象者・非対象者 19 施設、遠隔群 60 例、対面群 68 例 

比較対照有無 
（例：対面患者・既存技
術） 

2群比較試験、対面診療＋遠隔診療（遠隔群）、対面診療群（対照群９ 

対象技術 iPhone4、iPad、パーソナルコンピューター、通信ソフトとして skype、Viewsend 
online 

エンドポイント 主要的評価項目は、患者 QOL 調査の SF36 とした。副次的評価項目は、介護者 QOL 
調査（BIC11）、医療者の移動時間、イベント発生率、イベント検知時の患者状況、
イベント間の日数 

結果（概要） 患者数は遠隔、非遠隔を問わず、がん患者以外が少なかった。がんでは、遠隔群の
診療回数が多く、訪問（対面）回数でも対照群の倍の 93 件ある。一方で非がんで
は、訪問に限ると対照群の 364 回より少ない 302 回の診療回数となる。がん・遠
隔群は 1 ヶ月あたり訪問 4 回・遠隔診療 1 回、非がん・遠隔群で訪問 2 回・遠隔
診療 1 回程度となる。 

倫理審査 群馬大学医学部で一括申請 

その他 SF36 はがんと非がんの間での明白な差は見られない。また遠隔群と対照群でも大
きな差は見られない。BIC11 は非がん、遠隔群・対照群、時期による明白な傾向が
見られない。平均訪問間隔で、疾病に関わらず遠隔群は短い。がんで 7 日以内、非
がんで 10 日間程度となる。これに対して対照群はがんも非がんも14 日間程度と
なる。 

研究組織 利根中央病院、群馬大学医学部、香川大学医学部、岐阜大学大学院、兵庫県立大学
大学院、山梨大学医学部 

研究時期 2011 年 5月 1日～12月 31日 

研究資金 厚生労働科学研究費補助金「遠隔医療技術活用に関する諸外国 
と我が国の実態の比較調査研究」 

その他 SF36 が在宅患者の QOL 評価に適さない点がある。 

引用 長谷川高志、他、訪問診療における遠隔診療の効果に関する多施設前向き研究、日
本遠隔医療雑誌、8(2)、205-208、2013 
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附表 4 D to P（2010 年多施設研究-3） 

項目 内容 

研究対象（疾病、診療手法
他） 

外来で在宅医療を受けている患者 

遠
隔
医
療
形
態 

遠隔からの指導 
（蓄積通信） 

－ 

遠隔からの指導 
（カンファレンス） 

－ 

遠隔から医師の指導と
診察 

－ 

遠隔から看護師の指導
と診察 

－ 

遠隔からの診察 － 

遠隔モニタリング 
（通院間隔伸張） 

－ 

他 － 

研
究
概
要 

事例報告・介入・観察・
アンケート 

アンケート 

前向き・後ろ向き・他 前向き、後ろ向き、アンケート 

対象者・非対象者   
比較対照有無 
（例：対面患者・既存技
術） 

  

対象技術   
エンドポイント   

結果（概要） ・社会的必要性、遠隔医療の研究者・医療者 197 名に調査用紙の配布、109 名（55％）
からの回答を得た。また患者では協力施設の患者 1539 名に調査用紙を配布して、
939 名（61％）の回答を得た。双方で各々50％以上が実施や受診を希望する回答を
得た。 
・安全性、遠隔群 37 名、対照群 31 名の登録を得て、その各々の患者の診療経過を、
研究班よりの調査票に転記して貰い、そのデータから①計画診療、予定外診療の頻
度と内容（重症度）の比較、② Kaplan-Meier 法による計画診療継続率の双方を分
析した。それによれば、両群に大きな差異がなく、安全性があることが示唆された。・
有効性、調査対象施設は 20（継続中 1 施設を含む）、対象患者数は登録全体で 154 
人、第二回集計を終えたものが 128 人（遠隔群 60 名、対象群 68 名）となってい
る。QOL や有害事象発生率では両群に大きな差異は見られなかった。 

倫理審査 群馬大学医学部で一括申請 

その他 今後のために、遠隔医療の評価手法を確立する必要がある。現時点では、医療アク
セスの質と量を測定する尺度、医療者の満足度（職務遂行の意欲？）、患者の医療ア
クセスに関する QOL の各々の計量が十分でなかった可能性があると考えられる。 

研究組織 主任研究者 酒巻哲夫（群馬大学）・ 分担研究者 石塚達夫（岐阜大学）、森田浩之
（岐阜大学）、岡田宏基（香川大学）、柏木賢治（山梨大学）、斎藤勇一郎（群馬大学）、
郡隆之（利根中央病院）・ 研究協力 患者アンケート施設（33）、後ろ向き研究施設
(7)、前向き研究施設(19)、研究者(7)・ 研究事務局 米澤麻子（㈱ＮＴＴデータ経
営研究所）、岩澤由子（群馬大学）、長谷川高志（群馬大学） 

研究時期 2010 年度から 2011 年度 

研究資金 厚生労働科学研究費補助金「遠隔医療技術活用に関する諸外国と我が国の実態の比
較調査研究」 

その他 診療報酬化を目指すならば、厚生労働省関係部局、各種会議や団体の意志決定の俎
上に乗る材料を揃える必要がある。必要な課題は、①社会的必要性があること、②
遠隔診療が安全であること、③診療上の有効性があること、それらを定量的に示す
ことが重要である。遠隔医療については、既に多くの研究が実施されているが、研
究デザイン上の問題や、サンプルが少ないことなどエビデンスレベルが高くない 8) 

引用 長谷川高志、他、遠隔医療における多施設研究について、日本遠隔医療雑誌、8(1)、
29-33、2013 
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附表 5 D to P（心不全-1） 
項目 内容 

研究対象（疾病、診療手法
他） 

心不全 

遠
隔
医
療
形
態 

遠隔からの指導 
（蓄積通信） 

－ 

遠隔からの指導 
（カンファレンス） 

－ 

遠隔から医師の指導と
診察 

－ 

遠隔から看護師の指導
と診察 

－ 

遠隔からの診察 － 

遠隔モニタリング 
（通院間隔伸張） 

○ 

他 － 

研
究
概
要 

事例報告・介入・観察・
アンケート 

介入 

前向き・後ろ向き・他 前向き 

対象者・非対象者   

比較対照有無 
（例：対面患者・既存技
術） 

  

対象技術 介入試験開始後は訪問看護師、介護福祉士により体重測定、飲水・服薬管理を行い、
在宅医療担当クリニックの医師に毎日報告されるシステムを構築した。 

エンドポイント 在宅医療従事者を中心としたチーム医療による在宅心不全管理により、再入院率お
よび入院期間の減少と恋スト削減が得られるかを検証する 

結果（概要） 現在、27人の慢性心不全患者が登録されている。平均年齢は 71歳、観察期間は平均
5か月。心不全憎悪による再入院率は、介入時の方が有意に低いことが明らかになっ
た（P=0.015)。 

倫理審査 北海道大学病院自主臨床研究審査 

その他   
研究組織   

研究時期 平成 25年 12月から平成 25年現在 

研究資金 厚生労働科学研究費補助金（長寿科学総合研究事業） 
その他   

引用 野出孝一、慢性心不全の ICT による遠隔モニタリング（HOMES-HF)、循環制御、33(2)、
80-82、2012 
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附表 6 D to P（心不全-2） 

項目 内容 

研究対象（疾病、診療手法
他） 

心不全 

遠
隔
医
療
形
態 

遠隔からの指導 
（蓄積通信） 

－ 

遠隔からの指導 
（カンファレンス） 

－ 

遠隔から医師の指導と
診察 

－ 

遠隔から看護師の指導
と診察 

－ 

遠隔からの診察 － 

遠隔モニタリング 
（通院間隔伸張） 

○ 

他 － 

研
究
概
要 

事例報告・介入・観察・
アンケート 

介入 

前向き・後ろ向き・他 前向き 

対象者・非対象者 対象者：急性心不全か急性代償性心不全で 30 日以内に退院した 20 代以上で、New 
York Heart Association functional class Ⅱ-Ⅲ。非対象者：ペースメーカー等装
着者、透析者等。2年間で 420 人の患者を目標とする。 

比較対照有無 
（例：対面患者・既存技
術） 

通常ケアにおいて automated physiological monitoring system を使用して比較。
年齢（65歳以下、上）、左心室駆出分画（LVEF)（30%以下、上）、虚血性心疾患歴有
無でバイアス調整。医師は退院教育行い、毎日の体重測定を勧めた。 

対象技術 automated physiological monitoring system (体重、血圧、脈拍）をからだカルテ
（タニタ）にインターネット経由で送信する。モニタリングセンターで常勤看護師
が毎日モニタリング。体重、血圧、脈拍が規定値を超えたら看護師が医師に連絡す
る。医師は患者に電話して、処方変更や再入院手続きを行う。 

エンドポイント プライマリ：全死因の死亡と心不全悪化の再入院。セカンダリ：全死因の死亡、心不
全による死亡、心血管起因の再入院、心不全悪化の再入院、症状悪化、医療費、LVEF
悪化、等 

結果（概要） プライマリエンドポイントの HR（全死因の死亡と心不全悪化による再入院）はテレ
モニタリンググループは 0.6、通常ケアグループは 0.3 と先行研究から想定してい
る。全サンプルサイズは 420 例で 2年間登録し、1年間フォローアップする。 

倫理審査 臨床試験登録システム UMIN-CTR 

その他   

研究組織 研究代表者：野出孝一、佐賀大学医学部循環器内科・教授 
研究時期 2013 年 8月～2014 年 8月 

研究資金 厚生労働科学研究費補助金（長寿科学総合研究事業） 

その他   

引用 Norihiko Kotooka, Home  telemonitoring study for Japanese patients with 
heart failure (HOMES-HF): protocol for a multicentre randomised controlled 
trial, BMJ Open , 2013, 3, e002972 
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附表 7 D to P（CPAP-1） 

項目 内容 

研究対象（疾病、診療手法
他） 

在宅酸素（HOT)と在宅持続陽圧（CPAP) 

遠
隔
医
療
形
態 

遠隔からの指導 
（蓄積通信） 

－ 

遠隔からの指導 
（カンファレンス） 

－ 

遠隔から医師の指導と
診察 

－ 

遠隔から看護師の指導
と診察 

－ 

遠隔からの診察 ○ 

遠隔モニタリング（通
院間隔伸張） 

－ 

他   

研
究
概
要 

事例報告・介入・観察・
アンケート 

アンケート 

前向き・後ろ向き・他 前向き 
対象者・非対象者 日本呼吸器学会認定施設・関連施設 885 施設には、CPAP 診療と HOT 診療の両方のア

ンケートを、日本睡眠学会認定医療機関 100 施設には、CPAP 診療のアンケートのみ
を郵送した 

比較対照有無 
（例：対面患者・既存技
術） 

  

対象技術   
エンドポイント CPAP ならびに HOT 診療において、特に対面診療間隔と遠隔モニタリングに着目し、

その診療実態と意識に関してアンケート調査を実施し、本邦での診療の現状把握と
整理、分析を行い、さらに問題点を明確にしていく 

結果（概要） 日本睡眠学会認定医療機関 361 施設（885 施設中、回収率 40.8%）から回答が得られ
た。CPAP については 86385 名、HOT については 19800 名の受診状況が明らかになっ
た。現状では CPAP は約 7 割、HOT は約 9割が毎月受診されていることが明らかにな
ったが、適切な環境の元では約 7 割の施設が間隔を開けての受診が可能であるとの
判断されていた。 

倫理審査 京都大学大学院医学系研究科・医学部附属病院の倫理委員会 

その他 遠隔医療を導入した場合の CPAP 運用例（医療点数例）を提示し、3か月受診は困難
ですか？に 289 施設（74.1％）がいいえと回答。遠隔医療を導入した場合の HOT 運
用例（医療点数例）を提示し、3か月受診は困難ですか？に 211 施設（60.5％）がい
いえと回答。 

研究組織 研究協力者：小賀徹、京都大学大学院医学研究科呼吸管理睡眠制御学講座 
分担研究者：酒巻哲夫、群馬大学名誉教授 
研究代表者：陳和夫、京都大学大学院医学研究科呼吸管理睡眠制御学講座 

研究時期 2016 年度 

研究資金 厚生労働科学研究補助金（地域医療基盤開発推進研究事業） 

その他 受診間隔延長に関しては、CPAP 患者に関しては可能、HOT 患者でも、重症な患者が
いるので CPAP ほどではないが、でも可能であると多くの施設は考えていることが分
かった。ただやはり、間隔が延長されると再診料がとれなくなる問題や、患者側で
も１ 回の支払いが増えると困る場合があることの指摘や、また、クリニックや診療
所は平均点数があがると個別指導の対象になることがあるという切実な意見もみう
けられ、大規模病院だけの主導では賛同は得られないと感じさせられた。また遠隔
医療に関しても、とにかく医療者側の問題は、遠隔にしたときのデータチェックや
管理、カルテ記載、患者連絡などに伴う労力負担を、だれが負うのかを懸念する意
見が最多であった。 
 

引用 小賀徹、他、日本呼吸器学会認定施設・関連施設ならびに日本睡眠学会認定医療機
関における CPAP と HOT 診療に関するアンケートの集計結果報告、厚生労働科学研究
補助金（地域医療基盤開発推進研究事業）分担研究報告書、27-36、2017 
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附表 8 D to P（CPAP-2） 

項目 内容 

研究対象（疾病、診療手法
他） 

在宅酸素（HOT)と在宅持続陽圧（CPAP) 

遠
隔
医
療
形
態 

遠隔からの指導 
（蓄積通信） 

－ 

遠隔からの指導 
（カンファレンス） 

－ 

遠隔から医師の指導と
診察 

－ 

遠隔から看護師の指導
と診察 

－ 

遠隔からの診察 － 

遠隔モニタリング（通
院間隔伸張） 

○ 

他   

研
究
概
要 

事例報告・介入・観察・
アンケート 

介入 

前向き・後ろ向き・他 前向き 
対象者・非対象者 下記 
比較対照有無 
（例：対面患者・既存技
術） 

１．実証研究「遠隔モニタリングシステムを用いた在宅酸素療法の対面診療間隔の
検討」：終日 HOT 施行中の慢性呼吸不全患者を対象に、介入群 2 月ごとの対面診療
に遠隔モニタリングを併用、対照群（毎月の対面診療）の２群によるランダム化対
照試験を行う。酸素濃縮器の１ 日あたりの平均使用時間を主要評価項目とする非劣
性試験であり、予定人数は各群 50名、計 100 名、研究期間は 4月間である。 
２．実証研究「遠隔モニタリングシステムを用いた CPAP 療法の対面診療間隔の検
討」：CPAP 療法施行中の睡眠時無呼吸症候群患者を対象に、介入群1（ 3月ごとの対
面診療に遠隔モニタリングを併用)、介入群 2(3 月ごとの対面診療)、対照群 3(毎月
の対面診療)の 3 群による RCT を行う。1 日 4 時間以上の CPAP 使用率を主要評価
項目とする非劣性試験であり、予定人数は各群 150 名、計 450 名、研究期間は 6 月
間である。 

対象技術   
エンドポイント 「遠隔モニタリングシステムを利用することで、在宅酸素療法（HOT）および持続陽

圧管理（CPAP)療法に関する外来対面診療間隔を延長しながら、治療アドヒアランス
を維持することができる」ことを証明する 

結果（概要） 2017 年 3月１日の時点で 5 施設で研究が開始されており、登録患者数は HOT 実証研
究が 5 名、CPAP 実証研究が 260 名である。 

倫理審査 京都大学大学院医学系研究科・医学部附属病院の倫理委員会 
その他   

研究組織 研究分担者：平井豊博、京都大学大学院医学研究科呼吸器内科学 
半田知宏、京都大学大学院医学研究科呼吸器内科学 
森田智視、京都大学大学院医学研究科医療統計生物情報学 
坪井知正、国立病院機構南京都病院呼吸器科 
桂秀樹、東京女子医科大学八千代医療センター呼吸器内科 
千葉伸太郎、東京慈恵医科大学耳鼻咽喉科学 
研究協力者：谷澤公伸、京都大学大学院医学研究科呼吸管理睡眠制御学 
研究代表者：陳和夫、京都大学大学院医学研究科呼吸管理睡眠制御学 

研究時期 2016 年度 

研究資金 厚生労働科学研究補助金（地域医療基盤開発推進研究事業） 

その他 2018 年 4 月までにはすべての施設で研究が終了し、結果の解析が可能になる見込
みである。これらの多施設共同研究を通じて、HOT および CPAP における遠隔モニタ
リングと受診期間に関して、エビデンスの作成が期待される 

引用 平井豊博、遠隔モニタリングシステムを用いた在宅酸素療法、在宅持続陽圧療法の
対面診療間隔の検討厚生労働科学研究補助金（地域医療基盤開発推進研究事業）分
担研究報告書、43-45、2017 
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附表 9 D to P（CPAP-3） 

項目 内容 

研究対象（疾病、診療手法
他） 

在宅酸素（HOT)と在宅持続陽圧（CPAP) 

遠
隔
医
療
形
態 

遠隔からの指導 
（蓄積通信） 

－ 

遠隔からの指導 
（カンファレンス） 

－ 

遠隔から医師の指導と
診察 

－ 

遠隔から看護師の指導
と診察 

－ 

遠隔からの診察 － 

遠隔モニタリング（通
院間隔伸張） 

○ 

他   

研
究
概
要 

事例報告・介入・観察・
アンケート 

文献考察 

前向き・後ろ向き・他 後ろ向き 
対象者・非対象者   

比較対照有無 
（例：対面患者・既存技
術） 

  

対象技術 同時性遠隔医療 
- 遠隔診察（Skype などを用いたリアルタイム診察） 
非同時性遠隔医療 
- 電子メッセージ(電話診察の代わりとしての email など) 
- 遠隔モニタリング（PSG や CPAP データへの遠隔アクセスなど）� 
- 自動ケアや自己管理（治療アドヒアランスに応じた自動フィードバックシステム
など） 

エンドポイント 現状までに発表されている CPAP,HOT の遠隔医療の効果などについて文献的考察を
行う 

結果（概要） １．CPAP（13 報） 
9 報のランダム化比較試験のうち 5 報で治療アドヒアランスの向上が達成されてい
る（うち 2 報は有意差はないがトレンドあり）。また、費用対効果を検証したランダ
ム化比較試験では、通院費用の減少と仕事時間の確保による生産性低下の抑制によ
って、遠隔医療群で費用対効果が改善された。2 報において治療指導に要した時間
も短縮したことが示されているが、1 報ではデータの解析のため診療時間が増加し
た。 
2.HOT（12 報） 
これまでランダム化比較試験が 5-6 報告されているが、この 2 点のいずれにおいて
も遠隔医療の有効性は一貫していない。1.基礎疾患・重症度、2.何を遠隔医療の目
的とするか、3.遠隔医療の対照となる「通常診療」が何であるか、4.どの範囲までを
医療コストとして計算するか、などで遠隔医療の有効性の捉え方が変わると思われ
る。 

倫理審査 京都大学大学院医学系研究科・医学部附属病院の倫理委員会 
その他 海外からの文献上は本邦においても遠隔医療が可能であると考えられた 

研究組織 研究分担者：富井啓介、神戸市立医療センター中央市民病院呼吸器内科 
研究代表者：陳和夫、京都大学大学院医学研究科呼吸管理睡眠制御学 

研究時期 2016 年度 

研究資金 厚生労働科学研究補助金（地域医療基盤開発推進研究事業） 

その他   

引用 富井啓介、他、在宅酸素療法、在宅持続陽圧療法に対する遠隔医療の文献的考察、厚
生労働科学研究補助金（地域医療基盤開発推進研究事業）分担研究報告書、107-111、
2017 
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附表 10 D to P（CPAP-4） 
項目 内容 

研究対象（疾病、診療手法
他） 

在宅酸素（HOT)と在宅持続陽圧（CPAP) 

遠
隔
医
療
形
態 

遠隔からの指導 
（蓄積通信） 

－ 

遠隔からの指導 
（カンファレンス） 

－ 

遠隔から医師の指導と
診察 

－ 

遠隔から看護師の指導
と診察 

－ 

遠隔からの診察 － 

遠隔モニタリング 
（通院間隔伸張） 

○ 

他 － 

研
究
概
要 

事例報告・介入・観察・
アンケート 

アンケート 

前向き・後ろ向き・他 前向き 
対象者・非対象者 HOT に関しては COPD・喘息・肺癌・間質性肺炎・肺高血圧症の専門外来診療を行っ

ているスタッフ 9 人に、CPAP に関しては睡眠時無呼吸外来を行っている 5人のスタ
ッフにアンケートを行った。 

比較対照有無 
（例：対面患者・既存技
術） 

  

対象技術   

エンドポイント   
結果（概要） HOT 患者(191 名)のほとんど(97%)が毎月受診をしており、間隔をあけるのは困難と

いう意見が多かった。理由としては大学病院という性質上、重症な症例・不安定な
病状の患者が多く、間隔をあけることが困難なうえ、病状の評価は電話のみでは正
確にとらえることが困難と考えられた。一方、CPAP(331 名)に関しては、既に 8割近
くの患者で間隔をあけた受診を行っており、遠隔診療は可能と考えられた。 

倫理審査 京都大学大学院医学系研究科・医学部附属病院の倫理委員会 

その他 「遠隔医療の質を確保するために、医師の基準を設けたほうがいい。CPAP なら呼吸
器専門医・睡眠認定医など」という意見が認められた。 

研究組織 研究分担者：巽浩一郎、千葉大学大学院医学研究院呼吸器内科学 

研究時期 2016 年度 

研究資金 厚生労働科学研究補助金（地域医療基盤開発推進研究事業） 

その他   
引用 巽浩一郎、千葉大学附属病院における HOT および CPAP の実態調査アンケート、厚

生労働科学研究補助金（地域医療基盤開発推進研究事業）分担研究報告書、107-111、
2017 
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附表 11 D to N to P（喘息） 

項目 内容 

研究対象（疾病、診療手法
他） 

中等症以上の喘息患者 

遠
隔
医
療
形
態 

遠隔からの指導 
（蓄積通信） 

－ 

遠隔からの指導 
（カンファレンス） 

－ 

遠隔から医師の指導と
診察 

外来診察時にデータとナースからの報告を治療に反映する 

遠隔から看護師の指導
と診察 

データに基づき、看護計画に沿って電話と資料送付による継続的患者指導 

遠隔からの診察 － 

遠隔モニタリング（通
院間隔伸張） 

－ 

他 － 

研
究
概
要 

事例報告・介入・観察・
アンケート 

介入 

前向き・後ろ向き・他 前向き 

対象者・非対象者 試験群 24名（男性 16名、女性 8名、54.2±14.3 歳）、対照群 26名（男性 7名、女
性 19名、51.5±14.9 歳） 

比較対照有無 
（例：対面患者・既存技
術） 

非盲検比較対照試験（試験群：喘息テレメディスンシステム ESR10」、対照群：ナー
スによる初期教育、機械式 PEM（ピークフローメーターと日記を用いた喘息管理） 

対象技術 喘息テレメディスンシステム ESR10（帝人株式会社）、データ記録、送信機能を持つ
ピークフローメーター、看護師による電話を用いた個別指導 

エンドポイント 緊急受診回数、ADL 

結果（概要） 緊急受診回数は試験群で開始前 11.5±13.8 回から開始後 4.6±11.0 回で有意に減
少。ADL スコア（10 項目、40 点満点）、試験群で実施前 13.4±11.1 点から実施後
7.1±6.7 点で有意な改善。肺機能測定率とデータ送信率が良好な 14例で、PEF の有
意な改善。入院回数は試験群・対照群でともに減少したが、有意差なし。 

倫理審査 文章により同意を得た 

その他 入院回数の低減効果が期待される 

研究組織 昭和大学、同愛記念病院、木原病院 

研究時期 1998 年頃 

研究資金 帝人の協力 

その他   

引用 國分二三男他、喘息テレメディスンシステムのハイリスクグループに対する有用性
の検討、アレルギー48(7)、700-712,1999 
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附表 12 D to N to P（脳血管障害・がん患者-1） 

項目 内容 

研究対象（疾病、診療手法
他） 

7 施設から脳血管障害あるいはがん患者 67 名が登録された。訪問診療のみの群（対
照群）36 名と遠隔診療を併用した群（遠隔診療群）31 名の診療記録を調査し、計
画診療と予定外診療について解析 

遠
隔
医
療
形
態 

遠隔からの指導 
（蓄積通信） 

－ 

遠隔からの指導 
（カンファレンス） 

－ 

遠隔から医師の指導と
診察 

－ 

遠隔から看護師の指導
と診察 

－ 

遠隔からの診察 遠隔診療を併用 

遠隔モニタリング（通
院間隔伸張） 

遠隔診療は一部の訪問診療の代わりに用いられた 

他   

研
究
概
要 

事例報告・介入・観察・
アンケート 

調査票記入 

前向き・後ろ向き・他 後ろ向き 

対象者・非対象者 脳血管疾患は 5 施設 38 名、がんは 4 施設 29 名、合計 67 名の患者登録。脳血管
障害患者では遠隔診療群 24 名、対照群 14 名。がん患者では遠隔診療群 12 名、対
照群 17 名 

比較対照有無 
（例：対面患者・既存技
術） 

訪問診療などの対面診療に加え遠隔診療を行った患者を「遠隔診療群」、対面診療だ
けを行った患者を「対照群」 

対象技術 「医心伝信」「万事万端」などの遠隔診療専用機器、FOMA などの携帯電話、パソコ
ンと web カメラによるテレビ通話（Skype）など 

エンドポイント 在宅の患者が受ける計画的な診療と緊急に必要となった診療の関係についての解析
である。 

結果（概要） 遠隔診療群と対照群の間には調査期間に有意差はなかったが、がんでは脳血管疾患
と比較すると有意に調査期間が短かった（P=0.0001）。計画的な訪問診療は平均 1.8 
回、遠隔診療は平均 0.5 回、予定外の訪問診療は平均 0.3 回であった。脳血管疾患
患者では、遠隔診療群の計画診療のうち訪問診療＋訪問看護が平均9.6 回、計画的
な遠隔診療が平均 5.2 回であった。脳血管疾患の対照群においては、計画診療は平
均 13.6 回であった。一方、がん患者では計画診療の回数が脳血管疾患よりも 2 ～ 
3 回多く、上記の内訳はそれぞれ平均 11.4 回、8.4 回、16.1 回であった。予定外
診療や入院の回数は、両疾患とも遠隔診療群と対照群で差が見られなかった。遠隔
診療群と対照群では計画診療継続率に差は見られなかった。脳血管疾患とがんを分
けて分析した結果、脳血管疾患に比べがんでは計画診療間の日数が短いことが分か
った。がん患者では遠隔診療群の方が対照群に比して計画診療継続率が高い
（P<0.005）との統計学的結果を得た。 

倫理審査 記述なし 

その他 脳血管疾患・がん患者とも、遠隔診療群と対照群では、予定外診療や入院・死亡の頻
度、観察打ち切りまでの日数、さらに、がん患者では死亡までの診療回数にいずれ
も遠隔診療群と対照群の間に統計的に差がなかったことは、遠隔診療の安全性を示
唆するデータである。看取りを目的とした診療の場合、死亡日が近くなると、遠隔
診療併用から訪問診療だけに切り替えている傾向があることもわかった。 

研究組織 1) 岐阜大学大学院医学系研究科総合病態内科学 2) 香川大学医学部医学教育学3) 
兵庫県立大学大学院応用情報科学研究科 4) 利根中央病院外科5) 山梨大学大学院
医学工学総合研究部地域医療学 6) 群馬大学医学部附属病院循環器内科 
7) 群馬大学医学部附属病院医療情報部 8) 信州大学医学部附属病院 9) 太田病
院 10) 東京医科大学 11) 株式会社 NTT データ経営研究所 

研究時期 2006 年 4 月から 2010 年 3 月まで 
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研究資金 厚生労働省科学研究費補助金研究「遠隔医療技術活用に関する諸外国と我が国の実
態の比較調査研究」 

その他   

引用 森田浩之、他、在宅脳血管疾患・がん患者を対象とした遠隔診療 
−多施設後ろ向き症例対照研究−、日本遠隔医療学会雑誌、7(1)、39-44、2011 
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附表 13 D to N to P（脳血管障害・がん患者-2） 

項目 内容 

研究対象（疾病、診療手法
他） 

遠隔医療に関する、有識者と患者へのアンケート調査 

遠
隔
医
療
形
態 

遠隔からの指導 
（蓄積通信） 

－ 

遠隔からの指導 
（カンファレンス） 

－ 

遠隔から医師の指導と
診察 

－ 

遠隔から看護師の指導
と診察 

－ 

遠隔からの診察 － 

遠隔モニタリング 
（通院間隔伸張） 

ー 

他   

研
究
概
要 

事例報告・介入・観察・
アンケート 

アンケート 

前向き・後ろ向き・他 後ろ向き 

対象者・非対象者 有識者：1983 年から 2010 年の医学中央雑誌から執筆件数の多い有識者を順に 197 
名抽出（専門性の高い診療手法に関わる研究者を調査対象としてしぼった）、患者：
全国 33 医療機関の協力を得て、その医療機関に受診した患者（外来・在宅）および
家族に調査票を配布した。（1583 部） 

比較対照有無 
（例：対面患者・既存技
術） 

  

対象技術 イラスト 2種類、TV 電話機器を看護師が携えて患者宅に訪問し遠隔診療を行うもの
（以下「TV 電話型」、TV 電話とバイタル計測装置を病院から貸与され、在宅からデ
ータを送信しながら遠隔診療を受けるもの（以下「生体モニタリング併用型」 

エンドポイント 在宅の遠隔診療（D to P）の実施事例について国内におけるニーズ調査を行い、我
が国の医療政策として生かしうる要点を明らかにする。 

結果（概要） 有識者アンケート（有効回答者数：109 名）：3 名の有識者が遠隔診療の経験ありと
答えた。対象疾患は広範囲にわたり、最多は「在宅酸素療法患者（10 名）」、次いで
「難病（6名）」「がん（6 名）」。遠隔診療の実施意向：「ぜひ実施したい」「どちらか
といえば実施したい」を併せて、TV 電話型 56 名（51.3%）、生体モニタリング併用
型 60 名（55.0%）。遠隔診療の利点：遠隔診療実施経験者（23 名）による回答では、
「患者の満足度の向上」が 16 名、「患者とのコミュニケーションの向上」が 13 名、
「遠方の患者への対応」および「患者の状態の維持・改善」が各 12名であった。遠
隔診療の不安点：遠隔診療実施経験者（23 名）による回答では「故障等による中断」
「時間外の対応」「スケジュール調整の困難さ」「設備費・維持費の高さ」が各 10 名
であった。患者アンケート（有効回答者数：939 名）：受診の際に困っていること：
「通院時間がかかること」が 278 名（29.6%）と最も多く、次いで「医療機関までの
交通手段が少ないこと」が 120 名（12.8%）、遠隔診療受診経験：「現在受診中」が 24 
名（2.6%）、「過去に受診経験あり」が 34 名（3.6%）、「受診経験無し」が 858 名
（91.4%）。遠隔診療利用意向：「ぜひ利用したい」「どちらかといえば利用したい」を
併せて、TV 電話型では 550 名（58.6%）、生体モニタリング併用型では526 名（56.0%）。
遠隔診療の利点（受診経験の有無にかかわらない）：「通院時間の節約」が 562 名
（59.9%）、「体力負担の軽減」が 537 名（57.2%）、「顔が見えて安心する」が 426 名
（45.4%）。遠隔診療の不安点（受診経験の有無にかかわらない）：「正確な診断に不
安」が 423 名（45.0%）、「緊急時対応に不安」が 401 名（42.7%）、「操作の困難さ」
が 344 名（36.6%） 

倫理審査 記述なし 

その他   
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研究組織 1) ㈱ＮＴＴデータ経営研究所 2) 東京医科大学 3) 群馬大学医学部附属病院 
4) 群馬大学医学部 

研究時期 2010 年 7 月から 2010 年 8 月まで 

研究資金 厚生労働省科学研究費補助金研究「遠隔医療技術活用に関する諸外国と我が国の実
態の比較調査研究」 

その他 在宅医療の枠組みの中で、訪問看護師との連携、訪問診療との併用でカバーできる
ことが大半であることが明らかになった。つまりニーズは高く、問題の多くも解決
がつくことが明らかになった。回線費用のみが課題として残っている。 

引用 米澤麻子、遠隔診療のニーズに関する研究、日本遠隔医療学会雑誌、7(1)、57-62、
2011 
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附表 14 D to N to P（脳血管障害・がん患者-3） 

項目 内容 

研究対象（疾病、診療手法
他） 

研究動向調査 

遠
隔
医
療
形
態 

遠隔からの指導 
（蓄積通信） 

－ 

遠隔からの指導 
（カンファレンス） 

－ 

遠隔から医師の指導と
診察 

－ 

遠隔から看護師の指導
と診察 

－ 

遠隔からの診察 － 

遠隔モニタリング 
（通院間隔伸張） 

ー 

他   

研
究
概
要 

事例報告・介入・観察・
アンケート 

  

前向き・後ろ向き・他 他 

対象者・非対象者 医学中央雑誌で検索できる研究論文では、キーワード「遠隔医療」「TV 電話」「IT 在
宅医療」のいずれかを持つ研究報告の投稿について、1990 年度以降から検索結果が
存在する。検索された論文について、題目、文中キーワード、抄録の内容から、臨床
（疾病や診療方法、診療報酬化に近いもの）、検査（テレラジオロジー、テレパソロ
ジーを含む）、その他（技術、解説、もしくは診療報酬の非対象など）に分類して、
この各分類の件数や比率で研究動向を評価した。 

比較対照有無 
（例：対面患者・既存技
術） 

  

対象技術   

エンドポイント 遠隔医療の研究全般に関する動向を調査して、医療政策の立案に対して、どのよう
な位置づけにあったか、明らかにすることを目的 

結果（概要） 遠隔医療の投稿件数が少ない 2000 年頃から最近まで、臨床的内容、疾病に関する診
療手法に関わる投稿件数の比率は、2 割～ 3 割の中で推移しており、診療報酬化へ
寄与する可能性のある研究件数は、この範囲に留まっている。 比較試験や比較研究
は、4115 件中の 44 件である。臨床でさらに細目を区分すると、在宅、検査、救急、
健診が多く、各々27%、23%、10％、9% である。 

倫理審査 記述なし 

その他 
 

研究組織 1) 群馬大学医学部 2) 群馬大学医学部附属病院 

研究時期 2010 年 

研究資金 厚生労働省科学研究費補助金研究「遠隔医療技術活用に関する諸外国と我が国の実
態の比較調査研究」 

その他   

引用 長谷川高志、他、遠隔医療の研究動向の研究、日本遠隔医療学会雑誌、7(1)、52-56、
2011 

 
  



厚生労働行政推進調査事業（地域医療基盤開発推進研究事業） 
平成29年度総括研究報告書 

123 
 

 
附表 15 D to N to P（疾患特定なし-1） 

項目 内容 

研究対象（疾病、診療手法
他） 

対象疾病特定なし 

遠
隔
医
療
形
態 

遠隔からの指導 
（蓄積通信） 

－ 

遠隔からの指導 
（カンファレンス） 

－ 

遠隔から医師の指導と
診察 

看護師が在宅訪問時に体調異常を発見した際に、医師の指示を受けて早期に対処を
行う 

遠隔から看護師の指導
と診察 

－ 

遠隔からの診察 － 

遠隔モニタリング 
（通院間隔伸張） 

－ 

他 － 

研
究
概
要 

事例報告・介入・観察・
アンケート 

介入 

前向き・後ろ向き・他 多施設前向き臨床試験 

対象者・非対象者 テレビ電話診療群 29名、対照群 20名（2017 年 3月 15日） 

比較対照有無 
（例：対面患者・既存技
術） 

音声のみの電話連絡もしくは施設に戻った後の報告による診断確定 

対象技術 テレビ電話 

エンドポイント 診断確定時間の定量的な差、予定外診察回数の差、医師・看護師の満足度、次回診察
種類（訪問、往診、外来等）及び予定・予定外の区別、患者 QOL（RQ5D-5L)、発生イ
ベントに関する情報（種類、重症度）、診療時間長 

結果（概要） 診療回数（テレビ電話 81件、対照群 60件）、薬効への評価は薬の増減や発生頻度が
低く、診断確定時間を評価指標にした。テレビ電話を用いる対象数、症例数が多か
った 

倫理審査 群馬大学医学部附属病院臨床試験審査委員会で全施設分を一括審査、UMIN-CTL 登録 

その他 音声のみの報告ならば、施設に戻った後で十分なので行なわなかった 

研究組織 ① 秋田厚生連由利組合総合病院（秋田県由利本荘市）② 内田病院（群馬県沼田市） 
③ 美原診療所（群馬県伊勢崎市）④ つくばハートクリニック（茨城県つくば市） 
⑤ 篠崎クリニック（岡山県岡山市）⑥ 日南市立中部病院（宮崎県日南市） 
⑦ 宮上病院（鹿児島県徳之島町） 

研究時期 2016 年 12 月 1日～2017 年 3月 31日 

研究資金 厚生労働行政推進調査事業 

その他   

引用 長谷川高志、他、在宅患者のための遠隔診療、多施設前向き臨床試験のプロトコル
と試験、日本遠隔医療学会雑誌、13(1)、12-15、2017 

 
  



厚生労働行政推進調査事業（地域医療基盤開発推進研究事業） 
平成29年度総括研究報告書 

124 
 

 
附表 16 D to N to P（疾患特定なし-2） 

項目 内容 

研究対象（疾病、診療手法
他） 

対象疾病特定なし 

遠
隔
医
療
形
態 

遠隔からの指導 
（蓄積通信） 

－ 

遠隔からの指導 
（カンファレンス） 

－ 

遠隔から医師の指導と
診察 

看護師が在宅訪問時に医師が必要な場合、遠隔診療を行い、処方箋や処置等の指示
を受ける（D to N to P) 

遠隔から看護師の指導
と診察 

－ 

遠隔からの診察 － 

遠隔モニタリング 
（通院間隔伸張） 

－ 

他 － 

研
究
概
要 

事例報告・介入・観察・
アンケート 

介入 

前向き・後ろ向き・他 多施設前向き臨床試験 

対象者・非対象者 画像群 22名、対照群 11名 

比較対照有無 
（例：対面患者・既存技
術） 

電話の音声のみの診断 

対象技術 テレビ電話 

エンドポイント プライマリエンドポイント（指示確定時間）、セカンダリエンドポイント（医師から
の指示や指導のしやすさ、看護師からの報告のしやすさ）、EQ-５D-５L、イベント情
報（種類、重症度） 

結果（概要） 遠隔診療は 71 件／158 件（45%）、診察時間は音声診療より画像診察が長い。QOL は
画像群、対照群で一定（水泡処置、褥瘡処置、咽頭熱対処で軽減事例有）、139 件／
158 件（88%）で緊急度は低かった。155 件（98%）で軽症。入院に至った 3例は画像
群。遠隔診療で処方発行は 16件／20件（80%） 

倫理審査 群馬大学医学部附属病院臨床試験審査委員会で全施設分を一括審査、UMIN-CTL 登録 

その他 遠隔診療は緊急入院の精度向上につながる（診断確定時間短縮は有効指標ではな
い）、音声診療は在宅医療では利用価値が低い。看取り、呼吸器疾患による緊急入院、
褥瘡の管理などの個別エピソード。 

研究組織 ① 秋田厚生連由利組合総合病院（秋田県由利本荘市）② 内田病院（群馬県沼田市） 
③ 美原診療所（群馬県伊勢崎市）④ つくばハートクリニック（茨城県つくば市） 
⑤ 篠崎クリニック（岡山県岡山市）⑥ 日南市立中部病院（宮崎県日南市） 
⑦ 宮上病院（鹿児島県徳之島町） 

研究時期 2016 年 12 月 1日～2017 年 3月 31日 

研究資金 厚生労働行政推進調査事業 

その他 画像診察と電話診察を比較する試験スキームは、臨床試験に向いた手法ではなく、
研究室の仮想環境での試験方法と考えられる。ガイドライン化検討① 在宅医療は緊
急性・重症度が高くない事例が大半であり、それに即した評価尺度が求められる。
② 緊急度や重症度の高い患者急変等の介入に使える。③ 画像による遠隔診療で処
方せん発行は多く場合に可能で、有害事象も少ない。④ 対象部位撮影（画像の作り
方）のルーチン化が必要である。 

引用 長谷川高志、他、在宅患者のための遠隔診療、多施設前向き臨床試験、結果概況、日
本遠隔医療学会雑誌、13(2)、84-87、2017 
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附表 17 N to P（テレナーシング-1） 

項目 内容 

研究対象（疾病、診療手法
他） 

慢性閉塞性肺疾患（COPD）により、24時間在宅酸素療法（HOT)を行っている者（東
京都・神奈川県内 8医療機関、１訪問看護ステーション） 

遠
隔
医
療
形
態 

遠隔からの指導 
（蓄積通信） 

－ 

遠隔からの指導 
（カンファレンス） 

－ 

遠隔から医師の指導と
診察 

－ 

遠隔から看護師の指導
と診察 

データのトリアージ、日常生活指導、薬物指導、テレメンタリング（対応が必要な患
者に電話連絡、テレビ電話による観察） 

遠隔からの診察 － 

遠隔モニタリング 
（通院間隔伸張） 

－ 

他 － 

研
究
概
要 

事例報告・介入・観察・
アンケート 

介入 

前向き・後ろ向き・他 前向き 

対象者・非対象者 介入群 16名（75.1±6.6 歳）、コントロール群 13名（77.9±7.5 歳） 

比較対照有無 
（例：対面患者・既存技
術） 

  

対象技術 テレナーシングシステム（端末）・自動読取装置（データトリアージ、テレメンタリ
ング）、パルスオキシメータ、血圧計をインターネット経由でセンターに送信 

エンドポイント 介入前後の病状変化、診療報酬・非憎悪率による費用対効果比 

結果（概要） ・開始前は介入群が平均入院回数、平均在院日数が有意に高かった。・テレナーシン
グ提供期間（3か月）で入院者は差なし。・憎悪、憎悪兆候はコントロール群が多い。・
費用対効果比、増分費用効果比は介入群の方が高かった 

倫理審査 所属大学研究倫理審査委員会承認、各協力機関の研究倫理審査委員会承認 

その他   

研究組織 聖路加看護大学、東京都神経科学総合研究所、明星大学理工学部、他 

研究時期 3か月間 
研究資金 平成 19～21年度科研費基盤研究（B)、平成 21年度厚労省科研費、平成 21年度看護

科学会研究助成金 

その他   

引用 亀井智子、慢性閉塞性肺疾患（COPD)で在宅酸素療法（HOT)を受ける患者に対するテ
レナーシング実践の費用対効果の検討、日本遠隔医療学会雑誌、6(2)、133-135、2010 
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附表 18 N to P（テレナーシング-2） 

項目 内容 
研究対象（疾病、診療手法
他） 

慢性閉塞性肺疾患（COPD）により、24時間在宅酸素療法（HOT)を行っている者（関
東近郊在住、医療機関通院又は訪問を受けている患者） 

遠
隔
医
療
形
態 

遠隔からの指導 
（蓄積通信） 

－ 

遠隔からの指導 
（カンファレンス） 

－ 

遠隔から医師の指導と
診察 

－ 

遠隔から看護師の指導
と診察 

データのトリアージ、日常生活指導、薬物指導、テレメンタリング（対応が必要な患
者に電話連絡、テレビ電話による観察） 

遠隔からの診察 － 

遠隔モニタリング 
（通院間隔伸張） 

－ 

他 － 

研
究
概
要 

事例報告・介入・観察・
アンケート 

アンケート（開始時と終了時） 

前向き・後ろ向き・他 前向き 
対象者・非対象者 介入群 12名 

比較対照有無 
（例：対面患者・既存技
術） 

  

対象技術 テレナーシングシステム（端末）・自動読取装置（データトリアージ、テレメンタリ
ング）、体温計、パルスオキシメータ、血圧計、ピークフローメーター等を貸与 

エンドポイント   

結果（概要） ・調査期間中に再入院 3 例。・トリガー該当割合は再入院の有無で有意差有、・医師
への報告電話は再入院有で有意差有 

倫理審査 所属大学研究倫理審査委員会承認、各協力機関の研究倫理審査委員会承認 
その他 再入院となった例は全員病期Ⅳで最重症 

研究組織 聖路加看護大学、東京都神経科学総合研究所 

研究時期 3か月間 

研究資金 平成 19～21年度科研費基盤研究（B)、平成 21年度厚労省科研費、平成 21年度看護
科学会研究助成金 

その他   

引用 山本由子、亀井智子、他、テレナーシング看護モニターセンターにおける在宅 HOT 患
者のテレナーシング時間と内容の検証－ランダム化比較試験介入群 12 例の報告か
らー、日本遠隔医療学会雑誌、6(2)、136-138、2010 
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附表 19 N to P（テレナーシング-3） 

項目 内容 

研究対象（疾病、診療手法
他） 

慢性閉塞性肺疾患（COPD)Ⅳ期（最重症） 

遠
隔
医
療
形
態 

遠隔からの指導 
（蓄積通信） 

－ 

遠隔からの指導 
（カンファレンス） 

－ 

遠隔から医師の指導と
診察 

トリガーポイントは医師に相談し、患者個別に設定 

遠隔から看護師の指導
と診察 

日々の受信データをテレナースが確認、トリガーポイントの確認。トリガーポイン
トの場合はプロトコルに従い、電話、テレビ電話により看護保険対応を行い、看護
記録、医師報告。 

遠隔からの診察 － 

遠隔モニタリング 
（通院間隔伸張） 

－ 

他 － 

研
究
概
要 

事例報告・介入・観察・
アンケート 

介入 

前向き・後ろ向き・他 前向き 

対象者・非対象者 （COPD)Ⅳ期 20 名（76.0±7.0 歳）、4名再入院で中断 

比較対照有無 
（例：対面患者・既存技
術） 

－ 

対象技術 テレナーシングシステム、血圧他データ読み取り装置（酸素飽和度、血圧、脈拍、睡
眠、淡の喀出、食欲、歩行、排便、尿量、浮腫、身体の痛み等）1日 1回通信、トリ
ガーポイント設定でアラート 

エンドポイント トリガー該当日の在宅モニタリングの特性、データの因子構造を示すことを目的 

結果（概要） テレナーシング期間 27～396 日（平均 117.1 日）、トリガー該当日と非該当日で有意
差（酸素飽和度、脈拍数、最低血圧、ピークフロー、修正版 Borg Scale、睡眠、痰
喀出、食欲、歩行、排便、尿量、浮腫、身体の痛み）。因子「呼吸・歩行困難感」と
「総合自己体調評価（VAS)」は負の相関、因子「不快症状」と総合自己体調評価（VAS)」
は正の相関 

倫理審査 所属大学、協力研究機関の研究倫理審査委員会承認 

その他 筆者の先行研究、ランダム化比較試験。テレナーシングを受けた群が急性増悪の発
症率が 32.9%減少。 

研究組織 聖路加看護大学、東京都医学研究機構、明星大学理工学部、他 

研究時期 2009 年 6月から 2011 年 3月 

研究資金 文部科学省科学研究費補助金 

その他   

引用 亀井智子、他、COPD Ⅳ期の在宅酸素療法患者を対象としたテレナーシング実践－
トリガーポイントによる在宅モニタリングデータの検討－、日本遠隔医療学会雑誌、
7(2)、179-182、2010 
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附表 20 N to P（健康モニタリング） 

項目 内容 

研究対象（疾病、診療手法
他） 

地域住民 348 名（男性 165 名、女性 183 名、68.2±11 歳） 

遠
隔
医
療
形
態 

遠隔からの指導 
（蓄積通信） 

－ 

遠隔からの指導 
（カンファレンス） 

－ 

遠隔から医師の指導と
診察 

月 1回医師のコメントをつけた健康指導サービスを郵送 

遠隔から看護師の指導
と診察 

毎日確認し、異常時に医師に報告 

遠隔からの診察 － 

遠隔モニタリング（通
院間隔伸張） 

－ 

他 － 

研
究
概
要 

事例報告・介入・観察・
アンケート 

アンケート 

前向き・後ろ向き・他 前向き 

対象者・非対象者 1)血圧 284 名（84%）、2)アンケート 296 名（85%）、 

比較対照有無 
（例：対面患者・既存技
術） 

－ 

対象技術 ホームドクターうらら（自動血圧計、簡易心電計（第一誘導のみ））、2500 円/月 

エンドポイント 血圧値、主観的評価、健康意識の向上、安心感、有用性、WTP（支払意志額） 

結果（概要） 1)収縮期・拡張期血圧において利用後期が利用前期に比較して有意に血圧低下、2)
①属性：慢性疾患 242 名（82%）、高血圧症 134 名（45%）、②主観的評価、健康意識
の向上：あり 205 名（70%）、安心感：あり 175 名（60%）、有用性：非常に役立つ 180
名（62%）、③WTP（支払意志額）平均 4,172 円 

倫理審査 記述なし 

その他 － 
研究組織 岩手医科大学内科学第 2講座、岩手県釜石市医療法人楽山会 

研究時期 平成 6年 4月から平成 14年 11月まで 

研究資金 記述なし 

その他   

引用 １．大坂英道、鎌田弘之、ユーザ属性と身体的心理的効果および経済的指標から見
たホームテレケアシステムの評価、岩手医誌 55(5)、323-331、2003 
２．大阪英道、鎌田弘之、他、ホームテレケアの効果とユーザー特性の関連の検討、
医療情報学、22(Suppul)、257-258、2002 
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新たな遠隔診療、個別の対象調査の研究 
 

研究代表者 長谷川高志 
日本遠隔医療協会 

                                           
 研究要旨  
高いエビデンスレベルの先行研究等で拾えない、新しい課題や研究対象を抽出した。これまで遠隔診療のエ
ビデンスとして、遠隔診療単体の診断能や治療成績が問われてきたが、様々な診療や職種が連携するバリュ
ーチェーンとしての連携診療モデルとして、評価手法を更新することが期待される。新たな調査対象とし
て、Telestroke （脳卒中救急遠隔医療,心臓血管外科救急,遠隔ICU,放射線科医師以外のテレラジオロジー
（放射線画像診断）、職域も連携した糖尿病治療,CPAPの地域との連携診療,重度慢性心不全の地域での治療,
難病（一例としてHTLV-1関連脊髄症、HAM）,小児在宅医療、医療依存度の高い重症児の長期ケア,派遣医指
導,域外から退院患者フォローや在宅医療,軽度患者への喘息モニタリング,人工内耳の遠隔管理,家庭血圧のモ
ニタリング,モニタリングセンターの検討,遠隔精神科医療,認知症の地域ケア,アプリによる慢性疾患診療,ヒポ
クラ,遠隔作業療法、高次脳機能リハビリ,遠隔服薬指導による残薬管理,不妊治療,データベースによる診療支
援,データベースによる集団的診療,AIによる診断支援などを抽出して、情報を整理した。 

    
 Ａ．研究目的 
1. 背景 

遠隔診療の推進政策立案やロードマップ作りに
は、根拠を持つ研究や試行事例が欠かせない。し
かし遠隔診療の研究は歴史が浅く、手法等も確立
していない。本研究班全体では先行研究のサーベ
イ、診療行為一覧、研究手法のサーベイを行って
いる。しかし国内外の研究資産の蓄積は不十分で
あり、従来知見より未開拓の研究課題を発掘するこ
とは容易ではない。評価が未確定の研究やアイデ
アについて、十分な成果の蓄積を待つのは時間を
要しすぎて、ロードマップとして将来を方向付けるに
は役立たない。 

情報が不確実であり、情報源や評価が偏る恐れ
はあるが、本研究の先行研究１、２，３から受け継いだ
情報源等より、遠隔診療の今後の取り組み課題の
種子を調査した。 

平成29年度はアイデア等の素材となる情報の抽
出を行い、平成30年度に内容の充実を行う。初年
度の研究成果として、各種調査の概況を整理した。 

 
2. 調査対象 
（1）遠隔診療の定義 
本稿で扱う全ての対象を遠隔診療と呼ぶ。検討

対象にはテレラジオロジー（放射線画像診断）な
ど、直接に患者を診療しないものもあるが、医療
者や患者など人への支援手法（臨床課題や医学的
課題）を対象とする遠隔医療を全て「診療行為」
と扱い、遠隔診療と呼ぶ。情報連携・申し送り、
情報管理、教育・研修手法、機器や通信、センシ
ング技術など、「遠隔医療」が扱う範囲は広範だ
が、臨床課題のみを対象とする。たとえば遠隔医
療に関する標準化、情報共有システムの構造など
は臨床課題ではないので本研究の対象ではない。
臨床課題への関連性があれば、遠隔診療に関わる
診療報酬制度や医師法等の解釈なども、研究対象
とした。 

 

（2）遠隔診療の捉え方 
一人の医師が一人の患者について画像通信で診

察する遠隔診療（オンライン診療）の評価は、従
来形態の診療と対比され、メリットを示しにく
い。遠隔モニタリングなど「観察や介入頻度を増
強できる手法」以外の遠隔診療のメリットは小さ
い。本研究内の他の分担研究で得られた海外研究
事例でも、二群比較研究やシステマティックレビ
ューなど定量的評価を行った研究はモニタリング
を対象とするものが多い。遠隔診療単体の診断能
や治癒効果等に評価対象が狭まるためである。ま
た、定量的評価を重視しすぎれば、患者数の多い
疾病や診療手法しか研究対象にならない。アクセ
スの悪さが遠隔診療ニーズなので、患者数が多い
ことを必須要件とすれば、本来のニーズを切り捨
てる恐れがある。 
遠隔診療の有効性は直接の診断能だけでなく、

複数の医療行為や多職種の役割の連携により生み
出される新たな価値にあると考えられる。IT業界
や経営学上の“バリューチェーン”に相当する。
診断能など直接的効果の評価に留まる限り、アク
セス改善（僻地離島、ADLの低い患者、忙しい人
など）しか優位性を見出せないし、潜在的可能性
の過小評価となる。平成30年度診療報酬改定でDt
oP形態への評価が進んだが、評価が進まなかった
対象が多い。研究対象をDtoP形態に絞りこむべき
ではなく、DtoD形態の支援による新たな診療手
法を見出すべきである。そこで単純なDtoPだけで
なく、下記のようなDtoPやDtoDの複合体、複数
患者への扱いなど、遠隔診療自体の機能は高くな
くとも、つなぐ役割の大きい対象も評価した。 

 
① 遠隔診療を含めることで可能となる一連の診

療行為の総体 
② 一患者への診療にとどまらない手法 
③ これまで評価されていない連携形態 
④ データベース活用 
⑤ 関連職種や専門性の拡大 
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Ｂ．研究方法 
1. 手法 
①ヒヤリング 
新規情報や詳細が不明な場合は、訪問調査を行

い、一対一などの詳しい聞き取りを行った。 
②学術集会・研修会、各種会議等の聴講 
詳細調査は不要な場合などや、探索的調査では

聴講による情報収集を行った。 
③文献調査 
学術誌などから論文等による情報収集を行った。 

④ネット検索調査 
情報に学術誌ほどの権威は無いが、新規性の高

い情報について、インターネットを情報源とした。 
⑤再録情報 
本研究班の先行研究１，２，３で得られた情報の中

で、未発掘の課題を収集した。 
⑥研究班等の会議からの情報収集 
本研究班メンバーが研究分担者として所属して

いる研究班に参加した際の情報などを収集した。 
2. 情報の整理 
構造的調査用紙（表 1）を用いた。ヒヤリング、

聴講等について、非定形で情報収集したが、整理ス
キームとしては本調査用紙の構造に沿って進めた。 

 

 Ｃ．研究結果 
１． 結果 
(1) 分類項目 
各調査結果は、以下のカテゴリのいずれに相当す
るか分類した。 
① 救急、急性期 
② 慢性疾患と地域ケア・チーム医療 
③ 難病、重度疾患 
④ 研修・地域支援 
⑤ モニタリングとデバイス治療 
⑥ 精神科 
⑦ アプリ 
⑧ 異科支援 
⑨ 他職種の遠隔診療 
⑩ アクセスしにくい対象 
⑪ データベースの活用 
⑫ 人工知能 
 
(2) 調査結果一覧 
表２に25件の個別調査結果項目と分類を示した。 
(3) 調査結果一覧 
個別調査結果は各表3－1～26に示す。 
 
２． 考察 
(1) 扱った課題 

DtoP形態の再診や管理・指導についての単純診
察に関する課題は、オンライン診療として平成30
年度から診療報酬に収載されており、更なる高度
技術を伴うエビデンスは得られていないと考えら

れる。そこで本稿では扱わなかった。多くの先行
研究は本カテゴリに含まれ、新たな診療報酬化の
対象となりにくい。現在、保険請求できるオンラ
イン診療は、たいへん一般的な診療であり、重症
患者を対象とするか、地域ケア体制に有機的に取
り入れるなど、大きなレベルアップが無い限り、
今以上の報酬化は考えにくい。 
個別地域で実証すべき課題（各地の地域医療介

護総合確保基金等の事業で実施できる）も含めな
かった。多く地域で共通性が高く、診療報酬上の
評価に関する大きな変化を伴うものを対象とし
た。 
人工知能やEHRやPHRなどの活用を伴うもの

は、エビデンスレベルが非常に低い（まだ問題意
識が確定していない）ものも取り入れた。 

 
(2) 社会的課題 
単体の手法として治療効果が高くはないが、社

会的課題の緩和策として考えられることが多い。
関係する社会的課題を知らなければ、必要性が過
小評価される。本調査では下記課題に注目した。 

 
① 医師の働き方改革 
② 医療的ケア児の在宅医療 
③ 難病患者の地域ケア 
④ 心不全患者の緩和ケア 
⑤ 医師の偏在緩和（専門医不足地域の支援） 

 
(3) 遠隔診療の発展に伴う課題 
テレラジオロジーなど既に発展したもの、心臓

ペースメーカーモニタリングや睡眠時無呼吸症候
群のCPAP療法など今後の大きな発展が予測され
るものがある。遠隔診療の発展に伴い、より大規
模・多くの専門診療科が関わる医療形態を作るべ
きものも見受けられるようになった。モニタリン
グセンターなど、新たな運用体制の検討も必要と
なる。 
 
(4) 医師から医師への支援の評価 
高水準の技術が必要となる遠隔診療は、何らか

の意味でDtoD形態となる。DtoDは医師には最も
有用な遠隔診療形態と受け止められるが、互助の
元で負担の定量的評価が全く測られてこなかっ
た。結果としてテレラジオロジーやテレパソロジ
ー以外で指導や管理に関する診療報酬の評価が無
く、有用な遠隔診療の推進のネックとなる。異科
支援、研修・地域支援、域外から退院患者フォロ
ーや在宅医療などで事例が増えつつある。 

 
(5) EHR、PHR,データベースの活用 
特定のグループの患者の情報全体を扱うことで、
感染の早期発見、非常に長期の医療・ケアの継
続、地域全体の医療水準の底上げなどが可能にな
る。診療情報の長期管理や集団管理の有用性と維
持・運営の課題が存在する。難病や重度疾患など
の扱いを考える場となる。まだ検討が非常に不足
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している。次世代医療基盤法や改正個人情報保護
法なども関わると考えられる。さらに長期に巨大
データベースを維持・運営できる社会のあり方の
検討も必要となる。単に診療報酬収載を対象を拡
大するだけでなく、社会的な実施枠の検討が必要
となる。 
 
(6) 人工知能 
究極のDtoDである。人工知能の能力拡大（教

師データのフィード等）、解析結果の診療への活
用と安全性や責任など、多くの問題がある。 
 
(7) デバイス治療 
本研究で扱う中で、最も純粋なDtoP形態はデバ

イス治療であり、遠隔モニタリング・介入であ
る。睡眠時無呼吸症候群のCPAPなどに続くデバ
イスとして、難聴患者のQOLを向上し、院外（日
常生活）の中で聴覚をチューニングできる人工内
耳が貴重な候補である。通院間隔とQOLや治療効
果を評価できる。 
小児在宅は酸素吸入等のデバイスが欠かせず、

CPAPや在宅酸素療法などと同様のモニタリング
とコントロールが必要となる。 
アプリ治療も一種のモニタリングである。人工

知能を用いるとは限らないが、人工知能によるデ
バイス治療の効果と安全性など、最先端の課題が
多々含まれ、多様な研究による基盤固めが期待さ
れる。 
 
(8) 診療単体ではない評価 
遠隔診療単体の診断能や治療成績の評価は、遠

隔診療の潜在的能力の一部しか評価できない。単
体の遠隔診療は、その医療機能が地域で不足する
場合のみ有用だが、複数の施設や医療者（多職
種）の行為が一体として運用される診療行為（地
域ケア等）は元々いずれの地域でも確立途上であ
り、その要素として遠隔診療もICTも重要な基盤
となる。つまり地域ケアのような連携体制による
医療を、バリューチェーンと考えて、連携体のパ
ーフォマンスの評価手法を確立することが今後の
医療で重要になる。Amazonや楽天市場と対比す
るならば、商品データベース、検索エンジン、発
注システム、課金・決済システム、物流システ
ム、広告システムで一連のビジネスシステムが構
築される。検索エンジンのみの評価に相当するの
が、DtoPの遠隔診療に限定したエビデンス収集で
ある。まだ医療に於けるバリューチェーンの評価
方法は確立していないので、今後の重要な検討課
題である。 
 
Ｄ.健康危険情報 
 
なし 

Ｅ.参考文献 
 

[1] 遠隔診療の有効性・安全性の定量的評価
に関する研究（H27-医療-指定-017）,研
究年度 平成 27- 28(2015-16 年度),研究
代表者(所属機関) 酒巻 哲夫(群馬大学)   

[2] 遠隔医療の更なる普及・拡大方策の研究 
（H25-医療-指定-009）,研究年度 平成
25-26(2013-4)年度 研究代表者(所属機
関) 酒巻 哲夫(群馬大学)   

[3] 遠隔医療の更なる普及・拡大方策の検討の
ための調査研究 （H24-特別-指定-035）,
研究年度 平成 24(2012)年度 ,研究代表
者(所属機関) 酒巻 哲夫(群馬大学医学
部付属病院 医療情報部)   

  

Ｆ．知的財産権の出願・登録状況 
 1. 特許取得     無し（非対象） 
 2. 実用新案登録   無し（非対象） 
 3.その他       無し（非対象） 
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表１ 個別調査のフェースシート 
 

項目 内容 注記 

題目・名称   

社会的課題  疾病、 

医療上の課題   

対象者  特性、人数 

実施形態  誰から誰へ 

診療手法  プロセスやシステムも記述 

価値、有効性   

リスク、安全性   

実現上の課題  地域や施設の課題も含む 

現在の実施状況   

研究状況   

研究者   

参考文献・論文
等 

  

自由記述   

調査日時・場所   
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表２ 個別調査の一覧 

  題目 

救
急、
急性
期 

慢性
疾患
と地
域ケ
ア・
チー
ム医
療 

難
病、
重度
疾患 

研
修・
地域
支援 

モニ
タリ
ング
とデ
バイ
ス治
療 

精神
科 

アプ
リ 

異科
支援 

他職
種の
遠隔
診療 

アク
セス
しに
くい
対象 

デー
タベ
ース
の活
用 

人工
知能 

表３－１ 
Telestroke （脳卒中
救急遠隔医療 ◎                       

表３－２ 心臓血管外科救急 ◎                       
表３－３ 遠隔 ICU ◎                       

表３－４ 
放射線科医師以外のテ
レラジオロジー（放射
線画像診断） 

◎                       

表３－５ 
職域も連携した糖尿病
治療   ◎                 ○   

表３－６ 
CPAP の地域との連携診
療   ◎     ○     ○         

表３－７ 
重度慢性心不全の地域
での治療   ◎     ○     ○         

表３－８ 
難病（一例として
HTLV-1 関連脊髄症、
HAM） 

    ◎               ○   

表３－９ 
小児在宅医療、医療依
存度の高い重症児の長
期ケア 

    ◎   ○           ○   

表３－１０ 派遣医指導 ○     ◎       ○         

表３－１１ 
域外から退院患者フォ
ローや在宅医療 ○ ○   ◎       ○     ○   

表３－１２ 
軽度患者への喘息モニ
タリング   ○     ◎               

表３－１３ 人工内耳の遠隔管理         ◎               

表３－１４ 
家庭血圧のモニタリン
グ   ○     ◎               

表３－１５ 
モニタリングセンター
の検討   ○     ◎           ○   

表３－１６ 遠隔精神科医療           ◎             
表３－１７ 認知症の地域ケア   ○       ◎             

表３－１８ 
アプリによる慢性疾患
診療             ◎         ○ 

表３－１９ ヒポクラ         ○     ◎         

表３－２０ 
遠隔作業療法、高次脳
機能リハビリ                 ◎       

表３－２１ 
遠隔服薬指導による残
薬管理   ○             ◎       

表３－２２ 不妊治療                   ◎     

表３－２３ 
データベースによる診
療支援                     ◎   

表３－２４ 
データベースによる集
団的診療       ○             ◎   

表３－２５ AI による診断支援       ○               ◎ 
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表３－１ 個別調査（１） 
項目 内容 

題目・名称 Telestroke （脳卒中救急遠隔医療 

社会的課題 
高次救命施設が不足する地域の脳卒中患者のの救急医療を支援する。救命率や
後遺症の改善 

医療上の課題 

1． 手術まで出来なくとも、ｔPAを投与できる施設（Drip&Ship）の増加によ
り、救命率は向上できる。 

2． tPA投与の可否を高次施設からの遠隔医療（加増診断）による指導が可能 
3． 地域全体での効率的な専門医体制を実現できる。 

対象者 脳卒中の救急患者 

実施形態 
一次搬送施設（遠隔医療による指導でtPA投与までは可能な施設）への二次救
急施設（手術可能施設）のDtoD形態の指導 

診療手法 上述 

価値、有効性 
高次救急施設を県内に広く配置せずとも、救命率の向上や後遺症の軽減を実現
できる。 

リスク、安全性  

実現上の課題 

１． 遠隔医療体制構築（CT画像共有） 
２． 地域で一次～二次施設の役割分担と院内体制作り 
３． 救急体制（行政） 
４． 上記の運営費用 
５． 診療報酬等の財源確保（DtoDの有効性エビデンスの研究） 

現在の実施状況 山口県（山口大学）、徳島県（徳島大学～海部病院） 

研究状況 
１． 米国とドイツで救命できる地域や距離等の研究あり。 
２． 脳卒中GLで推奨 

研究者 
長谷川泰弘（聖マリアンナ医科大学） 
鈴木倫保（山口大学） 
影治照喜（徳島大学→海部病院） 

参考文献・論文等 

・Stroke2018（脳卒中学会大会）にてシンポジウム 
・長谷川泰弘.欧州型stroke unitと米国型stroke center.脳と循環 12(1): 25-2
8, 2007. 
・小幡 史明), 田畑 良, 影治 照喜.医療過疎地域における循環器領域での遠隔
診療支援システムの有用性.日本遠隔医療学会雑誌10巻2号 Page169-172(201
4.09) 
・厚生労働省健康局,第3回脳卒中に係るワーキンググループ. (2017年4月21
日),http://www.mhlw.go.jp/stf/shingi2/0000163073.html 
伊佐早健司, 櫻井謙三, 長谷川泰弘.Telestroke Network 導入の潜在需要と導
入の課題 - 静岡県におけるアンケート調査から,脳卒中 37(2): 83-88, 2015. 
脳卒中.~遠隔医療Telestrokeの展開~,MEDICAMENT NEWS (2146): 1-3, 2
014. 
・伊佐早健司, 櫻井謙三, 長谷川泰弘.O2-5-6 Telestroke Network構築の経済
的検討,神経治療学 31(5): 626-626, 2014. 
・長谷川泰弘.脳卒中の遠隔医療: Telestroke,脳と循環 18(3): 241-245, 2013. 
・伊佐早健司, 櫻井謙三, 長谷川泰弘.C-03 Telestroke導入時のHub, Spoke施
設が調整すべき要因-非専門医に対するアンケートから,神経治療学 29(5): 662
-662, 2012. 
・長谷川泰弘.血栓溶解療法の問題点と遠隔医療支援の可能性,神経治療学 28
(3): 245-249, 2011. 

自由記述 長谷川泰弘氏、鈴木倫保氏は脳卒中に係るワーキンググループ構成員 

調査日時・場所 
１．2017年11月30日 山口大学（鈴木氏、長谷川氏にヒヤリング） 
２．2018年1月24日 海部病院 影治氏にヒヤリング 
３．2018年3月16日 Stroke2018で関連シンポジウム 
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表３－２ 個別調査（２） 

項目 内容 

題目・名称 心臓血管外科救急 

社会的課題 
専門医不足による心臓血管外科救急体制の弱さ（医師負担も大）。 
二次搬送が必要な施設が多く、救命や後遺症抑制が難しい。 

医療上の課題 
１． 二次救急到着時の早期治療開始のため、一次救急施設か

らのCT画像の情報や一次施設での事前治療が重要。 
２． 二次施設の医師負担が大きい。 

対象者 動脈解離等の救急患者 

実施形態 一次搬送施設と二次救急施設（手術可能施設）の間のDtoD 

診療手法  

価値、有効性 
二次施設到着後の検査時間の短縮、一次施設での事前の治療の価
値大 

リスク、安全性  

実現上の課題 

１． 遠隔医療体制構築（CT画像共有） 
２． 地域で一次～二次施設の役割分担と院内体制作り 
３． 救急体制（行政も交えた体制構築） 
４． 運営費用として診療報酬等の創設（DtoDの有効性エビデンスの研

究） 

現在の実施状況 
総務省クラウド型EHR事業（2016年）、旭川医大を中心に留萌、
遠軽など６病院とのネットワーク 

研究状況 総務省事業は成功、心臓血管外科学会の多施設研究を計画中 

研究者 旭川医大 血管外科 東信良教授他 

参考文献・論文等  

自由記述 

医政局医事課に、東教授と旭川医大守屋特任教授が訪問・説明（2
017年12月、2018年2月） 
 
救急遠隔医療として、Telestrokeと相通じる点がある。 

調査日時・場所 2017年11月6日 
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表３－３ 個別調査（３） 

項目 内容 

題目・名称 遠隔ICU 

社会的課題 
地域の病院に配置する集中治療室医師の支援（専門医不足や偏在の
緩和） 

医療上の課題 医師の指導 

対象者 地域の病院のICU患者 

実施形態 指導医（大学病院等）と対象医（DtoDtoP） 

診療手法 
対象病院のICUシステムと指導病院のシステムをつなぎ、患者毎に
指導を受ける。評価システムによりハイリスク患者を予め捉える。 

価値、有効性  

リスク、安全性  

実現上の課題 

１．遠隔医療体制構築（指導施設・被指導施設のICU設備結合） 
２．一次～二次施設の役割分担と院内体制作り 
３．運営費用（診療報酬等の財源確保） 
４．DtoDの有効性エビデンスの研究 

現在の実施状況 米国では普及・展開中（DtoNtoP形態） 

研究状況 

日本国内の研究状況 
１． 横浜市立大学。横浜市医療局補助金事業 
２． 昭和大学等で研究 
３． 集中治療学会に遠隔ICU委員会発足、学会主導臨床試験を計画

中、医政局医事課と情報交換中 

研究者 

橋本 悟（京都府立医科大学附属病院）、野村 岳志(東京女子医科大学)、    
讃井 將満（自治医科大学附属さいたま医療センター）、大嶽 浩司（昭和大学病
院）、土井 研人（東京大学医学部附属病院）、高木 俊介（横浜市立大学附属病
院）  

参考文献・論文等 

Impact of Tele-ICU Coverage on Patient Outcomes: A Systematic
 Review and Meta-Analysis 
Lance Brendan Young1, PhD, MBA, et.al., 
https://www.ruralhealth.va.gov/docs/issue-briefs/Impact_of_Tele-IC
U_on_Patient_Outcomes.pdf 

自由記述 
高木俊介氏によれば、米国の遠隔ICUはDtoNtoPで、看護師の指導と
管理を主な狙いとしているそうである。国内エビデンスでは、医師偏
在状況や医師の業務等負担への影響を調査することを推奨する。 

調査日時・場所 2017年12月21日 横浜市立大学医学部附属病院にて調査 
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表３－４ 個別調査（４） 

項目 内容 

題目・名称 放射線科医以外のテレラジオロジー（放射線画像診断） 

社会的課題  

医療上の課題 

放射線画像診断を専ら従事する以外の医師の画像診断の評
価が低い。 
救急画像診断は治療に当たる外科医が実施することが多い

が、実施施設（病院）の放射線科の体制が充実していないと、
画像診断加算の施設基準に達しないことがある。地域中核病
院で救急体制があり、救急で自宅等から画像診断を実施して
も、管理加算を請求できないことがある。 

対象者 
専ら画像診断に従事しない、外科や血管系などの医師による
画像診断の評価向上 

実施形態 DtoD 

診療手法  

価値、有効性 
地域の救急を担当しながら、画像診断管理加算の基準に合わ
ない施設数や請求できない画像診断件数が不明（要調査） 

リスク、安全性  

実現上の課題 
１．実態調査 
２．専ら画像診断に従事しない医師が画像診断管理加算を支

障なく適用できる条件の調査 

現在の実施状況 地方の救急対応施設で該当事例があると考えられる。 

研究状況 問題を発見した段階で、まだ研究は実施されていない。 

研究者  

参考文献・論文等  

自由記述 

１． 画像診断管理加算は医学放射線学会が扱うので、救
急や外科系学会が取り組まない課題であり、問題が顕在
化しなかった。 

２． 長年、商用テレラジオロジー事業者が「救急の画像
診断は行わない」とすることが多かったが、この問題を示
唆するものと、筆者も気がつかなかった。 

 

調査日時・場所 
2018年3月16日Stroke2018（脳卒中学会学術総会）にて、利
根中央病院 郡隆之医師（本研究の研究分担者）よりヒヤリ
ング 
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表３－５ 個別調査（５） 
項目 内容 

題目・名称 職域も連携した糖尿病治療 

社会的課題 糖尿病は患者数も多く、未治療もしくは脱落患者が非常に多い。
また治療不足の患者の重症化による透析ほかの重い慢性疾患によ
る医療費負担も大きい。健診受診者個々人と保健師による一対一
の特定保健指導ではカバーできない。 

医療上の課題 遠隔医療の良い対象とされながら、特定保健指導レベルに取組み
が留まっていた。糖尿病治療の現場からの遠隔診療、特に若年層
の脱落防止と効果的治療につながる取組が必要である。 

対象者 重症化予防の対象となる患者（重症者ではない） 

実施形態 職域と施設・自宅をつなぐPHR（電子個人健康記録DB）による
行動変容とオンライン診療の二本立て 

診療手法 １． 職場の産業医、治療にあたる専門医の間の情報共有 
２． 職場産業医の介入による業務環境の改善 
３． 専門医による治療（通院、補間するオンライン診療） 

価値、有効性 参考文献の研究ではオンライン診療までは行っていないが、就労
環境と治療者の連携が糖尿病治療に有効であることを示した。 

リスク、安全性  
実現上の課題 １． 就労環境の治療支援への参加 

２． 治療者（専門医）の就労環境の改善への介入 
現在の実施状況 １． 非遠隔診療による実証事業 

２． オンライン診療の診療報酬化に伴う遠隔診療への拡大
（H30.4以降） 

研究状況  

研究者 中島英太郎（中部ろうさい病院） 

参考文献・論文等 労働者健康安全機構、治療就労両立支援モデル事業について 
https://www.johas.go.jp/ryoritsumodel/tabid/1013/default.aspx 

労災疾病等医学研究普及サイト内、「治療と就労の両立・職場復帰支援（糖尿病）の 
「治療と就労の両立・職場復帰支援（糖尿病）の 研究・開発、普及」 研究・開発、普及」研究
報告書 

労働者健康安全機構、治療就労両立支援モデル事業について 
http://www.research.johas.go.jp/booklet/pdf/2nd/12-2.pdf 

労災疾病等13分野医学研究・開発、普及事業【第2期】（平成21年度～平成
25年度）分野名「勤労者の罹患率の高い疾病の治療と職業の両立支援」 

http://www.research.johas.go.jp/booklet/pdf/2nd_digest/12-2.pdf 
(参考)治療と職業生活の両立について（厚生労働省HP） 

http://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000115267.html 
自由記述 「忙しい人にオンライン診療」との観点があるが、単なる時間的

問題の解決だけで解決できない。そもそも本人のモチベーション
（アドヒアランス）と治療に反する職場環境の問題が本質的に存
在する。慢性疾患の定期的診療よりも、行動変容に力点を置いた
「特定保健指導」でさえ十分にカバーできなければ、単純なオン
ライン診療で効果があるとは考えにくい。行動変容や環境変容と
セットとなる遠隔診療手法が欠かせない。 

調査日時・場所 2017年11月1日 訪問調査 
平成29年度厚労省事業遠隔医療従事者研修 講師 
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表３－６個別調査（６） 
項目 内容 

題目・名称 CPAPの地域との連携診療 

社会的課題 
呼吸器専門医不足の地域で、質の良い睡眠時無呼吸症候群患者の治
療を可能にする。 

医療上の課題 
専門医の偏在、地域により専門的指導が難しいケースが珍しくな
い。 
専門医による地域プライマリケア医の指導により支援する。 

対象者 専門医不足地域の睡眠時無呼吸症候群のCPAP治療適用患者 

実施形態 DtoDtoPにより地域プライマリケア医を専門医が指導 

診療手法 

１． 初診および一部の通院治療は専門施設で実施もしくは遠
隔診療で実施 

２． 日常的な通院は居住地域の診療所で受診する。 
３． 遠隔モニタリングにより、地元と専門施設の双方で、治療

状況を管理できる。 

価値、有効性 
１． 患者数の多い睡眠時無呼吸症候群のCPAP療法を専門医が

少ない地域にも展開できる。 
２． 専門医不足地域のプライマリケア医師の技能向上 

リスク、安全性  

実現上の課題 

１． 遠隔医療体制構築（役割分担と運用体制） 
２． 運営費用（診療報酬等の財源確保） 

,遠方の専門施設からのモニタリングｙDtoDの指導管理料 
３． エビデンス不足 

・必要地域の調査（専門医不足地域および患者数） 
・DtoDの指導の有効性 

現在の実施状況 なし 

研究状況 ニーズ指摘レベル 

研究者 
吉嶺裕之氏（長崎、井上病院副院長）  
厚生労働科学研究費補助金地域医療基盤開発推進研究事業「有効性と安全性を維持した
在宅呼吸管理の対面診療間隔決定と機器使用のアドヒランスの向上を目指した遠隔モニ
タリングモデル構築を目指す検討」班 研究分担者 

参考文献・論文等  

自由記述 

１．CPAPの遠隔モニタリングの診療報酬で、「概ね30分以内」の
制約など、実務的な課題の検討が必要 

２．DtoP（遠隔地）で行う方が有利か、DtoDtoPが有利か、そのレ
ベルで未検証 

３．モニタリングの集約化（後述）などが必要とならないか、検討
が望まれる。 

４．慢性心不全の遠隔モニタリング（後述）と同様に、専門的疾患
を地元で治療できるような、専門医による支援が地域包括ケア
にも重要と考えられる。 

調査日時・場所 2017年7月にヒヤリング 
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表３－７ 個別調査（７） 
項目 内容 

題目・名称 重度慢性心不全の地域での治療 

社会的課題 

重度慢性心不全で予後が悪い患者は少なくないが、地方の患者が居
住地域で循環器専門医療を受診することが難しい。専門病院からの
支援で地域のプライマリケアで重度慢性心不全患者の在宅医療を
可能とすることが望まれる。 

医療上の課題 
１．バイタルモニタリングによる重症化予防 
２．地域の医師、看護師への専門医からの指導 

対象者 重度慢性心不全患者、地域に返したい場合 

実施形態 
１．DtoDtoP（専門医から地域医師） 
２．DtoNtoP（専門医から地域看護師） 
３．NtoP（モニタリング、地域医師への報告） 

診療手法 
１．体重と血圧のモニタリングと介入 
２．地域医師、地域看護師と専門医、モニタリング看護師の情報共

有 

価値、有効性 J-Homes研究にて臨床試験 

リスク、安全性  

実現上の課題  

現在の実施状況 佐賀大学循環器内科、佐賀県地域医療介護総合確保基金事業 

研究状況 
厚生労働科学研究費で、日本循環器学会後援による多施設臨床研究
を実施（2012～ HOMES-HF研究） 

研究者 琴岡憲彦（佐賀大学循環器内科） 

参考文献・論文等 

１．HOMES-HF研究（佐賀大学循環器内科HP） 
http://www.hospital.med.saga-u.ac.jp/cv/research/homes-hf-study/ 

２．琴岡憲彦.遠隔モニタリングの最新事情,Heart View 19(1): 44-47, 201
5. 

３．Kotooka N, Node K.The first multicenter, randomized, controlled 
trial of home telemonitoring for Japanese patients with heart fail
ure: home telemonitoring study for patients with heart failure (H
OMES-HF). HOMES-HF study investigators.Heart Vessels. 2018 F
eb 15. 

自由記述 

１． これまでの研究では慣れた施設とそうでない施設で治療
成績の差があると推測される。遠隔診療でも実施者のスキルの
差がある可能性がある。「遠隔診療の名医」があるかもしれな
い。 

２． 慢性心不全患者の在宅緩和ケア加算が診療報酬に加わっ
た。重度慢性心不全の地域ケアの重要性への理解が広がってい
る。 

３． 表３－１５のモニタリングセンターと同スキームが必要 

調査日時・場所 
H29遠隔医療従事者研修にてヒヤリング（H26の初回より、循環器
の遠隔モニタリングの講師） 

 
  



厚生労働行政推進調査事業（地域医療基盤開発推進研究事業） 
平成29年度総括研究報告書 

141 
 

表３－8 個別調査（8） 

項目 内容 

題目・名称 難病（一例としてHTLV-1関連脊髄症、HAM） 

社会的課題 

１．患者数は多くないが、社会的重要性は高い。 
２．診療できる専門医師が非常に少ない。 
３．患者は受診に非常な負担を強いられている。 

（診断確定までの苦労、通院の苦労、身体の苦しさ） 

医療上の課題 

１．患者の居住地域でサポートする医師を見出し、協力を得るこ
と。 

２．DtoDtoPの役割分担を決めること 
３．長期の管理、複数の医師による管理が必要（生涯にわたる管理

で、人生の各時期により主治医や居住地総合医が変遷すること
に対応する必要あり） 

対象者 最初の検討例として、HAM患者を取り上げた。 

実施形態 DtoDtoP 

診療手法 

１． 専門医の直接診療（従来通り、回数を減らす） 
２． 専門医のオンライン診療（問診、指導、投薬） 
３． 専門医と地域主治医の情報共有（指導、報告） 
４． 地域主治医の直接診療（通院、往診・訪問）もしくはオン

ライン診療 

価値、有効性  

リスク、安全性  

実現上の課題 

１． エビデンス不足（有効か？ 運営できるか？） 
２． 治療が有効でも、患者数は少ないので、コスト等の負担の大き

な実施形態を作りにくい。社会的重要性と経済性をどこでバラ
ンスとるか、高次の判断が必要 

３． 運営体制も大きな検討課題である。 

現在の実施状況 ニーズ提案段階 

研究状況  

研究者 
山野嘉久（聖マリアンナ医科大）、酒巻徹夫（群馬大学名誉教授、
AMED プログラムスーパーバイザー） 
（山野氏、酒巻氏は本科研班の研究協力者） 

参考文献・論文等 

HTLV-1関連脊髄症レジストリ（聖マリアンナ医科大学難病治療研
究センター）http://hamtsp-net.com/index.html 
在宅難病患者遠隔医療支援サイト えんぽーと https://www.enp
ort.jp/ （参考） 

自由記述  

調査日時・場所 ２０１７年６月２６日 
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表３－９ 個別調査（９） 
項目 内容 

題目・名称 小児在宅医療、医療依存度の高い重症児の長期ケア 

社会的課題 

1. 医学の発展により重症児が普通に生活できるようになった。 
2. 各種デバイスやチーム医療による小児在宅医療体制が不可欠。小児

期に留まらない長期の支援体制も不可欠 
3. 長期に診療データ管理して、適切な時期に治療する必要がある。 
4. 複数施設が関わるので情報共有が必要 
5. 専門医アクセスが必要 

医療上の課題  

対象者 医療依存度の高い重症児 

実施形態 

１． DtoD、DtoN 
２． 長期診療情報管理（PHR/EHR） 
３． 長期の連携診療体制運用 
４． デバイス治療（遠隔モニタリング） 

診療手法  
価値、有効性  
リスク、安全性  

実現上の課題 

１．遠隔医療による小児在宅医療への課題調査 
２．EHR/PHRの実現と維持 
３．デバイス治療機器等への遠隔医療の活用 
４．長期にわたる連携・運用体制や責任などのルール 
５．社会的重要性と経済性のバランスが重要 

現在の実施状況 

遠隔医療ではなく、元々の取組 
・厚生労働省 小児等在宅医療連携拠点事業 
・厚生労働省委託事業 在宅医療関連講師人材養成事業 

小児在宅医療に関する人材養成講習会 
研究状況 遠隔医療としては、ニーズ提案段階 

研究者 

（遠隔医療に関係無く、小児在宅医療について） 
医療法人財団はるたか会 前田浩利 理事長 
（遠隔医療活用の提案者） 
小山耕太郎氏（岩手医科大学小児科主任教授） 
（デバイス治療） 
中村昭則氏（信州大学内科学第3 特任教授） 

参考文献・論文等 

http://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000061944.html（在宅医療の推
進について、小児在宅医療） 
http://www.mhlw.go.jp/file/06-Seisakujouhou-10800000-Iseikyoku/0000195908.pd
f（平成28年度厚生労働省委託事業. 在宅医療関連講師人材養成事業テキスト） 
小児在宅医療に関する施策について(H28/3/16医政局地域医療計画課)  http://www.
mhlw.go.jp/file/06-Seisakujouhou-12200000-Shakaiengokyokushougaihokenfukus
hibu/0000118082.pdf 
小児在宅医療の現状と問題点（前田浩利） http://www.mhlw.go.jp/file/06-Seisaku
jouhou-10800000-Iseikyoku/0000114482.pdf 
中村昭則他.在宅利用人工呼吸器開発のための国内調査、日本遠隔医療学会雑誌,12
(2),94-97,2016 

自由記述  
調査日時・場所 2017年9月14日（小山氏訪問） 
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表３－１０ 個別調査（１０） 

項目 内容 

題目・名称 派遣医指導 

社会的課題 

大学医学部より地域病院に派遣した医師の専門技能等の不足（サブス
ペシャリティの違い、経験年数等）について、医局よりの支援が必要
となる。“一人医局長”など専門医不足や偏在への支援策、医師の働き
方改革などである。 

医療上の課題 同じ診療科内の支援 

対象者  

実施形態 DtoDもしくはDtoDtoP 

診療手法 
１． 情報共有システム（連携電子カルテなど） DtoD用 
２． ビデオ会議システム（DtoDtoP用） 

価値、有効性 旭川医大等で活用 

リスク、安全性  

実現上の課題 
１． 運営費用：診療報酬は放射線画像や病理画像の管理加算のみ 
２． 大学医局と派遣先病院の契約などが、まだ未確立 

現在の実施状況 旭川医大（眼科）、岩手医大（小児科）他 

研究状況 多数 

研究者  

参考文献・論文等 

日本遠隔医療学会雑誌 第9巻1号 特集 遠隔医療を実施する拠点
病院のあり方に関する研究-岩手医科大学の取り組み- P.2－15、201
3 
日本遠隔医療学会雑誌 第10巻1号 特集 遠隔医療を推進する岩手
医科大学の取り組み P.2－42、2014 
 

自由記述  

調査日時・場所 
旭川医大 守屋潔特任教授他 
岩手医大 小山主任教授他 
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表３－１１ 個別調査（１１） 

項目 内容 

題目・名称 域外からDtoNtoPによる退院患者フォローや在宅医療 

社会的課題 

１． 地方で専門医療（入院治療）の受診が難しい。 
２． 退院後のフォローでの通院負担が大きい。（遠方の専

門病院） 
３． 在宅医療等で神経難病など地域の医師だけでは管理

が難しいケースがある。 

医療上の課題 
１． 遠隔診療でカバーできる疾病に関する患者負担軽減 
２． 遠隔の医師が地域の他院の看護師と連携できるか？ 

対象者  
実施形態 DtoDtoP もしくはDtoNtoP 

診療手法 
患者指導もしくは地元施設で可能な投薬・処置について地元医
師、看護師の指導 

価値、有効性  
リスク、安全性  

実現上の課題 
１．遠隔でのチーム医療の手順作り 
２．適用可能な疾病の選択および手順作り 

現在の実施状況 

１． 群馬県内の在宅診療所で神経難病患者にDtoNtoPを
実施した事例あり。 

２． 旭川医大病院神経内科～地域診療所で退院後患者フ
ォローをDtoDtoPで実施した事例あり 

３． 訪問医師による患者宅での腹水穿刺などの診断を携
帯型エコー、テレビ会議システムを介して在宅医療の中で
DtoDtoPで実施した事例があった。 

研究状況 臨床研究レベルは無い。提案は多い。 

研究者 
提案者の一人として、鹿児島県徳之島町宮上病院 齋藤学医師
（へき地・離島医療への造形が深い） 

参考文献・論文等 

水落紀世子他, 遠隔モニタリングシステム機能を有する超音
波機器を利用し、エコー画像を複数の医師で共有することによ
り診療に役立てる試み、第20回日本在宅医学会大会抄録、P40
0、2018 

自由記述 
１．ニーズが高いと言われながら、研究が進まない。 
２． 

調査日時・場所 

１． 徳之島町 宮上病院（2016年） H28年度厚生労働行
政推進調査事業、多施設臨床研究参加施設 

２． 旭川医大神経内科（2017年） 
３． 第20回日本在宅医学会大会（2018） 
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表３－１２ 個別調査（１２） 

項目 内容 

題目・名称 軽度患者への喘息モニタリング 

社会的課題 
喘息モニタリングは2003年頃に遠隔モニタリングの診療報酬がで
きたが、実施件数がほとんど無い。 

医療上の課題 

１．遠隔診療で最も早く診療報酬化されたにも関わらず、実績が
少ない。患者数が少なく、活用されていない。 

２．報酬点数が高く（初回月2625点、2～6月1975点）、適用対象
の条件が厳しく（前年3回以上の緊急通院、20歳以上など）、
適用対象者が希である。請求件数も非常に少ない。 

３．ステロイド等の使用方法の改善で、そこまでの重度喘息患者
が少ない。 

４．より少ない診療報酬額（適用対象の拡大）により 

対象者  

実施形態 遠隔モニタリング（DtoNtoP、NtoPが遠隔診療） 

診療手法 日常生活時の呼気量に応じた指導 

価値、有効性 喘息患者の日常管理 

リスク、安全性  

実現上の課題 

１．現在、遠隔モニタリング対象でない喘息の患者数およびモニ
タリングするニーズの調査 

２．有効性と安全性の実証（より軽い対象者の層別化と各層毎の
エビデンス収集） 

３．経済性（機器コスト等） 

現在の実施状況 軽度喘息には利用実績無し 

研究状況  

研究者  

参考文献・論文等 
国分二三男、足立満他.喘息テレメディシンシステムのハイリスク
グループに対する有用性の検討、アレルギー、48（7）,p700-712,
1999 

自由記述 

診療報酬が付与された頃には、遠隔医療システムや運用のコスト
は非常に高く、月額3000点が必要と言われていた。対象患者の層
別化は考慮されていなかった。技術の発展やニーズ変化による、遠
隔医療形態の転換は重要な課題と考えられる。 

調査日時・場所 
本研究の先行（厚生労働科学研究費補助金地域医療基盤開発推進
研究事業遠隔医療の更なる普及・拡大方策の研究（H25−医療−指
定−009））にて、実績が少ないことを発見 
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表３－１３ 個別調査（１３） 

項目 内容 

題目・名称 人工内耳の遠隔管理 

社会的課題 
１．難聴患者の増加とQOL低下 
２．患者団体等も発足 

医療上の課
題 

デバイス治療により、日常の稼働状態（聴覚状況）のモニタリングが可能になっ
た。聴覚の調整が可能となった。 

対象者 難聴指導管理料の対象者 

実施形態 DtoP,DtoNtoP（NtoPが遠隔モニタリング） 
 

診療手法 
１．人工内耳の植え込み 
２．通院による確認 
３．非通院、モニタリング 

価値、有効性  

リスク、安全
性 

 

実現上の課
題 

 

現在の実施
状況 

海外（オーストラリア等）で実施中 

研究状況  

研究者 札幌医科大学 ＊＊教授 

参考文献・論
文等 

1. Ramos A, et al 2009.  Use of telemedicine in the remote programming of cochlear 
implants.  Acta Oto-Laryngolica, 129: 533-540. 

2. Wesarg T, et al 2010. Remote fitting in Nucleus cochlear implant receipts. Acta 
Oto-Laryngolica, 130: 1379-1388. 

3. McElveen et al 2010.  Remote programming of cochlear implants: a 
telecommunications model.  Otology & Neurotology 31:1035-1040. 

4. 日経デジタルヘルス記事 「耳に掛けなくて済む人工内耳が登場「 
http://tech.nikkeibp.co.jp/dm/atcl/feature/15/327441/100600253/?ST=healt
h&P=1 

 

自由記述  

調査日時・場
所 

2017年8月来、面談（コクレア社関係者） 
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表３－１４ 個別調査（１４） 

項目 内容 

題目・名称 家庭高血圧のモニタリング 

社会的課題 

１．循環器疾患の重症化予防が重要課題 
２．家庭高血圧が脳心血管疾患の発症リスク要因 
３．米国AHAの新GLでも取り上げた 
４．高血圧のモニタリング・治療を狙った診療報酬は無い。 

医療上の課題  

対象者  

実施形態 DtoNtoP（血圧モニタリング） 

診療手法 家庭血圧の測定と介入（指導） 

価値、有効性  

リスク、安全性  

実現上の課題 

１． 診療報酬化（モニタリングと指導への評価） 
生活習慣病指導管理料の扱いではなく、慢性疾患治療管理料としての
高血圧管理 

２． 家庭血圧管理が評価されない理由の検討が必要。 

現在の実施状況 様々な家庭血圧モニタリングのトライアルが存在 

研究状況 

１． 遠隔医療ではないが、大迫研究などで家庭血圧と各種疾患の研究
が進められている。（日本高血圧学会等） 

２． 女子医大とポート株式会社によるオンライン診療と対面診療の比
較研究 

研究者 苅尾七臣氏（自治医科大学）など 

参考文献・論文等 カレントテラピー誌「家庭血圧に基づく高血圧管理、36(1)、2018年1月号 

自由記述  

調査日時・場所 2018年3月、カレントテラピー編集会議にて 
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表３－１５ 個別調査（１５） 
項目 内容 

題目・名称 モニタリングセンター 

社会的課題 
遠隔モニタリング（心臓ペースメーカー、CPAP等）は、今後の患者数
の増加が予想される。一方で専門医は限られ、診療の実施に難航する
地域があるかもしれない。 

医療上の課題 

１． 当該モニタリングが専門でない、地域のプライマリケアの医師で
は扱いにくい対象がある。 

２． モニタリングの業務負担。個々の診療所では専門担当者を於ける
ほど患者が集まらないかもしれない。医師負担が増える。 

３． 日常の指導はチーム医療（他職種）に任せる方が円滑 
４． モニタリング業務の集約化とチーム医療化が、今後の患者増を支

えるのに期待される。 
５． 専門病院への患者集中は望ましくない。地域のプライマリケアで

も地域患者の遠隔モニタリングに関与できない。 

対象者 
１． 専門病院から離れた地域のモニタリング患者 
２． 地域のプライマリケア施設（医師） 

実施形態 

１． 病院、診療所と独立したモニタリングセンター（看護師もしくは
技師による運営）NtoP 

２． モニタリングセンターは主治医と連携して患者に対応。DtoN(to
P) 

３． 専門病院の支援医師と地域診療所の医師(DtoD) 
４． デバイス治療のモニタリングシステム 
５． DtoD,DtoNの情報共有システム 

診療手法  
価値、有効性  
リスク、安全性  
実現上の課題 提案レベル 
現在の実施状況  
研究状況  
研究者  

参考文献・論文等  

自由記述 

心臓ペースメーカーのモニタリングを実施している施設を複数、訪
問した。その結果、実施件数が増えているが、実施体制が伴わない実
態を見た。また患者が専門施設（大学病院等）に集中して、分散（地域
に戻る）方策が少ないことがわかった。地域の非専門のプライマリケ
ア医からは心臓ペースメーカーの管理・指導はわからないので不安で
扱えない場合が多いと考えられる。しかし専門医と連携しながら地域
で日常の指導や管理が可能と考えられる。今後、遠隔モニタリングの
普及が想定されるので、早期に運用体制を組むことが、地域ケアの向
上につながる。 

心臓ペースメーカーの指導管理料の増額があったが、チーム医療体
制の評価ではないと考えられる。 

調査日時・場所 2017年10月27日に滋賀県立成人病センターにてヒヤリング 
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表３－１５ 参考図 
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表３－１６ 個別調査（１６） 

項目 内容 

題目・名称 遠隔精神医療 

社会的課題 

１． 通院に支障がある精神科患者は少なくないので、遠隔診療
による治療機会の拡大となる。 

２． 精神科の医師や臨床心理士も不足しており、状況改善とな
る。 

医療上の課題  

対象者  

実施形態  

診療手法  

価値、有効性  

リスク、安全性  

実現上の課題  

現在の実施状況 
１． オンライン診療の報酬対象となった。質の評価が期待され

る。 

研究状況 2016-2017年度、AMED研究（研究代表者 岸本泰士郎） 

研究者 慶応精神科 岸本講師（ＡＭＥＤ研究） 

参考文献・論文等 

１．上記AMED研究、診療ガイドライン案 
２．岸本他. 高齢者に対するビデオ会議システムを用いた改訂

長谷川式簡易知能評価スケールの信頼性試験,日本遠隔医
療学会雑誌、12(2).p.145-148 

自由記述  

調査日時・場所 上記研究の班会議（筆者は研究分担者） 
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表３－１７ 個別調査（１７） 

項目 内容 

題目・名称 認知症の地域ケア 

社会的課題 

地域ケア（在宅医療）で認知症患者を扱うことが重要な課題で
ある。家を出たがらない、看護師等の訪問時に指導を受けたい
など、診療上の負担が大きい。遠隔診療で、ケアが届き、効率
も向上する。 

医療上の課題  

対象者 
地域の認知症患者 
訪問スタッフの支援 

実施形態 DtoP、DtoNtoP 

診療手法 
問診や診察 
在宅の医療者（看護師等）への医師からの指示 

価値、有効性  

リスク、安全性  

実現上の課題 在宅医療への遠隔診療の導入 

現在の実施状況 トライアル中の地域あり 

研究状況 同上 

研究者 井上昌彦氏（いのうえ内科クリニック） 

参考文献・論文等 日本遠隔医療学会スプリングカンファレンス2018 抄録集 
P.28  

自由記述 

認知症ケアは、精神科ではなく地域の総合診療医・在宅医が受
け持つとの考え方がある。精神科としての治療以外に、在宅医
療側の日常生活機能維持および家族ケアもある。非精神科側の
トライアルである。 

調査日時・場所 2018/2/11（スプリングカンファレンス2018）での発表 
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表３－１８ 個別調査（１８） 

項目 内容 

題目・名称 アプリ治療 

社会的課題 日常生活への介入による慢性疾患等の持続的治療 

医療上の課題 
スマホ・アプリによる生活習慣病への指導管理により、薬物
治療以上の効果を上げるものが米国で登場している（HbA1
cの管理効果等） 

対象者 糖尿病、高血圧、非アルコール性脂肪肝炎、禁煙指導等 

実施形態 スマホを治療デバイスとしたモニタリングと指導 

診療手法 
モニタリングした結果はシステムが判断して、次の指導を行
うことを繰り返す。 

価値、有効性  

リスク、安全性  

実現上の課題 国内でのエビデンスの蓄積 

現在の実施状況 臨床研究中（禁煙指導等） 

研究状況 糖尿病、脂肪肝、禁煙指導、高血圧等で臨床研究中 

研究者 佐竹昇太氏（(株)キュアアップ） 

参考文献・論文等 
佐竹 晃太.治療アプリ・クラウドがもたらす新たな遠隔治療
－我が国におけるソフトウェア治療の創出を目指して－.日
本遠隔医療学会雑誌,3(Supple.),p16,2018 

自由記述  

調査日時・場所  
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表３－１９ 個別調査（１９） 
項目 内容 

題目・名称 ヒポクラ 
社会的課題 地方病院で、皮膚科や眼科などの医師不足が深刻であり、

他科医師による診療で代替するケースが多い。皮膚科専門
医、眼科専門医からの支援が望まれる。 

医療上の課題 １． 他科医師でカバーできる・できない対象のケース分け 
２． 対応可能ケースの診療指針 
３． 対応できないケースの代替策 
上記情報の整備（ガイドライン作り） 

対象者 眼科医、皮膚科医の不足する地域の患者 

実施形態 DtoD（専門医から他科医師への指導） 

診療手法 画像と補足情報によるStore&Forward形態のコンサルテー
ション 

価値、有効性  
リスク、安全性  

実現上の課題 １．関連分野専門医師や関連学会等の理解 
２．DtoDの診療報酬化 

現在の実施状況 １． ヒポクラ（旧ヒフミル、メミル） 
２． 皮膚科については、Teledarmatrogyとして米国遠隔医

療学会で臨床ガイドラインを発行 
研究状況  

研究者 竹村昌敏（エクスメディオ/東京医科歯科大） 
参考文献・論文等 竹村 昌敏,物部 真一郎,加藤 浩晃.医師間診療互助プラット

フォームとしてのヒフミル君利用による地域の専門医紹介
に関するアンケート結果と考察、日本遠隔医療学会雑誌,12
(2).P.169-172,2016 
竹村 昌敏,物部 真一郎.非皮膚科向け皮膚疾患診療・治療補
助サービス（ヒフミル君）を使用した臨床経験とその有益
性,日本遠隔医療学会雑誌,12(Supp.),p20,2017 
竹村 昌敏,物部 真一郎.非皮膚科向け皮膚疾患診療・治療補
助サービスヒフミル君に対する意識調査の結果とその考察,
日本遠隔医療学会雑誌,12(Supp.),p45,2017 
加藤 浩晃,物部 真一郎.眼科専門医に簡単に相談できるサー
ビス「メミルちゃん」の運用経験世界初の眼科診療 
遠隔支援サービスを行って分かってきたこと,日本遠隔医療
学会雑誌,12(Supp.),p72,2017 
竹村 昌敏,物部 真一郎.非皮膚科向けアプリ「ヒフミル」を
通じて得た知見オンライン診療に対する現在の認識,日本遠
隔医療学会雑誌,12(Supp.),p72,2017 

自由記述 １．皮膚科学会では対応が始まった。 
２．眼科学会は特に対応無し（前眼部のみが対象との由） 
３．放射線、病理の画像診断の「管理加算」と同様の指導
スキームが考えられないか？ 

調査日時・場所  
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表３－２０ 個別調査（２０） 
項目 内容 

題目・名称 遠隔作業療法、高次脳機能リハビリ 

社会的課題 

１． リハビリテーションは作業療法士から患者への指導・管理の
役割が大きい。 

２． 作業療法士による遠隔診療は診療報酬項目が無い（電話等再
診の対象ではない） 

３． 高次脳機能リハビリを提供できる作業療法士が限られる。 
４． 日常生活での患者の観察や指導が重要 

医療上の課題 
遠隔医療により、高次脳機能リハビリを在宅患者に提供できれば、
脳卒中後遺症患者のリハビリテーションの対象者が拡大できる。 

対象者 脳卒中後遺症等の患者 

実施形態 
OTtoP 形態（医師と患者ではなく、遠隔の作業療法士から在宅患
者へのリハビリテーション指導を行う） 

診療手法 入所・通所・訪問と遠隔リハビリを組み合わせて実施する（下図） 

価値、有効性  
リスク、安全性  

実現上の課題 
１．基礎的なトライアル（研究） 
２．提供体制の検討 

現在の実施状況 提案レベル 

研究状況  

研究者 
京都大学医学研究科人間健康科学系専攻臨床認知神経科学 
助教 岡橋さやか氏 

参考文献・論文等 

直接の遠隔指導ではないが、高次脳機能リハビリテーションにIC
Tが活用できる手法を提案 
岡橋他,バーチャルリアリティ技術を用いた買い物課題による高
次脳機能検査の開発,高次脳機能研究,32(2),118-127 

自由記述  

調査日時・場所 2017年9月11日ヒヤリング 
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表３－２１ 個別調査（２１） 

項目 内容 

題目・名称 遠隔服薬指導による残薬管理 

社会的課題 
１． 服薬指導の効果向上や効率化 
２． 大量の残薬が社会問題化 
３． 患者の服薬管理（時間管理等）の難しさ（飲み忘れ等） 

医療上の課題 
１． 日常生活中のモニタリングが困難 
２． 服薬の喚起が困難 

対象者 高齢、多薬など、服薬に困難のある患者 

実施形態 

１．専用の服薬支援・モニタリング装置 
① 自動機器による服薬喚起とモニタリング 
② 服薬が無い場合の支援者へ通知（通信） 
③ 服薬履歴の確認が可能 

２．薬剤師が支援者になれば、医学的管理や地域ケアと直結 

診療手法 薬剤師to患者（Ph to P）形態の遠隔モニタリング 

価値、有効性 
服薬喚起に加えて、患者の健康状態確認や人間関係構築など、生活全
般の支援につながった事例あり 

リスク、安全性  
実現上の課題 １． 診療報酬が無い。 
現在の実施状況 岩手県などの実施地域（花巻市、遠野市、釜石市） 
研究者 鈴木亮二（東北大学） 

研究状況  

参考文献・論文等 

１． JST補助による研究により、下図の装置を開発、商品化。見守り機能付き服薬
支援装置ふっくん（FS-3000、㈱石神製作所、岩手）http://www.techno-aids.or.jp
/WelfareItemDetail.php?RowNo=8&YouguCode1=01587&YouguCode2=000002
&DetailStatus= 

２． 鈴木亮二，長谷川高志，小川晃子，他．服薬支援装置の利用形態と支援者の役
割．日本遠隔医療学会雑誌 2017；13(2)：95-98． 

３． 鈴木亮二．服薬支援装置の開発と評価－花巻服薬支援プロジェクト．日本遠隔医療
学会雑誌 2015；11(2)：114-117． 

４． 鈴木亮二，武政文彦．降圧薬服用患者における一包化対応服薬支援装置を用いた
服薬アドヒアランスの改善効果．医療薬学 2015；41(1)：37-43． 

５． 鈴木亮二，長谷川高志，鎌田弘之，他．在宅における見守りについての課題．日本
遠隔医療学会雑誌 2013；9(2)：106-109． 

自由記述 本研究班の研究分担者 
調査日時・場所  

 

 
 
服薬支援装置 FS-3000（㈱石神製作所）写真 
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表３－２２ 個別調査（２２） 

項目 内容 

題目・名称 不妊治療 

社会的課題 

コンサルテーションが多く、対面診療は限られた回数で済むこと
があり、オンライン診療でカバーできる場合が少なくない。また
気が引ける、仕事を休めないなどの通院しにくい診療でもある。
出生率回復の一助になる手法と考えられる。 

医療上の課題 不妊治療の専門医が少ない 

対象者 不妊治療対象者（女性に加え、男性も対象。人数が少なくない） 

実施形態 時々の通院とオンライン診療によるコンサルテーション（DtoP） 

診療手法 通院（検査や処置等）以外は遠隔でのコンサルテーション 

価値、有効性  

リスク、安全性  

実現上の課題 
リプロダクションのオンライン診療は複数のクリニックで開始
されている。しかしながら、診療手法が明確ではない。何らかの
指針が示されるべきと考える。 

現在の実施状況 ニーズ提案段階 

研究状況  

研究者  

参考文献・論文等  

自由記述 

通院距離、体調（ADL）、低アドヒアランス以外に、医療アク
セスが良好でない診療行為がありうる。それらを一概に「オンラ
イン診療向き」と考えるか、現時点では判断がつきにくい。一方
で医療行為への考え方は時代と共に変化するものであり、現時点
でオンライン診療の好対象とされる診療行為も、以前は遠隔診療
をすべきでないと考えられていたものが少なくない。有害事象の
発生もしくは医療倫理上不適切でない限りは何らかの検討が必
要と考えられる。 
 実施の適不適の検討と、臨床上のエビデンス収集の双方が不十
分と考えられる。 

調査日時・場所 
獨協医科大学越谷病院リプロダクションセンターにてヒヤリン
グ（2017年10月19日） 
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表３－２３ 個別調査（２３） 
項目 内容 

題目・名称 
データベースによる診療支援（「クラウド型広域調剤情報共有シス
テムの構築と有効性・安全性の検証」、長崎大学 前田 隆浩） 

社会的課題 

・診療に関連する地域社会のデータの蓄積と分析により、新たな診
療支援モデルを作る研究をAMEDで進めている。本表は”平成28
年度 「Medical Artsの創成に関する研究（外科、がん、看護、
リハビリ等の新たな医療技術やソフトウェアの開発）”の採択課
題である。 

・地域（五島列島福江島）の処方動態を捉えることで、感染症流行
動向（インフルエンザ）を捉え、地域の医師会と薬剤師会に伝え
て早期治療を可能にした。 

・地域の診療情報の蓄積と解析による診療支援の手法を開発でき
る可能性がある。 

医療上の課題 

EHR,PHRなどの活用でエビデンスを実証できるか？ 
本研究の他に、下記も検討対象とする。 
① 難病（表３－８） 
② 小児在宅医療、医療依存度の高い重症児の長期ケア（表３－９） 

対象者  
実施形態  

診療手法 

（長崎大学の研究の場合） 
１． 地域全体の処方をデータベースに集めている。特定薬剤の処

方件数のトレンドを捉えることで、伝染病等の動向を把握で
きる。研究では、タミフルの全町の各薬局の処方量の時系列デ
ータから流行を捉えた。 

価値、有効性  
リスク、安全性  

実現上の課題 

１．エビデンス収集（まだ研究が不十分である） 
① 捕捉できるイベント種類 
② 捕捉の有効性 
③ 対象規模（イベントの対象患者数など） 

２．データベースの維持・運営方法 
単にシステムを維持するだけでなく、収集対象データの拡大や
解析などの運営策の検討が必要である。また財源開発のため、
社会的価値や評価手法の検討も必要である。 

  

研究状況 
本研究については、長崎大学にて推進中。研究分担者には中医協委
員（慶応大学中村洋教授）も含まれ、医療上の経済性の検討などを
進めている。 

研究者 長崎大学離島医療研究所教授 前田隆浩氏 

参考文献・論文等 

長崎大学、離島医療研究所HP（地域医療学分野） 
http://www.med.nagasaki-u.ac.jp/cm/ 
H28年度研究報告（AMED HP） 
https://www.amed.go.jp/content/files/jp/houkoku_h28/0501052/
h28_012.pdf 

自由記述  

調査日時・場所 筆者は上記研究班の研究分担者、班会議にて情報収集 
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  表３－２３ 参考図 
 
  



厚生労働行政推進調査事業（地域医療基盤開発推進研究事業） 
平成29年度総括研究報告書 

159 
 

表３－２４ 個別調査（２４） 
項目 内容 

題目・名称 データベースによる集団的診療 

社会的課題 

地域のEHRに各施設からの診療情報を集積して、指導的立場
にある専門医が各施設の診断を支援して、地域全体の診療水準を
効率的かつ効果的に向上できる。 
今次研究ではある県内の多数の眼科施設から蓄積される眼底

写真より緑内障の専門診断の各施設の状況を集約的に指導する
アイデアの提案を受けた（東北大学眼科、MMWIN（みんなのみ
やぎネット））。 

医療上の課題 

・眼科領域に置いては、緑内障診断について、各眼科診療所の診
療水準には幅がある。そこで地域の指導的立場にある施設（大
学病院眼科等）で、カルテや画像情報を集約管理により、地域
全体の診療水準の底上げが可能になる。 

・地域の各施設の診療情報を集約する地域EHRが必要になる。 

対象者 
地域の共通の診療科の患者（上記例では緑内障、集積する診療情
報により他疾病でも実施可能となる。） 

実施形態 

１．EHRを用いたDtoD形態の遠隔医療である。 
２．通常の遠隔医療は一患者に関するコンサルテーションを個

別に行うが、本形態は随時、個々の患者を対象にするもので
はなく、あるタイミングでまとまった指導を行う。また個別
患者に関する指導だけでなく、各施設の能力等に応じた”総
合的”指導を行う。それにより、患者別ではなく、施設自体の
スキルアップが可能となる。 

診療手法 緑内障の場合は画像診断が主となる。 

価値、有効性  

リスク、安全性  

実現上の課題 
１．地域のEHR構築と運用の継続 
２．各施設と指導に関するルール策定 
３．財源 

現在の実施状況 提案レベル 

研究状況  

研究者 提案者 東北大眼科、中澤教授、山梨大眼科 柏木准教授 

参考文献・論文等  

自由記述 日眼AMEDプロジェクトのヒヤリングで得た情報 

調査日時・場所 2017/12/25 
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表３－２５ 個別調査（２５） 
項目 内容 

題目・名称 AIによる診断支援（日本眼科学会AMED研究プロジェクト） 

社会的課題 人工知能を活用した新たな医療形態の探求 

医療上の課題 

１． 大量の診療データの集積と人工知能による分析（診断支援装
置の生成） 

２． 質の良い教師データの作成と質の保証 
３． 人工知能による分析など、施設内外にまたがる診療情報管理 

対象者 本事例では緑内障など眼科患者、研究対象は拡大する。 

実施形態 現在、基礎的な研究中 

診療手法 
１． 診療情報の巨大DB 
２． DBの情報の分析（人工知能など） 

価値、有効性 研究途上 

リスク、安全性  

実現上の課題 
1．形態上はDtoDだが、専門医の代わりに人工知能機器が診断を行う。
事故などの責任分担、情報管理（セキュリティ、プライバシーなど）、
診断の質の管理や向上に関する問題を固める必要がある。 

現在の実施状況  

研究状況 
AMED事業、人工知能・DBプロジェクト（眼科学会、医学放射線学会、
病理学会、消化器内視鏡学会） 

研究者 
筑波大学眼科教授 大鹿哲郎氏、鹿児島大学眼科教授 坂本泰二氏、
山梨大学眼科准教授 柏木賢治氏、京都大学眼科助教 三宅正裕氏 

参考文献・論文
等 

日本眼科学会 プロジェクト情報 
http://www.nichigan.or.jp/news/055.jsp 
 

自由記述  

調査日時・場所 筆者は同研究のプロジェクトマネージャー 
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資料１   研究班員 
 
１．研究代表者 

長谷川高志 特定非営利活動法人日本遠隔医療協会 
 
２．研究分担者 

郡隆之 利根中央病院 
草場鉄周 北海道家庭医療学センター 
前田俊輔 筑紫南が丘病院 
森田浩之 岐阜大学 
鈴木亮二 東北大学 
佐藤大介 国立保健医療科学院 
清水隆明 姫路獨協大学 
斉藤勇一郎 群馬大学 

  
３．研究協力者（常任） 

酒巻哲夫 特定非営利活動法人日本遠隔医療協会 理事長 
東福寺幾夫 特定非営利活動法人日本遠隔医療協会 事務局長 
加藤浩晃 京都府立医科大学 
桵澤邦男 東北大学 
杉山賢明 東北大学 
長澤晋哉 金沢医科大学 
山野嘉久 聖マリアンナ医科大学 
長谷川大輔 聖マリアンナ医科大学 

 
４．研究協力者 

小笠原敏浩 岩手県立大船渡病院 
谷合久憲 秋田厚生連由利組合総合病院 
久保山修 つくばハートクリニック 
中村卓也 福岡市 
庄司哲也 福岡市医師会 
二ノ坂保喜 にのさかクリニック 
内田 直樹 たろうクリニック 
増崎 孝弘 (株)インテグリティヘルスケア 
高木俊介 横浜市立大学 
吉嶺裕之 井上病院 
東 信良 旭川医科大学 
守屋 潔 旭川医科大学 
岡橋さやか 京都大学医学研究科 
中島英太郎 中部ろうさい病院 
南口 仁 大阪大学 
影治照喜 徳島県立海部病院 
琴岡憲彦 佐賀大学 
長谷川泰弘 聖マリアンナ医科大学 
鈴木倫保 山口大学 
小山耕太郎 岩手医科大学 
苅尾七臣 自治医科大学 
Georgina Sanderson Cochlear Limited 
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井上昌彦 いのうえ内科クリニック 
佐竹昇太 (株)キュアアップ 
鈴木晋 (株)キュアアップ 
竹村昌敏 (株)エクスメディオ/東京医科歯科大学 
岸本泰士郎 慶應義塾大学 
山本正路 アボットメディカルジャパン株式会社 
来島 一男 アボットメディカルジャパン株式会社 
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資料２ 研究班活動記録 
 

2018 年 6 月 17 日～6 月 18 日 日本在宅医学会大会(名古屋） 
2018 年 6 月 23 日  岩手県立大船渡病院（岩手） 
2018 年 6 月 29 日  日本睡眠学会大会（横浜） 
2007 年 7 月 8 日   日本医療マネジメント学会大会（仙台） 
2018 年 7 月 27 日  滋賀県立成人病センター（滋賀） 
2018 年 7 月 29 日  第一回全体班会議（東京 
2018 年 8 月 8 日   由利本荘市（秋田） 
2018 年 9 月 11 日  京都大学（京都） 
2018 年 9 月 14 日  岩手医科大学（盛岡） 
2018 年 9 月 29 日～10 月 1 日 日本遠隔医療学会学術大会（宇都宮）9/29-10/1 2018
年 10 月 17 日   杏林大学病院（東京） 
2018 年 10 月 23 日  山梨大学病院（甲府） 
2018 年 10 月 27 日  大阪大学病院（大阪） 
2018 年 11 月 1 日  中部ろうさい病院（名古屋） 
2018 年 11 月 6 日  旭川医科大学（旭川） 
2018 年 11 月 8 日  東北大学（仙台） 
2018 年 11 月 21 日～11 月 24 日 医療情報学連合大会（大阪） 
2018 年 11 月 30 日  山口大学 
2018 年 12 月 13 日  名寄市立総合病院 
2018 年 12 月 14 日  北海道家庭医療学センター 
2018 年 12 月 21 日  横浜市立大学病院（神奈川） 
2018 年 12 月 25 日  分担班会議（仙台） 
2018 年 1 月 24 日  徳島県立海部病院（徳島） 
2018 年 2 月 10 日～2 月 11 日 日本遠隔医療学会スプリングカンファレンス 
2018 年 3 月 9 日   第二回全体班会議（東京） 
2018 年 3 月 18 日  医工学治療学会学術大会（さいたま） 
2018 年 3 月 18 日  分担班会議（東京） 
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資料３ 論文、講演等一覧表 
1. 論文発表 
[1]  長谷川 高志, 鈴木亮二、齋藤勇一郎他. 在宅患者のための遠隔診療、多施設前向き臨床

試験、結果概況.日本遠隔医療学会雑誌,13(2),84-87,2017-08 
[2]  長谷川高志、鈴木亮二、斉藤勇一郎他.在宅患者のための遠隔診療、多施設前向き臨床試

験のプロトコルと試験.日本遠隔医療学会雑誌,13(1), 12-15,2017-06 
[3]  長谷川高志.地域政策に於ける遠隔医療への展望.日本地域政策研究,20,14-20,2018-03 
[4]  長谷川高志.遠隔医療の政策動向,分子脳血管病,17(1),38-41,2018 
 
２.  学会発表 
[1]  長谷川高志、酒巻哲夫.在宅患者に対する遠隔診療の有効性に関する多施設研究のプロ

トコル、第 19 回在宅医学会大会 
[2]  佐藤大介、平成 29 年度地域医療基盤開発推進研究事業 遠隔診療に関する有効性・安全

性に関するエビデンスの飛躍的な創出を可能とする方策に関する研究から見た課題整
理、第 18 回医療情報学連合大会、2017 

[3]  長谷川高志.厚生労働行政推進調査事業 遠隔診療の有効性・安全性に関するエビデン
スの飛躍的な創出を可能とする方策に関する研究,日本遠隔医療学会スプリングカンフ
ァレンス 2018、2018 

[4]  佐藤大介．遠隔医療の着実な推進に向けた課題整理,日本遠隔医療学会スプリングカン
ファレンス 2018、2018 

[5]  清水隆明.遠隔診療に関する網羅的な診療行為リストの作成,日本遠隔医療学会スプリン
グカンファレンス 2018、2018 

[6]  鈴木亮二.遠隔診療の研究手法についての文献考察,日本遠隔医療学会スプリングカンフ
ァレンス 2018、2018 

[7]  長谷川高志.遠隔医療の政策動向,第 43 回日本脳卒中学会学術大会、2018 
 
 
 
 
 
 


